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総合研究報告書 

 

研究代表者 竹中 晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

 

研究要旨 

	 本研究の目的は，メンタルヘルス問題を予防することを目的に，多様な教育・普及プログ

ラムを開発し，それらの評価を行うことである。具体的な研究内容としては，地域，職域，

および学校において人々のメンタルヘルス不調を予防し，さらにはポジティブ・メンタルヘ

ルスを強化させることに焦点を絞り，具体的なプログラムおよびキャンペーン戦略を開発

し，効果検証をおこなうことである。その内容としては，Barry（2001)が示したメンタルヘ

ルスの枠組みに従い，「予防」と「プロモーション」という 2方向からのアプローチを想定

している。「予防」の観点では，メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的としたストレスマ

ネジメント教育プログラムの開発，であり，一方，「プロモーション」の観点では，メンタ

ルヘルスをよい状態に保つメンタルヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開

発，を目指した。 

平成 28 年度においては，ストレスマネジメント教育に関する研究として，①認知行動療

法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価， ②ポジティブ心理学の立

場に立った職場のメンタルヘルス教育プログラムの研究，のそれぞれを実施した，一方，メ

ンタルヘルス・プロモーション・プログラムに関する研究としては，①中学生における劇

的日常体験とウェルビーイングの関係，②就労者を対象にしたメンタルヘルス・ プロモー

ションの試験的介入，③メンタルヘルス・プロモーションを目的とした e ラーニング・プ

ログラムの開発および評価：予備研究，および④予防教育プログラムの評価，の 4 研究を

実施し，ポジティブ・メンタルヘルスの効用について予備的な検討をおこなった。 

2 年目となる平成 29 年度では，「認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プロ

グラムの開発・評価」では，児童・生徒を対象とした実践的な 3研究を実施し，成人を対象

にポジティブ・ストレスマネジメント研修のストレス緩和効果を確認した。一方，メンタル

ヘルス・プロモーションに関する研究としては，①強みに基づくポジティブ心理学的介入

アプリケーションの開発，②メンタルヘルスプロモーション行動パターンとストレス状況
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との関連，③メンタルヘルス・プロモーション及びその普及啓発に関する研究，および④

予防教育プログラムの評価の 5 研究を実施し，それぞれのアプローチがポジティブ・メン

タルヘルスの強化に貢献することがわかった。 

最終年度となる平成 30年度では，大きく 3種類の研究領域に分けて研究を進めた。それ

らは，（1）ストレスマネジメント教育に関する研究， （2）ポジティブ心理学，特に「強

み」の強化に関する研究，および（3）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，で

あり，特に対人場面だけでなく ICTを活用した研究もおこなった。 

以上の研究を通して，メンタルヘルス不調が生じることを前提にした「予防」のストレス

マネジメント・プログラムの開発とポジティブ・メンタルヘルスを強化することによって結

果的に予防に貢献する「プロモーション」の役割が明確になり，今後のメンタルヘルス不調

への対策として有益な知見を得た。 

 

分担研究者 

竹中 晃二 

 早稲田大学人間科学学術院・教授 

島津 明人 

 北里大学一般教育部・教授 

山田冨美雄 

 関西福祉科学大学心理科学部・教授 

 

A. はじめに 

現在，我が国において深刻さを増している

メンタルヘルス不調を緩和するためには，

対症療法だけでなく，予防の観点を強調し

たプログラム開発が欠かせない。また，そ

の普及を確実にするためにエビデンスの構

築が必要である。通常，メンタルヘルス問

題を抱える人たちは，職域，地域，および学

校において，問題を表面化させ，周囲がそ

のことに気づいた段階ですでに「深み」に

はまっており，そのために彼らは医療専門

領域における「治療」の対象者となってい

た。本研究の目的は，人々がストレス対処 

 

嶋田 洋徳 

 早稲田大学人間科学学術院・教授 

上地 広昭 

 山口大学教育学部・准教授 

島崎 崇史 

 上智大学文学部・講師 

 

法を身につける（ストレスマネジメント）

だけでなく，「よいメンタルヘルス状態を保

つ」ために必要な行動の実践（メンタルヘ

ルス・プロモーション）を促し，メンタルヘ

ルス問題の予防に貢献できる教育・普及プ

ログラムを開発し，評価システムを作成す

ることである。 

	 以下，ストレスマネジメンントに関する

研究，およびメンタルヘルス・プロモーシ

ョンに分けて解説を行う。 
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＜平成 28 年度＞ 

研究 1 

ストレスマネジメンントに関する研究 

A-1. はじめに 

ストレスマネジメントとは，主に心理的

ストレスに関する正しい理解を促す心理教

育や，心理的ストレスへの対処方略の獲得

や拡充をねらいとした介入を行うことによ

って，心理的ストレスとのつき合い方を習

得する手続きの総称として用いられること

が多い（竹中，1997）。ストレスマネジメン

トには，一般的に，呼吸法や自律訓練法な

どの生理的技法，認知再構成法（認知的再

体制化）などの認知的技法，社会的スキル

訓練などの行動的技法などが含まれている

（金，2011）。 

B-1. 方法 

マインドフルネスストレス低減法をはじ

めとするストレスマネジメントに関わる研

究の文献研究および医療従事者のストレス

調査をおこなった。 

C-1. 結果 

文献から，介入方法には，呼吸法，食べる

瞑想，静座瞑想法，ボディスキャンが用い

られており，ヨーガ瞑想法，歩行瞑想法の

介入を行っている研究はなかった。分析対

象となった論文のうち，効果測定の指標は，

感情，認知，注意等を測定する尺度が使用

されているという特徴があった。また，医

療従事者の中でも職種によるストレスの特

徴が明らかになった。 

C-1.考察 

明確な操作変数の設定がないままに，ある

いは操作変数と従属変数の関連が検討され

ていないために効果を実証する上での障壁

になっていた。職種によって異なるストレ

スに配慮する必要がある。 

D-1. 結論 

介入手続きのみに着目するのではなく，介

入によって操作する変数に焦点をあてるこ

とが重要である。ストレスマネジメント・

プログラムの開発の際には職種に応じた高

ストレス状況の把握が重要である。 

的側面も含めて整理した。 

 

研究 2 

ポジティブ心理学の立場に立った職場の 

メンタルヘルス教育プログラム 

A-2. はじめに 

ストレスマネジメント研修を、単に病気の

予防という視点からではなく、よりよく仕

事に従事して幸福な人生を生き抜くための

心理教育として改良するための実践的試み

について述べる。すなわち、ポジティブ心

理学の視点に立った、新しいメンタルヘル

ス研修のための実践プログラムを提案する。 

B-2. 方法 

従来型のストレスマネジメント教育にお

けるポジティブ心理学の要素について検討

し， 一般企業におけるメンタルヘルス研修

の場において強みに気づき，強みを活かす

グループワークを用いたプログラムを試行

し，最後に外国人介護士候補の来日後の語

学研修中に行われるメンタルヘルス研修時

に実施した blessing（感謝の恵み）のワーク

の効果を検討した。 
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C-2. 結果 

	 ポジティブ心理学を活用したストレスマ

ネジメント研修において，幸福感やコーピ

ング能力の改善が見られた。 

D-2. 考察 

従来型のストレスマネジメント教育にお

いてもポジティブ心理学の要素が、職場に

おけるメンタルヘルス問題に気づき、積極

的に予防するための研修プログラムにおい

て有効性が期待できることがわかった。 

E-2. 結論 

従来型のストレスマネジメント教育にお

けるポジティブ心理学の要素として、リラ

クセーションならびにアクティベーション

プログラムがもたらす快感情が重要である。 

 

研究 3 

中学生における劇的日常体験と 

ウェルビーイングの関係 

A-3. はじめに 

今世紀に入り，心理学の領域では，精神疾

患の予防や治療だけに目を向けるのではな

く，よりよく生きることや充実した人生を

送ることを目指すポジティブ心理学の潮流

が生まれた。 

B-3. 方法 

中学生を対象に，日常生活において強く印

象に残った体験とウェルビーイングの関係

について検討を行った。 

C-3. 結果 

以下の 4つの点が明らかになった。①中学

生における劇的日常体験として，失敗体験，

遂行体験，および出会い・成功体験の 3 つ

が挙げられた。②劇的日常体験の性差につ

いては，女子は男子よりも出会い・成功体

験の頻度が高かった（ただし 10％水準）。③

劇的日常体験の学年差について，三年生の

遂行体験の頻度が高かった。④出会い・成

功体験が最も強くウェルビーイングと関連

を示した。 

D-3. 考察 

中学生における劇的日常体験の頻度とウ

ェルビーイングには正の関連があり，特に

様々な出会いや成功を体験することがウェ

ルビーイングの向上につながる可能性が明

らかになった。 

E-3. 結論 

中学生においては，多くの出会いや成功を

体験することで，ウェルビーイングの向上

を図ることができる可能性が示された。 

 

研究 4 

就労者を対象としたメンタルヘルス 

プロモーションの試験的介入 

A-4. はじめに 

就労者を対象として，メンタルヘルスプロ

モーションに関する情報を提供する試験的

な介入プログラムを実施し，介入による肯

定的な影響について検討をおこなった。 

B-4. 方法 

東北地方の A県にある 6事業所（n = 573）

において，介入群には月 1回，3ヶ月間にわ

たり，リーフレット，プロモーションビデ

オ，ニューズレター，およびポスターを用

いてメンタルヘルスプロモーションに関す

る知識提供をおこなった。 
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C-4. 結果 

メンタルヘルスプロモーションを意図し

た介入プログラムの開発においては，我が

国の就労状況や文化的な文脈を考慮する必

要性が明らかになった。 

D-4. 結論 

対象者の就労環境や社会経済学的変数の

影響力を考慮した上での情報提供が必要で

ある。 

 

研究 5 

メンタルヘルス・プロモーションを目的と

した e ラーニング・プログラムの 

開発および評価—予備的研究— 

A-5. はじめに 

メンタルヘルス問題の一次予防に着目し，

「こころの ABC 活動」と名付けたキャン

ペーン型の介入を実施してきた（竹中, 2012; 

2015）。本研究は，「こころの ABC 活動」を

eラーニングで配信する予備研究である。 

B-5. 方法 

学生を対象に，メンタルヘルス問題の予防，

およびポジティブ・メンタルヘルスの強化

を目的にした e ラーニング・プログラムを

開発し，その内容および運用面で評価をお

こなった。 

C-5. 結果 

結果は，（a）メンタルヘルスへの認識や考

え方が変化させたこと，（b）メンタルヘル

ス・プロモーション行動を実施してみての

変化が生じたこと，および（c）メンタルヘ

ルス問題の予防のためにおこなう活動が具

体化できたこと，であった。 

D-5. 考察 

参加によるメンタルヘルス問題に対する

認識において，スモールチェンジの重要性

を理解したという回答が多く得られた。そ

のため，回答者は，普段おこなっている行

動に目を向け，小さな行動を積み重ねるこ

とが重要である，という認識ができたこと

が伺えた。 

E-5. 結論 

	 本研究における有益な知見としては，（a）

e ラーニング受講によって対象者の認識や

考え方が変化したこと，（b）MHP行動を実

施してみての変化が生じたこと，および（c）

メンタルヘルス問題の予防のためにおこな

う活動が具体化できたこと，である。 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

A-6. はじめに 

 職域における個人に向けたメンタルヘル

ス・プロモーションに関しては，まずは従

来の予防教育プログラムの評価を行う必要

がある。 

B-6. 方法 

本研究では，職域における個人向けメン

タルヘルス・プロモーションに関して，予

防教育プログラムの効果評価に適切と考え

られる指標を，文献レビューをもとに検討

した。 

C-6. 結果 

レビューの結果，アウトカムに相当する

指標として，主にワーク・エンゲイジメン

トとフローが取り上げられていることが示
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された。いずれの変数も，職域におけるメ

ンタルヘルス・プロモーションの効果評価

指標として概念的には適切と考えられるも

のの，測定に関しては，質問紙による評価

方法が確立しているワーク・エンゲイジメ

ントが，より望ましいと考えられた。 

D-6. 考察 

ポジティブなアウトカムを高める指標と

しては，心理的資本，心理的柔軟性，自己

制御プロセス，ポジティブな帰属スタイ

ル，感情的知性，コアセルフ評価などの個

人資源（内的資源，心理的資源）が取り上

げられていた。 

E-6. 結論 

メンタルヘルス・プロモーションの効果

指標について，より多様な要因に注目する

には，個人資源のほかに，リカバリー経験

のような就業外の活動にも注目することも

有用と考えられる。 

 

＜平成 29 年度＞ 

研究 1 

ストレスマネジメンントに関する研究 

A-1. はじめに 

認知行動療法を用いたストレスマネジメ

ント教育プログラムの開発・評価の一貫と

して，日常生活に即したアセスメント方略

として，補助的アプリケーションを用いた

場合の有効性の検討と，学級集団における

ストレスマネジメントを実施する場合のア

セスメント方略の整理と予防的なストレス

マネジメントの評価について検討をおこな

った。 

B-1. 方法 

①ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の検討 

個別化の精緻化を意図した，睡眠介入を取

り入れた認知行動療法ストレスマネジメン

ト・アプリケーションを開発した。 

②児童集団を対象としたストレスマネジメ

ントのアセスメントと実践 

「ストレスマネジメント」「介入」「児童」

「集団」「学級」をキーワードとして児童集

団を対象としたストレスマネジメント介入

を行った研究を概観した。 

C-1. 結果 

①介入の効果を検討するために，介入方法

を独立変数，ストレス，睡眠，コーピングレ

パートリーを従属変数とした２要因分散分

析をおこなった結果， pre 期と比べて post

期の「責任転嫁」においてアプリ群が，「睡

眠重症度」においては面接群に有意な変化

が認められた。 

②ストレス理論に基づいた集団のアセスメ

ント，集団における機能的アセスメント，

集団のアセスメントに基づく介入手続きの

設定が必要とされる。 

D-1.考察 

①ストレス反応に変化は見られなかったも

のの，コーピングレパートリーの拡充にお

いてはアプリケーションによる介入の効果

が最も高く，不眠重症度においては面接に

よる介入の効果が最も高いことが示された。 

②ストレスマネジメントの予防効果は，ス

トレス反応などの状態を示す変数ではなく，

特性を示す変数の変化を押さえることが重
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要である。 

E-1. 結論 

①個別化を目的とした，睡眠改善およびス

トレスマネジメントプログラムを搭載した

アプリケーションを開発し，一部その効果

が認められた。 

②期待した効果が得られ，再現性，実証性

を担保する介入の要件としては，１）スト

レス理論に基づくアセスメントの実施，２）

機能的アセスメントの実施，３）アセスメ

ントに基づく手続きの設定，４）予防を目

的としたストレスマネジメントの有効性の

評価，の４つが必要である。 

 

研究 2 

ポジティブストレスマネジメント研修の 

ストレス緩和効果に関する予備的介入 

A-2. はじめに 

本研究の目的は，ストレスマネジメント研修会

にポジティブ・ストレスマネジメントの要素を取り

入れ，その実施継続が従業員のストレス状況

に有効であるかを実証的に検討することであ

った。 

B-2. 方法 

ストレスチェックを実施する対象事業所の職

員を対象として，ストレスチェック結果の返却の

後に研修を実施し，研修プログラム実施の有

無，および継続がワークエンゲイジメントおよ

びストレス状況及ぼす影響を実施群と非実施

群で比較検討した。 

C-2. 結果 

実施群は非実施群と比べて，仕事の心理的

な負担感が軽減し，仕事がコントロールで

きる感じが増加した。また，家族や友人か

らのサポートが増えた。 

D-2. 考察 

仕事ストレスに焦点を当てたポジティブ・

ストレスマネジメント研修では，強みを仕

事に活かし，自分なりの仕事への熱中度を

高めるための指導を行い，それを継続させ

ることを主眼としたストレスマネジメント

プログラムが効果的である。 

E-2. 結論 

仕事ストレスに焦点を当てたポジティブ

ストレスマネジメント研修では，強みを仕

事に活かし，自分なりの仕事への熱中度を

高めるための指導を行い，それを継続させ

ることを主眼としたストレスマネジメント

プログラムの開発が求められる。 

 

研究 3 

強みに基づくポジティブ心理学的介入 

アプリケーションの開発 

A-3. はじめに 

本研究では，個人が持つ代表的な 5 つの

「強み」の活用状況と主観的な日常満足感

について，毎日セルフモニタリングを行う

ことができるスマートフォン用アプリケー

ション「ポジティブライフ」の開発を行っ

た 

B-3. 方法 

ポジティブ心理学的介入の具体的内容を

決定し，スマートフォン用アプリケーショ

ンの開発をエコマス株式会社（宇部市）に

委託した。本アプリケーションは，強みの

活用状況および日常満足度の入力を毎日行
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い，その結果がグラフで可視化できるよう

にしている。 

C-3. 結果 

アプリケーションにはセルフモニタリン

グを継続的に行ってもらうために，ゲーミ

フィケーションの中のポイントとバッジの

要素を盛り込んだ結果，実践者の動機づけ

が高まった。 

D-3. 考察 

アプリケーションでは，単に「強み」の活

用を促すだけではなく，行動変容技法（セ

ルフモニーションの原理を応用するこを用

い，継続的な行動変容（強みの活用を長期

的に継続すること）を目指す必要がある。 

E-3. 結論 

本アプリケーションを用いて個人の持つ

ポジティブな性格特性（強み）を存分に発

揮することができれば，ポジティブ心理学

の究極的な目標である持続的な幸福の実現

に寄与できるものと思われる。 

 

研究 4 

メンタルヘルス・プロモーション行動 

パターンとストレス状況との関連 

A-4. はじめに 

本研究の目的は，就業者を対象としてメン

タルヘルス・プロモーション行動の実施パ

ターンを類型化し，活動型による職業性ス

トレスの状況について比較をおこなうこと

であった。 

B-4. 方法 

調査に対しては，6企業で就労する 762名

から回答が得られた。調査内容は，メンタ

ルヘルス・プロモーション行動評価尺度，

および職業性ストレス簡易調査票であった。 

C-4. 結果 

クラスター分析の結果，個人活動型（n = 

95），非活動型（n = 283） ，身体活動型（n 

= 164） ，多活動型（n = 64） ，および文化

活動型（n = 156）の 5つの活動型が抽出さ

れた。職業性ストレスとの関連性について

は，活力において活動型による差異が認め

られ，多活動型が最も高く，個人活動型，身

体活動型，文化的活動型の間には差異が認

められなかった。一方，非活動型は，活気が

低く，イライラ感，疲労感，抑うつ感が高か

った。 

D-4. 結論 

本研究の結果から，メンタルヘルス・プロ

モーション行動は，個人の趣向性に併せて

実施することで，職業性ストレスの改善に

貢献する可能性が示唆された。 

 

研究 5 

メンタルヘルス・プロモーション及びその

普及啓発に関する研究 

A-5. はじめに 

本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモ

ーションにおいて，1）ポジティブな感情・

考え方・活動がメンタルヘルスのネガティ

ブ側面に果たす防衛的役割を整理し，2）普

及啓発を目的としたメンタルヘルス・プロ

モーション・ブランド「こころの ABC活動」

を開発し，3）「こころの ABC活動」のリー

フレット配布による普及啓発の効果を検証

することであった。 
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B-5. 方法 

①Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）

の文献を基に，ポジティブ・メンタルヘル

スが果たす防衛的役割を整理した。 

②Act，Belong，Challenge の 3 要素からな

るブランド「こころの ABC活動」を開発し

た。③自治体職員を対象に，ブランド「こ

ころの ABC活動」に関わるリーフレットを

開発し，普及啓発の効果として配布 1 カ月

後に認識，理解，受容，および行動意図につ

いての調査を行った。 

C-5. 結果 

③の結果では，リーフレットそのものが閲

覧されておれば，認識→理解→受容→行動

意図と影響が連鎖することがわかった。 

D-5. 考察 

従来，メンタルヘルス・プロモーションの

普及啓発の効果を検証する方法として，単

にストレス度の改善だけが注目されてきた。

しかし，ポジティブ・メンタルヘルスを強

化する行動を奨励しているプロモーション

活動に限っては，その情報内容がどれだけ

人々の認識・理解させたのか，そして内容

を受容させて行動意図を高め，最終的にど

の程度行動実践に至ったかを検証すること

が普及啓発活動の目的に合致する。 

E-5. 結論 

「こころの ABC 活動」をはじめとするプ

ロモーション活動は，ポジティブ・メンタ

ルヘルスを強化し，まさにメンタルヘルス

問題の一次予防として期待されている。 

 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

A-6. はじめに 

本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。 

B-6. 方法 

①研究 1では，リカバリー経験の主要な要

素である心理的距離を促進するためのプロ

グラム（アプリ）を開発しパイロット研究

を行った。 

②研究 2では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズムと心理的距離との関連

に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で検

討することを目的とした。②心理的距離の

促進が期待されるワーカホリズムの低減プ

ログラム（アプリ）の効果に関する個人差

を探索するため，ワーカホリズムと心理的

距離との関連に個人特性が及ぼす影響を

WEB調査で検討することを目的とした。本

研究では，個人特性として，Big Fiveパーソ

ナリティ，完全主義傾向の 2 つの特性を取

り上げて検討した。 

C-6. 結果 

①ワードの感情価評価について，ワーカホ

リズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差

は，7件法の回答でネガティブであった。 

study engagementについては，介入後の変化

は見られなかった。Anxiety については，

Trait anxietyは実施後に変化は見られなかっ
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た。しかしながら，State anxietyは実施後に

有意に軽減した。 

②仕事との心理的距離（リカバリー経験の

主要要素）を阻害するワーカホリズムの低

減プログラム（注意バイアス修正法）を開

発し，その効果を健常な学生を対象とした

パイロット研究で評価した。その結果，State 

anxietyと Attention biasの reaction timeにポ

ジティブな変化が認められた。次に，ワー

カホリズム（強迫的な働き方）と心理的距

離との関連に個人特性（Big Fiveパーソナリ

ティ，完全主義傾向）が及ぼす影響をWEB

調査で検討した。その結果，パーソナリテ

ィに関しては神経症傾向が，完全主義傾向

に関しては高目標設置が，それぞれ強迫的

な働き方と有意な交互作用を有していた。 

D-6. 考察 

①本プログラムによって，State anxietyと

Attention biasの reaction timeにポジティブ

な変化が見られ，ワーカホリズム関連ワー

ドの非捕捉により，State anxietyの改善が

見られた。 

②個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置が，それぞれ強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人

に，より有効である可能性を示唆してい

る。 

 

E-6. 結論 

今後，心理的距離の促進が期待されるワー

カホリズムの低減プログラムを実施する際

は，実施対象者を（1）神経症傾向が高い，

（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中

程度以下，などの個人特性に注目し，これ

らの特性を有する人に限定することで，プ

ログラムの効果をより高めることが期待さ

れる。 

 

＜平成 30 年度＞ 

研究 1 

認知行動療法を用いたストレスマネジメント 

教育プログラムの開発・評価 

A-1. はじめに 

本研究では，認知行動療法を用いたストレ

スマネジメント教育プログラムの開発・評

価の一環として，特定の環境下における特

定の対象者の心理的ストレスの様相を検討

した。 

B-1. 方法 

①平成 29 年度から取り組んでいるスマー

トフォンアプリケーションを用いた認知行

動療法の効果をについて新たに収集したデ

ータを追加して検討した。 

②高校生に対する短期マインドフルネスの

効果検証：大規模災害に被災した地域の高

校生を対象としてマインドフルネス介入を

実施した場合の検討，および③医療従事者

を対象としてワーク・エンゲイジメントを

指標とした場合の検討をおこなった。 

C-1. 結果 

①本研究においては，アプリ群が面接群と
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同等かそれ以上の効果が得られると予測し

ていたが，そのような結果が得られなかっ

た。 

②介入対象となった 207名のうち，介入前，

介入後，フォローアップのすべての質問紙

調査を受けているマインドフルネス介入群

と心理教育群を比較したところ，ストレス

反応には効果が見られなかった。 

③快適職場調査の下位尺度を独立変数とし，

ワークエンゲイジメント（活力，熱意，没頭）

を従属変数とする重回帰分析をおこなった

結果，社会とのつながりがワークワークエ

ンゲイジメントの下位尺度それぞれと有意

に関係していた。 

D-1.考察 

①コーピングレパートリーの拡充に際して

は，支援対象者に対して個別に面接を実施

し，実行したコーピングに関する個に応じ

た丁寧なモニタリングを支援者と共に行う

ことが最も有用である。一方で，スマート

フォンアプリケーションの使用によって特

定のコーピングレパートリーの実行の頻度

が減少したことは，コーピングレパートリ

ーの拡充という観点から効果が確認できな

かったものの，データを記録していた最中

に出くわしたストレッサーに対して非機能

的であったコーピング方略の実行の頻度が

減少したとも理解することができる。 

②マインドフルネスの「注意」や「気づき」

を獲得し，それらを維持促進するための手

続きの検討が必要である。そこで，マイン

ドフルネスの維持促進の手続きとして，集

団に対するマインドフルネスの実施に加え

て，セルフマネジメントを高めるためのホ

ームワークの実施や，継続的な介入を行う

ことによる効果の検討を行うことが今後の

課題である。 

③社会とのつながりは，自分自身の仕事が

社会から高い評価を受け，またより良い社

会を築くことに寄与している実感であり，

ワーク・エンゲイジメントを高くする要因

である可能性が推測された。 

E-1. 結論 

①開発した仕様のスマートフォンアプリケ

ーションの使用によって CBSMの効果を高

めることができるとは必ずしもいえないこ

とが示された。今後さらに検討する必要が

ある。 

②本研究の結果から，１回の介入のみでも

約半数の生徒において操作変数が機能的に

変容し，介入の効果が期待されたことは，

被災などの状況を考慮した短期的な介入場

面においても活用できると考えられる。 

③医療従事者にとって，自身の業務が社会

的価値が高い，また社会から認められてい

るという認識は，仕事への関心や集中を喚

起する可能性がある。 

 

研究 2 

仕事ストレス緩和を目的としたポジティブ

メンタルヘルス研修の効果成立過程の検証

A-2. はじめに 

本研究では，就労者を対象としたポジティ

ブメンタルヘルス研修として，「強みに気づ

き，強みを活かす」ことを目標とするグル

ープワークのストレス軽減効果を検討した。 
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B-2. 方法 

研修受講者に対して，研修後１月間，仕事

に強みが活かせたかどうかを毎日記録させ，

その結果に基づいて対象者を 3 群に分け，

ワークエンゲィジメント，主観的幸福感，

およびストレス反応の，研修前から 1 ヶ月

後への変化量を分析した。 

C-2. 結果 

1ヶ月間の強みを活かせた程度が強いグル

ープほど，ワークエンゲイジメントは向上

し，主観的幸福感は増加し，ストレス反応

は低下する傾向を示したが，統計的には有

意水準には至らなかった。 

D-2. 考察 

統計的支持が得られなかったことは，分析

に用いた対象者数が 26 名と少なかったこ

とが関係することは否めないが，研修後の

強み活用のセルフモニタリング期間が１ヶ

月間と，以前の報告と比べて半分と短かっ

たことも関係するとおもわれる。 

E-2. 結論 

今後は，対象者数を増し，研修後のセルフ

モニタリング期間を２ヶ月に延長すること

など再検証する必要がある 

 

研究 3 

ICT を利用したポジティブ心理学的介入 

―強みの活用を促すスマートフォン用 

アプリケーションの開発－ 

A-3. はじめに 

本研究では，情報通信技術 (ICT) を利用

した強み介入の可能性を探った。 

B-3. 方法 

大学生を対象に，毎日の強みの活用状況と

主観的な日常満足感についてスマートフォ

ン用のアプリケーションに入力させ，強み

の認識，強みの活用感，および人生満足度

の変化について事例的に検証を行った。 

C-3. 結果 

アプリケーションを高頻度で利用してい

た者は，介入の前後で，強みの認識および

活用感が増加していた。ただし，人生満足

感については，いずれの対象者も介入の前

後で変化していなかった。 

D-3. 考察 

自分の強みを認識していない，強みを十分

活用できていない，人生に満足していない

などの特徴を有する対象者は，今回のアプ

リケーションを利用した強み介入が有効に

働く可能性が示された。 

E-3. 結論 

本アプリケーションの利用が強みの認識

および活用感に対して有効である可能性が

認められた。しかし，本研究はあくまでも

少人数を対象とした事例的な検討であるた

め，今後，さらに対象者を増やし，無作為化

比較対照試験などのより厳密な手続きを用

いた検討が求められる。 

 

研究 4 

就労者を対象としたメンタルヘルス 

プロモーションの試験的介入 

A-4. はじめに 

本研究の目的は，（a）社会経済・人口統計

学的変数によるメンタルヘルス・プロモー

ション行動の実施状況の差異について検討
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すること，および（b）メンタルヘルス・プ

ロモーション行動の実施状況の予測におけ

る社会経済・人口統計学的変数とセルフエ

フィカシーの相対的な貢献度について検討

すること，であった。 

B-4. 方法 

20-70 代の成人 3,600 名に対して，社会経

済・人口統計学的変数（性別，年代，配偶者

の有無，育児の有無，介護の有無，労働形態，

就労時間，就労に対する満足度，就労して

いる企業規模，収入，職種，および精神疾患

の既往症），メンタルヘルス・プロモーショ

ン行動の実施状況，および実施に対するセ

ルフエフィカシーについて調査をおこなっ

た。 

C-4. 結果 

分析の結果，社会経済（雇用形態，就労満

足度，就労する企業規模，年収），および人

口統計学的変数（性別，年代）による差異が

認められ，特に若年層および社会経済的弱

者のメンタルヘルス・プロモーション行動

の実施率が低いことが明らかになった。ま

た，メンタルヘルス・プロモーション行動

の実施を予測する変数としては，社会経済・

人口統計学的変数よりもセルフエフィカシ

ーの影響が高いことが明らかになった。 

D-4. 考察 

人口統計学的な変数による差異について

は，メンタルヘルス・プロモーション行動

評価尺度の得点，および行動の実施状況と

もに，高年齢者の実施可能性が高く，近年

メンタルヘルス問題においてハイリスク層

とされている若年層や中年者は，メンタル

ヘルス・プロモーション行動評価尺度に示

されているような行動を満足に実施できて

いない可能性が示唆された。したがって，

このような若年層における心の健康増進の

実施の困難さが，我が国の抱える深刻な健

康問題である自殺や過労死の一要因である

可能性が高いと言える。 

社会経済変数については，身体活動，休日

文化的活動，対人コミュニケーション，積

極的リラクセーション行動において多くの

関連性が認められ，メンタルヘルス・プロ

モーション行動の実施が，就労環境が整い，

収入の良い大手企業に勤めている社会経済

的に優位な者中心になってしまっている可

能性が高いと考えられる。 

E-4. 結論 

本研究の結果から，社会経済状況は，心の

健康増進に貢献する活動の実施において大

きな決定因子となっており，社会経済的弱

者に向けた支援の充実は，社会的な課題で

ある。 

 

研究 5 

メンタルヘルス問題の予防に果たす 

自助方略の検討 

A-5. はじめに 

メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候

群が存在するというよりも，むしろ連続体

とみなすことができ，深度によって疾患へ

と発展する。そのため，亜臨床の段階で対

処することが重篤な症状を予防することに

つながる。これらの亜臨床段階の症状は，

自助方略によって対処できることが証明さ
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れており，しかしどの自助方略が役立ち，

また実践できる可能性が高いのかは十分に

明らかになっていない。 

B-5. 方法 

本研究では，メンタルヘルス問題の予防に

果たす自助方略の効果を検討するために，

まずは自助方略に関わる従来の研究を概観

し，その後，パイロット研究として，勤労者

を対象とした自助方略介入の効果を調べた。

①「文献研究」として，欧米を中心とする

従来の研究からメンタルヘルス問題に関わ

る自助方略の役割を解説した。 

②つづいて，勤労者が実施している自助方

略の調査・介入として「調査・介入研究」を

おこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調

査，そしてその後に（2）自助方略介入の効

果，について介入研究をおこなった。 

C-5. 結果 

①自助方略の内容としては，（1） 予防が必

要なターゲット，（2）メンタルヘルス問題

における予防措置としての自助方略の役割，

および（3）自助方略の内容（役立ち度と実

践可能性，予防と管理を目的とした自助方

略），についてまとめた。 

②メンタルヘルス予防に関する就労者の自

助方略調査では，短期・中期の方略が挙げ

られた。それらのリストから個人で実践可

能な方略を選択させ，1週間の実施を依頼し

たところ，介入前後でストレス度が改善す

ることがわかった。 

D-5. 考察 

心理的，心理的，社会的反応の３種類のス

トレス得点について介入効果を見たところ，

自助方略の実践によって心理的反応と身体

的反応においてストレス得点が有意に低下

した。効果が見られた自助方略は，ライフ

スタイルの整備，コミュニケーション，お

よびリラクセーションであった。 

E-5. 結論 

メンタルヘルス不調の予防対策として自

助方略を用いるメリットを 3 点にまとめる。 

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘルス

問題・疾患の予防をメンタルヘルス不調の

症状改善に求めている。 

②「気分の不調」の改善を他者からの支援

ではなく，自助に求め，その習慣化を目的

としている。 

③効果的な自助方略リストが完成できれば，

それらの普及啓発のために幅広い適用が考

えられる。 

 

研究 6 

予防教育プログラムの評価 

―注意バイアス修正法を用いた Web ベー

スプログラム― 

A-6. はじめに 

本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの開発と評価を

行うことである。3年目にあたる平成 30

年度では，ポジティブ・メンタルヘルス

（ワーク・エンゲイジメント）を促進する

要因としてリカバリー経験（仕事以外の時

間の使い方）に注目し，注意バイアス修正

法（Attention Bias Modification：ABM）を

用いたWebベースプログラムの効果を，
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無作為化比較試験により検討することを目

的とした。 

B-6. 方法 

インターネット調査会社の登録モニター

から募集した参加者を性と年齢をマッチさ

せたブロックランダム化により介入群と対

照群に割り付けた。介入群にはWebベー

スの ABMプログラムを実施するように依

頼し，1ヶ月後に両群ともにインターネッ

トによる事後調査を実施し，それぞれ 119

人（79.3%），107人（71.3%）から回答を

得た。事前調査および事後調査では，ワー

ク・エンゲイジメント，特性不安，状態不

安，気分，リカバリー経験，ワーカホリズ

ムを評価した。 

C-6. 結果 

解析の結果，ワーク・エンゲイジメン

ト，特性不安，気分，リカバリー経験，ワ

ーカホリズムには有意な介入効果は認めら

れなかったものの，状態不安の不安不在項

目に関して介入実施後に有意に得点が低下

したほか，状態不安総得点についても，有

意な低下がみられた。 

D-6. 考察 

ワーク・エンゲイジメント関連ワードの

選択により，状態不安の改善が見られたこ

とは国内外での新しい所見である。今後，

状態不安の改善を通じたワーク・エンゲイ

ジメント向上の可能性など，さらなる検討

が必要と思われる。 

E-6. 結論 

本研究の結論として，労働者を対象とした

セルフケア・プログラムにより，不安が改

善することが明らかになった。 
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認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価 
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         嶋田 洋徳（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究協力者 

         小関 俊祐（桜美林大学心理・教育学系・講師） 

         伊藤  拓（明治学院大学心理学部・教授） 

         山蔦 圭輔（順天堂大学スポーツ健康科学部・准教授） 

         石井 美穂（早稲田大学大学院人間科学研究科・修士課程） 

 
研究要旨  

ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を促す心理教育や，

心理的ストレスへの対処方略の獲得や拡充をねらいとした介入を行うことによって，心理

的ストレスとのつき合い方を習得する手続きの総称として用いられることが多い（竹中，

1997）。ストレスマネジメントには，一般的に，呼吸法や自律訓練法などの生理的技法，認

知再構成法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法な

どが含まれている（金，2011）。  
	 ストレスマネジメントの実践報告は，教育領域，職域領域，地域においていずれも増加

しており，ストレスマネジメントのストレス低減効果は，揺るぎのないものになっている

と考えられる。しかしながら，ストレスマネジメントの有効性の担保とさらなる普及を目

指すためには，①ストレスマネジメントによって習得したスキルの日常生活への定着や，

②対象者のさまざまな個人差変数の対応，③実践を提供する実施者の養成，④ストレスマ

ネジメントの有効性についてのより適切な評価（何をもって「予防」したとしているのか）

など，いくつかの課題も残されている。  
	 そこで本報告では，集団を対象としたストレスマネジメントの実践について展望すると

ともに，ストレスマネジメントの発展に向けた対応の観点について検討を行った。  
 

児童集団に対するストレスマネジメントの

アセスメントと実践 

Ａ．研究目的 

これまで，小中学生のさまざまな不適応や

心身症状について，心理的ストレスの観点か

ら多くの研究が行われており，児童生徒の心

理的ストレスの特徴が明らかにされてきた

（三浦・上里，2003）。このような心理的な

問題に対して，下田（2012）は，小中学生

のストレスの緩和や自己コントロール力の育

成を目的に，予防的心理教育としてストレス

マネジメント教育やソーシャルスキルトレー

ニングを行うことの重要性を示している。そ

の具体的な方略として，認知行動療法に基づ
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くストレスマネジメントが実践され，有効性

が報告されている（三浦・上里，2003 な

ど）。  
このようなストレスマネジメントにおける

研究のなかでも，近年，マインドフルネスを

手続きとした研究の効果が注目されている

（池埜，2014）。マインドフルネスとは，自分

の呼吸や身体に意識を向け，その状態や自分

の特徴を感じ，「今ここ」に注意を集中する心

理療法である（Kabat-Zinn，1990）。しかし

ながら，マインドフルネスに関する研究が多

くなされているなかで，マインドフルネスの

評価については依然として課題となっており，

このことが，特に小学生を対象とした集団ス

トレスマネジメントにおける，マインドフル

ネスの活用を阻害していると考えられる。 
	 そこで本研究では，小学生を対象とした研

究に限定せずに，広く集団介入を整理するこ

とによって小学生を対象とした場合の有効な

要素や課題の抽出を行う。具体的には，児童，

生徒，学生を対象として，マインドフルネス

ストレス低減法の手続きを用いている介入研

究を抽出し，その効果測定に使用されている

指標について検討するとともに，マインドフ

ルネスストレス低減法の有効性について検討

する。  
 
Ｂ．研究方法 

	 本研究では，マインドフルネスの介入を行

った研究のレビューを作成し，心理療法の効

果研究の一資料とするため，以下の方法で検

索した。まず，Google Scholar および CiNii
を用いて，2016 年６月に「マインドフルネス」

「介入」「ストレス」をキーワードとして，検

索を行った。次に，重複した論文を除外し，

タイトルや抄録からスクリーニングを行った。

その際の条件は，①対象者が児童，生徒，学

生であること，②他のリラクセーション法や

文化的瞑想法を除外し，マインドフルネスス

トレス低減法の介入であること，③ストレス

マネジメントに関連することである。その後，

フルテキストで適格性を評価した。 
	 なお，本研究は，文献研究のため，データ

取得に伴う研究倫理審査対象に該当しない。 
 
Ｃ．研究結果 

	 論文検索の結果，藤田ら（2013），平野・湯

川（2013），今井・古橋（2011），笠置（2010），
勝倉ら（2009），前川（2014），田中ら（2010），
吉田（2014）の８本の論文が抽出された。こ

れらの論文は，すべてマインドフルネスを介

入手続きとして用いている研究である。分析

対象となった論文は，統制群や他の介入方法

を設定して２群以上の比較を分析した研究が

５本，抽出した対象者にのみマインドフルネ

スの介入を行った研究が３本であった。また，

介入方法には，呼吸法，食べる瞑想，静座瞑

想法，ボディスキャンが用いられており，ヨ

ーガ瞑想法，歩行瞑想法の介入を行っている

研究はなかった。分析対象となった論文のう

ち，効果測定の指標は，感情，認知，注意等

を測定する尺度が使用されているという特徴

があった。  
	 ８本の抽出された論文のうち，抑うつや心

理的ストレス反応などの従属変数の機能的変

容が確認された論文は，質問紙による効果測

定を行っていない笠置（2010）以外の７本で

あった。ただし，今井・古橋（2011）は統制

群においても心理的ストレス反応得点が減少

しており，マインドフルネスの効果として結

論づけることができないという問題がある。

また，藤田ら（2013）は得点の変化量からの

有効性については言及されているものの，効

果の統計的検討は行われていないという限界

もあった。  
	 一方，マインドフルネスを用いた介入の際

の，操作変数を測定している研究は，勝倉ら

（2009），田中ら（2010），今井・古橋（2011），
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平野・湯川（2013），吉田（2014）にとどま

っていた。  
Ｄ．考察 

本研究の目的は，マインドフルネスを用い

た介入手続きとその効果を測定している指標

について整理することによって，効果測定に

使用されている指標について検討するととも

に，マインドフルネスストレス低減法の有効

性について検討することであった。 
論文検索の結果，８本の論文が抽出され，

マインドフルネスの介入方法，手続き，測定

した指標，結果および研究上の課題が確認さ

れた。本研究によって抽出されたマインドフ

ルネスを用いた介入方法と，その有効性を評

価する指標との関連を整理すると，マインド

フルネス状態を測定する明確な測度が確立し

ていないことが明らかになった。これは，マ

インドフルネス自体が，瞑想や呼吸法，ボデ

ィスキャンなどの複数の手続きを組み合わせ

て実施されているために，一つの測度では介

入において操作している変数を十分に測定し

きれないためであると考えられる。そのよう

に考えると，たとえばボディスキャンを用い

て介入を行う際には，田中ら（2010）のよ

うに，「認知的統制尺度（杉浦，2007）」や

「注意傾向尺度（篠原ら，2002）」などを用

いて，ボディスキャンの有効性を評価する必

要がある。このように，介入手続きと測定尺

度を一致させ，介入における操作変数を明確

にしたうえで効果を検証することが重要であ

る。  
	 マインドフルネスを用いた心理的介入の有

効性として，本研究の対象となった８本の論

文の従属変数としては，抑うつ，心配，体調

不良，友人関係，心理的ストレス反応，怒り，

ADHD 症状，幸福感など，多岐に渡っていた。

マインドフルネスの適用の範囲が広がること

自体は非常に望ましい発展であると考えられ

る。しかしながら，明確な操作変数の設定が

ないままに，あるいは操作変数と従属変数の

関連が検討されないままに，介入手続きのみ

が先行し，介入手続きの作用機序に関する議

論がなされない事態は，マインドフルネスの

有効性を実証する上での障壁になっている。

適切な調査研究を蓄積することによって，マ

インドフルネスを用いた心理的介入がなぜ，

有効なのかについての吟味を行っていくこと

が重要であると考えられる。 
 
Ｅ．結論 

本研究は，近年急速に認知行動療法の領域で

広まったマインドフルネスという考え方に基

づくストレスマネジメントの有効性とその効

果測定の指標について整理を行ったという点

で意義がある。介入手続きと介入指標の妥当

性を担保し，介入指標を設定し，介入効果を

検証することが，マインドフルネスに基づく

ストレスマネジメントに限らず，心理療法全

般において必要不可欠なものとしてとらえら

れつつある。そのような現状の中で，介入手

続きのみに着目するのではなく，介入によっ

て操作する変数に焦点をあてることは，介入

の実証性，再現性，客観性を担保する上で，

非常に重要な観点であるといえる。 
 
Ｆ．健康危険情報 

	 該当せず。  
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A．研究目的 

 高校から大学という新しい環境へと移行す

るため，大学新入生には社会面と学習面の適

応に十分で継続的なサポートが必要だと考え

られている（Mutch，2005）。また，悩みのあ

る大学新入生は増加傾向にある（小塩・桐山・

願興寺，2006）。以上のことから，大学新入生
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の精神的健康を維持するために，ストレスマ

ネジメントスキルの心理教育を行うことが重

要だと考えられる。 

大学生を対象としたストレスマネジメント

教育には効果があることが示されている（例

えば，堀・島津，2007；及川・坂本，2007）。
堀・島津(2007）では，ストレスの基礎知識，

問題解決スキルの習得を目指した教育を大学

生に実施した。その結果，短期的にはストレ

スに関する知識や問題解決への自信が向上し，

ストレス反応が低減することが示された。 
 現代の青年は友人関係に不安を感じている

ことが示されている（例えば，榎本，1999）。
また大学新入生には，友達ができるかどうか

の不安，初対面の人と話すことへの不安，授

業でのグループワーク（以下，GW とする）

への不安など，様々な対人関係のストレスが

あると考えられる。そのため，大学新入生を

対象としたストレスマネジメント教育には，

友人関係を含む対人関係面のストレスマネジ

メントを取り入れことが重要だと考えられる。 

	 本研究では，大学新入生を対象とした講義

で行われたストレスマネジメントの心理教育

について，特に対人関係場面でのストレスマ

ネジメントスキルの向上に結びつくような工

夫を中心に報告することを目的とする。 
 

B．方法 

 本講義「心の健康」は首都圏の私立大学で

行われている新入生対象の必修授業であり，

1 回 90 分の授業 15 回からなる。授業では，

認知行動療法やポジティブ心理学の知見を元

に，不安，抑うつなどの発生メカニズムと予

防方法，ストレスへの対処法等を教授し，大

学生の精神的健康の保持・増進をはかること

を目指している。授業では，対人関係でのス

トレスマネジメントスキルの向上につながる

ように，以下のような工夫を行っている。 
	 なお，本研究は，授業内容について検討し

た授業実践の報告であり，受講者からのデー

タはとっておらず，また受講者の個人情報は

記載されていない。そのため，データ収集に伴

う研究倫理審査対象に該当しない。 

 
C．D．結果・考察 

 ストレスマネジメントに関する心理教育と

して，認知再構成法，不安の回避による不安

増強のメカニズム，不安への段階的曝露によ

る不安の減少など，認知行動療法の技法を取

り上げている。その際，スキル向上につなが

るように，以下のようなアクティブラーニン

グの手法を取り入れている。 

まず，授業で得た知識を受講生自身が活用

し考えるワークを行う。例えば，「考え」が気

分に影響を及ぼすという心理学的モデルを説

明し，考える内容のレパートリーを紹介した

後に，Figure 1 のような大学生に身近なスト

レス場面を取り上げて，落ち込みにくい考え

を受講生に考えてもらう。このような課題を

毎回の授業で行い，考える力を少しずつ高め

ることに取り組んでいる。 
	 次に，図 1 のような課題に対して受講生が

考えたことを 4～5 名で共有する GW を行う。

図 1 のような場面で「自分は嫌われている？」

という考えが浮かぶ学生は多くいるが，それ

を他者に言わず，「自分は嫌われているんだ」

などと否定的に考えていることがしばしばあ

る。そこで，このような考えが浮かぶことは

青年期にはよくあることなので授業で取り上

げると説明してからシェアをしてもらう。す

ケース：同級生が挨拶を返してくれず落ち込むAさん
大学1年生のAさんがキャンパスの中を歩いていると，同じ
サークルの1年生Bさんが歩いていました。3ｍ位離れたとこ
ろから，Bさんに「おはよう」と挨拶をしましたが，Bさんは返事
をせずにそのまま通り過ぎてしまいました。

Aさんの頭には「自分のこと嫌ってる？無視された？私が
何か悪いことをしたから？」などという考えが浮かびました。
そう考えると，憂うつな気分になり，今日のサークルも休みた
くなってしまいました。「大学生活は真っ暗だ」という考えも浮
かびました。。。

Q1: Aさんが考えたこと以外に，どのような考え方ができるで
しょうか？（より落ち込みにつながりにくい考えを）

Q2： この状況を脱すために，Aさんはどのようなことをしたら
良いと思いますか？
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ると，「私もそのように考えることがある」と

発言する学生が出て，自分だけが特殊なので

なく，他の人と同じなのだと安心する。 
Figure 1	 受講生が考える課題の例 

また GW によって，自分以外の人の考えを

聞くことによって，自分が考えたことのない，

様々な考え方のレパートリーに触れることに

なる。GW を毎回の授業で行うことで，少し

ずつレパートリーが増えていくことが期待で

きる。  
さらに，学んだことを生活に活かすことを

目指したワークを行う。例えば，幸せの向上

をテーマにした回では，感謝が幸福感の向上

に与える影響に関する研究を紹介した後に，

Emmons & McCullough (2003)で用いられた

ワーク（Figure 2）を行う。ワークで感謝し

ていることを書き出すことによって実際に気

分が良好になる経験をする学生が多く出る。

心理教育の成果を実際に経験してもらうこと

で，日常生活への広がりの促進を試みている。

そして，図 2 のようなワークをやって気づい

たこと，考えたことなどを GW によってシェ

アしている。  

 

Figure 2	 感謝の効果を体験するワーク 
 

 初対面の人と話すことや，GW をすること

に不安を感じたりする学生が多くいるが，そ

の不安の中核には，社会不安障害の診断基準

（American Psychiatric Association, 2013)

にあるように，自分が話すことによって，他

者から否定的評価を受けることへの恐れがあ

ると考えられる。そこで GW をする学生が他

者からの否定的評価を受けないように，否定

的評価を受けたと考えさせる状況が生じにく

いように，そして GW が学生にとってポジテ

ィブな経験となるように，様々な工夫をして

いる。 

まず，GW 時の話の聴き方をレクチャーす

る。具体的には，話している人の方に体と顔

を向け傾ける，適度に頷きながら聞く，適切

なときにほほえむ，相手の話す内容に応じて

表情を変化させる，否定せず相手の視点の理

解を目指すなど，カウンセリングの傾聴技法

（De Jong & Berg, 2013）をレクチャーし，

その実践を求める。話す人が話しやすいよう

に，他のメンバーが傾聴することが重要なの

だと繰り返し伝える。 
	 次に，GW の手順を構造化している。具体

的には，話し手は(1)挨拶をする，(2)名前を名

乗る，(3)回答内容を発表する，(4)発表が終わ

ったら「以上です」と言うなどを決めている。

図 1 のような課題では，考えをまとめ紙に書

く時間を確保し，（3）の発表では書いた内容

を読めばいいことにする。発表内容が決まっ

ていて文字化されていると，GW がより安心

できるものになる。発表後には，聞き手は必

ず (5)「温かい拍手」をする。自分の発表後，

誰からの反応もないのは学生にとってとても

怖いものだと考えられる。そのようなネガテ

ィブな経験をすると，その後 GW を回避した

くなるだろう。そこで，発表後に「温かい拍

手」をもらえることが重要なのである。 
 GW 導入前には，最初は不安でも慣れが生

じ，楽しさを感じられるようになることを説

明する。慣れの説明は，不安のマネジメント

に関する心理教育の授業の回で詳しく行う。

具体的には，不安を回避すると不安が持続す

るが，不安に直面（暴露）し続け不安を感じ

１．あなたは今，どのような気分でしょうか？

思いつくままに書いてみてください。

２．以下の文章を読み，感謝できる（している）ことを
書き出してみてください。

「私たちの生活には，私達が感謝することができ
る多くのこと（小さいこと，大きいことの両方で）が
あります。この1週間を思い出し，生活において，
あなたが感謝できる（している）こと，有り難く思っ
ていることを5つ，下の欄に書き出してください」
３．今，どのような気分でしょうか？思いつくままに
書いてみてください。

４．この課題をやって，気付いたこと，感じたこと，
考えたことを書きだしてください。
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るのをそのままにしておくと（「暴露反応妨害

法」と言う）と不安の程度が下がることを，

伊藤(2008)をもとに説明する。そして，GW を

繰り返すと不安が下がっていくことを，授業

を通して体験してもらう。 

その際，最初から強い不安に暴露させると，

GW を回避するために授業を欠席する学生が

増える可能性がある。そこで，開始当初の GW
の内容は不安度が低いものとし，徐々に不安

度を上げていく（「段階的暴露」と言う）。ま

た，シェアする相手も開始当初は，近くに座

っている顔見知りの学生同士という不安度の

低いものとする。これを続け不安が下がって

くるのを待ち，後半はくじで席を決め，たま

たま近くに座った学生同士で GW を行う。繰

り返すうちに，初対面の学生との GW へのス

トレス軽減を学生は実感していく。 
 
E．結論 

 今後の課題として，アセスメントとフォロ

ーアップの実施，スキル定着のためのさらな

るホームワークの実施，授業を発展させた心

理教育プログラムの学生相談機関等での実施

などが挙げられる。 
 
Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  
 
Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。  
2.  学会発表 

伊藤  拓（2016）．大学新入生を対象としたス

トレスマネジメントスキル向上を意図し

た授業実践	 会員企画シンポジウム「集

団に対するストレスマネジメントのアセ

スメントと実践」	 日本健康心理学会第

29 回大会発表論文集，14-15. 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

	 	 該当せず。  
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成人に対するストレスマネジメントの 

課題と可能性 

A．研究目的 

 2015 年 12 月より労働者 50 名以上の組織

に義務化されたストレスチェック制度（厚生

労働省，2015）が実施されるなど，労働者の

ストレスを把握し，軽減させるための取り組

みを積極的に実施することが急務となってい

る。たとえば，労働者健康状況調査労働者（厚

生労働省，2012）の結果をみると“職場の人

間関係”が，仕事や職業生活に関する不安，

悩み，ストレスの要因の第一位として挙げら

れており，対人関係の問題に起因するストレ

スが，労働者が抱える各種問題の誘因となる

可能性も推測される。また，この調査は５年

毎に実施されており，2012 年以前の調査結果

をみても同様に，“職場の人間関係”が仕事や

職業生活に関する不安，悩み，ストレスの要

因の第一位として挙げされている。こうした

調査からも，労働者のストレスをターゲット

とした支援の実現を目指す時，職場集団にお

ける人間関係の問題（上司・同僚・部下など

との職業上の関係の問題）を考慮したストレ

スマネジメントを実現することが必要不可欠

といえる。 

 こうした中，特に，医療機関における労働

者の問題について焦点を絞ると，たとえば，

看護師の場合，離職率は，常勤場合で 10.8％，

新卒の場合で 7.5％であることが示され（日

本看護協会，2016），離職を防ぐ方策を講じる

ことが医療機関における大きな課題となって

いる。 

さらに，看護師の離職理由についてみると，

“勤務時間の長さ・超過勤務の多さ”や“夜

勤負担の高さ”など物理的な労働環境（仕事

量）とあわせて，“上司との関係”や“同僚と

の関係”が上位に挙げられ，物理的な労働環

境を整備することとあわせて，心理的な環境

を十分に整備することが必要不可欠であると

いえる。また，こうした状況は，看護師に限

定されたものではなく，看護師以外の医療従

事者についても同様と考えることができる。

一方で，ひとことで医療従事者といっても，

多様な専門性を有する労働者が存在し，それ

らの専門性を考慮した検討を行うことは，具

体的なストレスマネジメントを実行する際に

欠かすことはできないだろう。 
 医療機関において，労働者の支援を実行す

る際，たとえば，労働衛生委員会などといっ

た委員会単位で活動することも多く，そこで

は，労働安全を守るための物理的環境整備（た

とえば，室温，光度などの点検），各種ハラス

メントの実態把握と対応，身体的健康の保持

増進（たとえば，健康診断の実施や結果管理）

や心理的健康の保持増進（たとえば，ストレ

スチェックの実施や研修の実施など）を目指

した活動が行われている。また，こうした委

員会には，医師や看護師，その他のメディカ

ルスタッフ，事務職員など，医療現場で働く

多様な労働者がメンバーとなり，各職域で生

じる問題に対処できるように議論が続けられ

ており，こうした議論の結果，明確化される

労働者の問題に対して，具体的な支援あるい

は問題が明確化する以前における予防を行う

ことも必要不可欠といえる。 

 冒頭の通り，2015 年 12 月より，ストレス

チェックが義務化され，労働者 50 名以上の

医療機関においてストレスチェックを実施す

ることが義務となっており。労働者のストレ

スに対する社会的関心も高まりを見せている。 

	 ここでは，ストレスチェックが義務化され

る以前に実施した，関東近郊に所在する病院

（病床数 200 超）における調査研究結果をま

とめる。  
 調査対象病院職員のストレス状況を把握す

るとともに，高ストレスである場合にそれを

軽減させる方法を検討することを目的とした。
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また，職員のストレス状況を把握するととも

に，医療現場に所属する職種別に比較を行い，

ストレスマネジメントの方法について考察す

ることを目的とした。 

 
B．方法 

対象者：関東近県に所在する病院（回復期・

療養を専門とする病院）の職員 214 名（看護

師，介護福祉士，薬剤師，理学療法士，作業

療法士，言語聴覚士，管理栄養士，マッサー

ジ師，ケースワーカー，事務職員）を対象と

し，調査を実施した。 
調査対象者に内，以下の３．調査項目への

記入漏れがなかった者，全 174 名（平均

36.71±10.29 歳）を対象に分析を行った。職

種における対象者数，平均年齢は Table 1 の

通りである。  
	 なお，本研究を実施するにあたり，調査先

病院長からの許可を得た上で実施した。また，

調査対象者には，回答は任意であること，回

答することで不利益が生じることがないこと

などを十分に説明し，同意を得た上で実施し

た。  
 

Table 1 分析対象者の属性と人数・年齢 

職種 人数 年齢 

看護師 62 名 44.60±0.47 歳 

介護福祉士 29 名 38.34±8.27 歳 

理学療法士 43 名 29.93±5.56 歳 

作業療法士 27 名 30.78±7.79 歳 

言語聴覚士 13 名 30.15±7.55 歳 

 
調査項目：性別，年齢，職種，勤続年数を尋

ねるとともに，職業性ストレス簡易チェック

表（全 46 項目）を用いて調査を実施した。本

チェック表は，仕事のストレス要因として，

「仕事の量的負担」，「仕事の質的負担」，「身

体的負担」，「仕事のコントロール」，「対人関

係」，「職場環境」，「技能の活用」，「仕事の適

性」，「働き甲斐」の９種類を測定するととも

に，心身のストレス要因として，「活気」，「い

らいら感」，「疲労感」，「不安感」，「抑うつ感」

の５種類を測定することものである。 
分析方法：まず，全５職種において，仕事の

ストレス要因（９種類）ならびに心身のスト

レス要因（５種類）に相違が認められるか否

かを検討するため，職種を独立変数，心身の

ストレス要因を従属変数とした一要因分散分

析を実施した。また，全分析対象者 174 名の

内，高ストレス者と判断できる者と高ストレ

ス者と判断できない者との間で，仕事のスト

レス要因（９種類）ならびに心身のストレス

要因（５種類）に相違が認められるか否かを

検討するため，高ストレス者およびそれ以外

の対象者を独立変数，仕事のストレス要因な

らびに心身のストレス要因を従属変数とした

Mann–Whitney U 検定を実施した。 
 

C．結果 

職種によるストレス要因の相違：分析の結果，

介護福祉士において，「仕事の量的負担」およ

び「仕事の質的負担」が他職種より低く，「身

体的負担」が他職種より高いことが認められ

た。また，「技能の活用」については，理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士と比べ，介護

福祉士で高いことが認められた。加えて，「働

き甲斐」については，介護福祉士より，看護

師・理学療法士で高いことが認められた。心

身のストレス要因（５種類）については，職

種による相違は認められなかった（Table 2）。 
 
高ストレス者の特徴：次に，高ストレス者（心

身のストレス要因の素点合計点 77 点以上の

者）８名（平均 36.75±8.57 歳）とそれ以外の

者 166 名平均 36.70±10.36 歳）との間で，特

に仕事のストレス要因に相違が認められるか

否かを検討した。  
検討の結果，「職場環境」（Z=|4.12|, p=.00）
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で高ストレス者の得点が有意に高いことが示

された（Figure 3）。また，「技術の活用」

（Z=|1.96|, p=.05）で高ストレス者の得点が

有意に高いことが示された（Figure 4）。 
 
D．考察 

本調査研究では，看護師・介護福祉士・理

学療法士・作業療法士・言語聴覚士という専

門性に基づき，それぞれのストレスについて

分析を行った。その結果，職種では，他職種

と  
 

Table 2 職種によるストレス要因の相違 

 

 
 

 
Figure 3 職場環境 

 

 
Figure 4 技術の活用 

 
比較して，介護福祉士では，身体的な負担は

高いものの，仕事の量的・質的な負担は低

く，技能を活用している認識が高いことが示

された。  
介護福祉士の業務内容をみると，身体的な

負担が特に高く，また，業務を遂行するため

には技能が必要であるということは，現実に

即しているものといえるだろう。一方で，仕

事の量的・質的な負担が他職種と比較して低

いという結果については，今回調査対象とな

った医療機関に特有の雇用の形態や業務内容

を加味した考察を行う必要があり，一般化す

ることに慎重になる必要がある。今後は，対

象者数を増やした継続研究の必要がある。 
	 また，介護福祉士と比較して，看護師・理

学療法士で働き甲斐を感じていることが示さ

れた。これも職場環境に応じて精査する必要

があるものの，働き甲斐を感じることができ

ることで，ワークキャリア発達や離職防止の

一助となることが期待できる。 
	 一方，心身のストレス要因（５種類）につ

１
n=62

２
n=29

３
n=43

４
n=27

５
n=13 F- value df

6.21**

　2＜1**，3*，4*

10.23**

　2＜1**，3**，4*，5*

13.71**

　2＞1*，2＞3**，2＞4**

2＞5**，3＞5*，4＞5*

.57

1.60

.72

7.25**

　1＜3*，1＜5*，2＞3*
2＞4*，2＞5*

1.38

4.86*

　1＞2*，2＜3**

.74

.34

.55

.85

.23

**p<.01 *p<.05

4, 169

4, 169A 9.42
SD=1.68

7.52
SD=1.46

9.09
SD=1.43

8.81
SD=1.27

1.92
SD=.76 4, 169

G 1.85
SD=.57

E 7.69
SD=1.96

8.69
SD=2.50

10.00
SD=1.16

C 3.31
SD=.56

3.72
SD=.46

3.09
SD=.68

3.04
SD=.59

B 10.02
SD=1.48

7.97
SD=2.01

9.79
SD=1.46

9.48
SD=1.01

2.31
SD=.86 4, 169

D 7.69
SD=1.96

7.31
SD=1.56

7.53
SD=1.44

7.85
SD=1.83

8.00
SD=1.23 4, 169

F 2.02
SD=.69

2.14
SD=.69

1.88
SD=.73

2.11
SD=.85

6.97
SD=1.12

7.49
SD=.96

7.30
SD=1.10

7.08
SD=.76 4, 169

2.00
SD=.46

1.49
SD=.55

1.52
SD=.64

1.31
SD=.48 4, 169

3.08
SD=.64 4, 169

I 3.11
SD=.63

2.69
SD=.76

3.35
SD=.53

3.15
SD=.60

3.23
SD=.73 4, 169

H 2.94
SD=.51

2.83
SD=.60

2.91
SD=.61

2.67
SD=.78

4, 169

K 6.03
SD=1.80

6.00
SD=2.17

6.02
SD=1.71

5.67
SD=2.30

5.54
SD=1.61 4, 169

J 6.58
SD=2.21

5.86
SD=1.89

6.49
SD=1.64

6.15
SD=2.14

6.54
SD=2.73

4, 169

M 6.21
SD=2.27

5.69
SD=1.67

6.47
SD=1.91

6.07
SD=2.22

5.62
SD=1.94 4, 169

L 7.05
SD=2.08

7.62
SD=2.47

6.95
SD=1.83

7.19
SD=1.96

7.38
SD=1.94

4, 169

Note
　１．看護師，２．介護福祉士，３．理学療法士，４．作業療法士，５．言語聴覚士
　A．心理的な仕事の量的負担，B．心理的な仕事の質的負担，C．身体的負担
　D．仕事のコントロール，E．対人関係，F．職場環境，G．技能の活用
　H．仕事の適性，I．働き甲斐，J．活気，K．イライラ感，L．疲労感
　M．不安感，N．抑うつ感

N 10.00
SD=3.41

10.41
SD=3.27

10.44
SD=3.34

10.67
SD=3.73

10.31
SD=3.09
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いては職種により相違は認められなかった。

今後，全国的な調査を実施し分析する必要が

あるが，特に心身のストレス要因の構成因子

が「活気」，「いらいら感」，「疲労感」，「不安

感」，「抑うつ感」であることを考えると，医

療機関においては，その専門性により，情動

面・身体面のストレス反応に相違はなく，特

にそれらが高い場合には，職場における集団

を対象とした情動面に対するストレスマネジ

メントが奏功する可能性が考えられる。 
	 こうした中，高ストレス者とそれ以外とを

比較した結果，高ストレス者の場合，職場環

境を Negative に評価し，自身の専門性（技

術）を十分に活用できていないといった認識

をしている可能性が考えられる。職場の物理

的環境については，たとえば労働衛生委員会

で行う機関内巡視を通して改善を図る必要が

あるとともに，労働者個々人が望む改善点を

丁寧に聴きとることも必要不可欠である。ま

た，自分の専門性（技術）を十分に活用でき

ていないという感覚は，たとえば，入職間も

ない新人の場合，プリセプターとの関係性の

悪化から，自身の役割の喪失や焦りなどが関

係している可能性も考えられ，今後検討を続

けていく必要があるだろう。 
 
E．結論 

 今回，特に医療従事者の職場におけるスト

レスの状況を確認した。これらの結果は，調

査対象となった労働者へ還元し，啓発あるい

は改善するための資源となることが望ましく，

こうした結果を用いた研修の機会を設けるこ 
とも，労働者のストレス軽減やストレスに付

随する各種問題を改善する一助となることが

期待できる。  
	 また，その際，今回，Key Point として示

したように，情動的側面に関与するような集

団を対象としたストレスマネジメントを実行

することが必要とも考えられる。さらに，集

団を対象としたストレスマネジメントと並行

して，個別の心理面接を行い，集団と個人の

両者をケアする仕組みづくりを行うことも必

要不可欠である。ここでは，たとえば，臨床

心理をバックグラウンドとした専門家が各専

門職の“ハブ”として機能しながら，教育研

修・調査・個別の面接をバランス良く実施す

るようなシステム（山蔦，2014）などは望ま

しいものといえる。 
	 現代的な課題である高ストレス状況を細か

く分析し，労働者が所属する機関にマッチし

た検討を行い，また，それに基づくシステム

づくりを実現しながら，現場にオーダーメイ

ドの関わりを持つことが望まれるだろう。 
 
Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  
 
Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。  
2.  学会発表 

山蔦  圭輔（2016）．成人に対するストレスマ

ネジメントの課題と可能性	 会員企画シ

ンポジウム「集団に対するストレスマネ

ジメントのアセスメントと実践」	 日本

健康心理学会第 29 回大会発表論文集，

14-15. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

	 	 該当せず。  
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厚生労働省（2015）.労働安全衛生法に基づく

ストレスチェック制度実施マニュアル

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roud	
oukijun/anzeneisei12/pdf/150507-1.pdf 

厚生労働省（2013）.平成 25 年労働安全衛生

調 査 （ 実 態 調 査 ） http://www.mhlw.	
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go.jp/toukei/list/h25-46-50.html 
日本看護協会（2016） .2015 年病院看護実態

調 査 結 果 速 報 	 http://www.nurse.	
or.jp/up_pdf/20160418114351_f.pdf 

山蔦圭輔編著（2014）．ひとりひとりと組織を

ケアするシステムづくりナースのうつ対

策	 月刊ナーシング，34（14），105-119 
 
ICT を用いた個別化ストレスマネジメントに

関する研究 

Ａ．研究目的 

	 ストレスマネジメントは，個別の相談事例

として実施されることが多いが，誰しもがス

トレスを感じ，また誰しもが強いストレスに

曝されうるという理解から，一次予防として，

前述のような集団を対象としたストレスマネ

ジメントが主流になってきている（三浦・上

里，2003 など）。さらに，実施の主体者も，

大学などの研究機関だけではなく，学校や企

業，地域の自治体などが主導になって行われ

ることも増えてきている（百々・山田，2005
など）。  

職域においてはメンタルヘルス対策として，

コーピングの拡充によってストレス耐性を高

めることを目的とした認知行動療法型ストレ

スマネジメント（Cognitive Behavior Stress 
Management；以下，CBSM）が実施されて

おり，一定の効果が示されている（たとえば，

河田・嶋田，2011）。一方で，CBSM は主に

研修形式で実施されることが多く，対象者自

身が自分のコーピングの有効性を分析する手

続き十分に用いることができないため，結果

的に不十分な効果になってしまい，結果的に

全体的な効果性が下がってしまっていること

が考えられる。そのため，CBSM においては，

個別化の精緻化を意図した手続きの工夫が必

要であることと考えられる。その具体的な工

夫策として，さまざまな情報を蓄積させ対象

者が望んだ情報を提供することが可能である

情 報 通 信 技 術 （ Information and 
Communication Technology; 以下，ICT）が

挙げられる。ICT を CBSM に活用すると，個

人のコーピングの有効性に関するデータをそ

の個人のデータベースとして蓄積させ，その

個人にとって，有効性の高いコーピングを自

動的にフィードバックさせることで個別化さ

れたストレスマネジメントの実施を可能にす

ると考えられる（Figure 5，6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 5	 ICT を活用したセルフモニタリン

グの工夫（有効なコーピングの場合） 
 
以上のように，ICT を取り入れることによっ

て，上司の悪口を言うという同一のコーピン

グに対しても，コーピング後の結果によって， 

 

Figure 6	 ICT を活用したセルフモニタリン

グの工夫（有効でないコーピングの場合） 
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バックが異なり，個人差に対応することが可

能となる。  
他方，ストレスは，睡眠を中心とした生活

リズムの影響を受けやすく（岡島，2012），ス

トレスと同時に「睡眠改善の介入」を実施す

ることによって，さらにストレス低減効果が

促進されることが示唆されている(Vargas et 
al., 2014)。以上のことから，セルフマネジメ

ント介入の効果を高めるためには，睡眠リズ

ムを整えることを基盤として，コーピングの

拡充をねらいとした介入が有用であると考え

られる。そこで，本研究では，睡眠介入を取

り入れた CBSM アプリケーションを開発す

ることを目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 

	 ストレスマネジメントプログラムの内容

は，著者と臨床心理士３名で作成した。ま

た，プログラムの仕様や入力内容については

臨床心理士３名，臨床心理学を専攻している

大学院生３名と検討し，試作と修正を繰り返

した。  
	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」の承認を

得て実施された（承認番号：2016-134）。 
 
Ｃ．研究結果 

プログラム内容：本プログラムは睡眠改善を

基盤とした上で，ストレスコーピングに介入

するという構造となっている。対象者の睡眠

改善行動と睡眠改善効果およびストレスコー

ピングとストレス反応低減効果を記録するこ

とによって個人にとって効果的な睡眠改善行

動，およびストレスコーピングの選択肢を把

握し，行動レパートリーを拡充することを目

的としたプログラムとなっている。 
睡眠プログラム：複数の質問から睡眠の問題

についてアセスメントし，睡眠の問題がある

と判断された対象者のみが CBSM プログラ

ムと同時に睡眠プログラムを実施する。具体

的には，「仕事がシフト制勤務か」，「日中の眠

気の有無」，「平日と休日の睡眠時間のズレの

有無」，「入眠困難の有無」，「中途覚醒の有無」，

「中途覚醒後の入眠困難の有無」，「いびきの

有無」，「夕方以降に日中のパフォーマンスが

上がるか」である。対象者はプログラム内で

複数提案された睡眠改善を促す行動の中から

実行できそうな行動を選択，実行しながら睡

眠記録をつける（Figure 7）。睡眠記録のデー

タから睡眠が改善されているか，睡眠の記録

の変動を確認し，改善がみられないと他の行

動の実行を提案するプログラムとなっている。 
	 また，これについては，毎日記録をつける

ことを継続させる意図を明確に持つために，

入力の簡略化をするよう意見が多くえられた。

これを踏まえ，睡眠記録においては，就床時

刻，入眠時刻，覚醒時刻，起床時刻の記録を

する際に，スライドバーによって感覚的に時

間を記録できるよう改善することとした。 
ストレスマネジメントプログラム：対象者は

コーピングの効果を俯瞰的に理解するために，

ストレス状況，その時実行したストレスコー

ピング，当該コーピング実行時のストレス反

応低減効果を記録することとした（Figure 
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Figure 7	 睡眠記録入力画面 
8，9）。 

プログラムではこれらの記録を分析し，スト

レッサーごとに本人にとって有効なコーピン

グを自動的にフィードバックすることによっ

て，個人の生活環境に適合した有効なコーピ

ングを選択できるようになることを当面のゴ

ールとしている。  
	 コーピング効果の評価ロジックとしては，

ユーザーが入力したコーピング前とコーピン

グ後のストレス値の差をストレス改善度とし

た。そして，ストレス改善度をストレス軽減

効果が高さによって○，△，×の３段階評定

とした。改善度の評価においては，×が改善

度マイナスとなったコーピング，△が改善度

が０点〜平均値＋1SD 未満，○が改善度が平

均値＋1SD 以上の得点を示したコーピング

とした。平均値や SD は，過去のコーピング

の全データを含めて計算したため，データを

積み重ねるごとにさらに精度が高まるロジッ

クとなった。また，評価別のコーピングのフ

ィードバックとしては，入力後，即時的にフ

ィードバックを行なうこととした。具体的な

フィードバックの内容としては，改善度が○

の場合は，当該コーピングを続けることを意

図し，「有効な対処法でした。」とした。また，

改善度が△の場合は，他のコーピングに切り

替えることを意図し，「過去に有効だった対処

法は○○です。」と過去のコーピングデータベ

ー ス か ら 有 効 な コ ー ピ ン グ を 教 示 し た

（Figure 7）。そして改善度が×であった場合

は「過去に有効だった対処法は○○です。他

の対処法をみますか？」と教示され，過去の

有効なコーピングを教示すると同時に，神村

他（1995）に基づく実行していない他のコー

ピングの一覧を確認するというシステムとし

た。  
	 また，睡眠改善プログラムと CBSM プログ

ラムとの関係性がユーザーに理解しがたいと

いう指摘を受けた。この指摘を踏まえ，スト

レスコーピングの入力の際に，効果が低いと

判断された場合に，「睡眠の問題が影響してい

るかもしれません。睡眠状況も確認しましょ

う。」という教示を入れることによって，睡眠

改善を基盤とした上でストレスコーピングに

介入するという構造となった。 
	 以上の内容の改善点をもって個別化に対応

したプログラムの作成ができたと考えられ

る。  
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

Figure 8	 ストレッサー入力画面 
 
Ｄ．考察 

	 本研究は，睡眠介入を取り入れた CBSM ア 
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Figure 9	 コーピング評価のフィードバック

画面  
 
プリケーションを開発することを目的とした。

睡眠やストレス場面は毎日の生活と密接に関

係しており，睡眠改善行動やストレスコーピ

ングの機能を俯瞰的に理解させるために，常 
に持ち歩けるスマートフォンアプリケーショ

ンとして提供した。そのために，ストレス場

面に遭遇したときに即時的に入力，そしてコ

ーピング評価のフィードバックを受けること

を可能とした。これを日常的に繰り返すこと

によって，自身の機能的コーピングの理解を

促進させることが可能となったと考えられる。

また，コーピング評価については認知行動理

論に基づき，機能的コーピングを一義的に評

価せず，個人のストレス反応の変化から当該

コーピングを評価した。そして，コーピング

を評価した上で，機能的コーピングの出現頻

度を高め，非機能的コーピングの出現頻度を

低める教示をすることによって，個人差に対

応したストレスマネジメント介入が実施でき

たと考えられる。  
	 今後の展望としては，本研究にて開発した

アプリケーションの効果を，ストレス反応お

よびコーピングレパートリーの拡充の観点か

ら検討する。  
 
Ｅ．結論 

	 本研究は，個別化を目的とした，睡眠改善

およびストレスマネジメントプログラムを搭

載したアプリケーションを開発した。ストレ

スマネジメントにおいては，心理教育におい

て一義的に効果的コーピングを教示すること

が実施されていることがある。そのような現

状の中で，認知行動理論に基づき，個人のス

トレス反応の変化から効果的コーピングを教

示することが可能となった点で意義がある。

今後は，本研究にて開発したアプリケーショ

ンの効果を検証し，さらにアプリケーション

の修正および改定をしていく。 
 
Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  
 
Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし。  
2.  学会発表 

石井  美穂・嶋田  洋徳（2016）．中高生におけ

るアセスメントの観点	 会員企画シンポ

ジウム「集団に対するストレスマネジメ

ントのアセスメントと実践」	 日本健康

心理学会第 29 回大会発表論文集 14-15. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得	

	 本研究で開発したアプリケーションは特

許の申請はしていない。 
2. 実用新案登録  
3. その他  
 

I．引用文献 

百々  尚美・山田  冨美雄（2005）．地域におけ
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るストレスマネジメント教育プログラム	

ストレスマネジメント研究，２，61-64. 
神村  栄一・海老原  由香・佐藤  健二（1995）．

対処方略の三次元モデルの検討と新しい

尺度（TAC-24）の作成	 教育相談研究，

33 ,41-47. 
河田  真理・嶋田  洋徳（2011）．アクセプタ

ンスおよび価値の明確化を取り入れたス

トレスマネジメント心理教育が労働者の

ストレス反応に及ぼす影響	 日本行動療

法学会第 37 回大会発表論文集，206-207. 
三浦  正江・上里  一郎（2003）．中学校にお

けるストレスマネジメントプログラムの

実施と効果の検討	 行動療法研究，29，
49-59. 

岡島  義（2012）．睡眠障害におけるストレ

スマネジメント介入	 臨床心理学，12，
817-820． 

Vargas, S., Antoni, M., Carver, C., Lechner, 
S., Wohlgemuth, W., Llabre, M., 

Blomberg, B., Glück, S., & 
DerHagopian, R.（2014）．Sleep quality 
and fatigue after a stress management 
intervention for women with early-
stage breast cancer in Southern Florida. 
International Journal of Behavioral 
Medicine, 21, 971-981. 
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研究要旨：ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を促す心理

教育や，心理的ストレスへの対処方略の獲得や拡充をねらいとした介入を行うことによっ

て，心理的ストレスとのつき合い方を習得する手続きの総称として用いられることが多い

（竹中，1997）。ストレスマネジメントには，一般的に，呼吸法や自律訓練法などの生理的技

法，認知再構成法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技

法などが含まれている（金，2011）。 
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	 ストレスマネジメントの有効性を担保するためには，適切なアセスメントが必要不可欠で

ある。その一方で，平成 28 年度の研究の成果によって，①日常生活に即した状態像の適切な

評価方法の検討，②集団におけるアセスメントの具体的方略の検討，③何をもって「予防」

したとしているのか，というようなストレスマネジメントの有効性についての適切な評価方

法の検討，が課題として明らかになった。 
	 そこで本報告では，認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・

評価の一貫として，日常生活に即したアセスメント方略として，補助的アプリケーションを

用いた場合の有効性の検討と，学級集団におけるストレスマネジメントを実施する場合のア

セスメント方略の整理と予防的なストレスマネジメントの評価について検討を行った。	

 
ストレスマネジメント実践のためのアセ

スメントアプリケーションの有効性の 

検討 

Ａ．研究目的 

職域においてはメンタルヘルス対策と

して，コーピングの拡充によってストレ

ス耐性を高めることを目的とした認知行

動療法型ストレスマネジメント

（Cognitive Behavior Stress 
Management；以下，CBSM）が実施さ

れており，一定の効果があることが示さ

れている（たとえば，河田・嶋田，

2011）。一方で，CBSM は主に研修形式

で実施されることが多く，対象者自身が

自分のコーピングの有効性を分析する手

続きを十分に用いることができないこと

に起因して，結果的に不十分な効果にな

ってしまい，全体的な効果性が低減して

しまっていることが予測される。そのた

め，CBSM においては，対象者の個別化

の精緻化を意図した手続きの工夫が必要

であることと考えられる。その具体的な

工夫として，さまざまな情報を蓄積させ

て，対象者が必要とする情報を提供する

ことが可能である情報通信技術

（Information and Communication 
Technology; 以下，ICT）が挙げられ

る。ICT を CBSM に活用すると，個人の

コーピングの有効性に関するデータをそ

の個人のデータベースとして蓄積させ，

その個人にとって，有効性の高いコーピ

ングをある程度自動的にフィードバック

することによって個別化されたストレス

マネジメントの実施を可能にすると考え

られる。  
また，ストレスは，睡眠を中心とした生

活リズムの影響を大きく受けやすく（岡島，

2012），ストレスと同時に「睡眠改善の介

入」を実施することによって，さらにスト

レス低減効果が促進されることが示唆さ

れている（Vargas et al., 2014）。これらの

ことから，セルフマネジメント介入の効果

を高めるためには，個人の睡眠の問題をア

セスメントし，睡眠リズムを整えることを

基盤として，コーピングの拡充をねらいと

した介入が有用であると考えられる。 
以上のことから，個別化の精緻化を意図

した，睡眠介入を取り入れた CBSM アプ

リケーションを開発した(Figure １，２)。 
そこで本研究ではその CBSM アプリケー

ションの効果を検証する。 
Ｂ．研究方法	

	 対象者	 首都圏の企業に勤務し，研究の

参加同意が得られた 20 歳以上の労働者 71
名（男性 51 名，女性 20 名，平均年齢 38.72
±8.98 歳）を対象とした。 
	 調査項目	  
(a) デモグラフィック項目：性別，年齢，
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職種，(b) ストレス反応：Stress Response 
Scale-18（SRS-18：鈴木他，1997），(c) コ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Figure １	 睡眠記録入力画面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Figure ２	 ストレッサー入力画面	

	

ーピングレパートリー：Tri-axial Coping 
Scale 24 (TAC-24；神村他，1995)，(d) 不
眠の重症度： Pittsburgh Scale Quality 
Index (PSQI；土井他，1998)の回答を求め

た。  
	 手続き	 従来の CBSM と睡眠の心理教

育用冊子，ストレスモニタリング表，睡眠

日誌を配布しワークシートを２週間実施

するワークシート群（以下，WS 群），WS
群の手続きに加え１回 40 分の実験者によ

る CBSM および睡眠の面接を実施する面

接群，本研究で開発した CBSM アプリケ

ーションを２週間実施するアプリ群の３

群に振り分けた。  
	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対象

とする研究に関する倫理審査委員会」の承

認を得て実施された（承認番号：2016-
134）。	

	

Ｃ．研究結果 

	 介入の効果を検討するために，介入方

法（ワークシート群，個別面接群，アプ

リ群）を独立変数，ストレス，睡眠，コ

ーピングレパートリーを従属変数とした

２要因分散分析を行なった。その結果，  
ストレスにおいてはいずれの主効果およ

び交互作用は有意ではなかった。また，

pre 期と比べて post 期の，コーピングレ

パートリーの下位尺度の「責任転嫁」得

点（F (2.44)=2.33, p <.10），「睡眠重症

度」（F (2,44) =2.65, p <.10）において時

期の主効果および交互作用が示され，単

純主効果の検定の結果，「責任転嫁」にお

いてはアプリ群（d = .39）（Figure 3），
「睡眠重症度」においては面接群（d = 
-.48）の有意な変化が認められた。 
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Figure ３ . 介入による「責任転嫁得点」の

比較  
Ｄ．考察 

	 本研究は，個別化の精緻化を意図した

睡眠介入を取り入れた CBSM アプリケー

ションの効果を検証すること目的に，介

入を行なった。その結果，ストレス反応

に変化は見られなかったものの，コーピ

ングレパートリーの拡充においてはアプ

リケーションによる介入の効果が最も高

く，不眠重症度においては面接による介

入の効果が最も高いことが示された。こ

れらのことから，コーピングの拡充にお

いては，個別化の有無にかかわらず一定

の効果が示されたものの，個別化に加え

て「即時的な」フィードバック受けるこ

とでさらなる効果を高めることができる

と考えられる。また，睡眠改善において

は，面接においては，日々の習慣化され

た行動を把握して，それらの情報を整理

した上で，対象者自身に実行可能性が高

いと判断した行動を選択させていた。こ

の手続きによって対面による介入の方が

アプリ群と比較して精緻化された個別化

が達成されていたものと考えられる。し

たがって，今後はアプリケーションにこ

の手続きを自動化させることによって睡

眠改善におけるアプリケーションの効果

性を高めることができるだろう。 
	

Ｅ．結論 

	 本研究は，個別化を目的とした，睡眠改

善およびストレスマネジメントプログラ

ムを搭載したアプリケーションを開発し，

一部その効果が認められた。今後の課題と

しては，さらにサンプル数を増やし，引き

続き CBSM の効果を検証する。 
 

Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  
Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。	

２．学会発表 

田中  佑樹・石井  美穂・嶋田  洋徳・野村  
和孝（2017）．コーピングの柔軟性の

獲得を促進するアプリケーションの

開発：勤労者に対するストレスマネジ

メントの個別化を目指した検討	 日

本ストレスマネジメント学会第 16 回

学術大会・研修会プログラム・発表論

文集，34． 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む）	

1. 特許取得	

なし	

2. 実用新案登録	

なし	

3. その他	

なし	

 
I．引用文献 

土井  由利子・箕輪  眞澄・大川  匡子・内

山  真（1998）．ピッツバーグ睡眠質

問票日本語版の作成．精神科治療学	

13，755-769. 
神村  栄一・海老原  由香・佐藤  健二

（1995）．対処方略の三次元モデルの

検討と新しい尺度（TAC-24）の作成	

教育相談研究，33 ,41-47. 
河田  真理・嶋田  洋徳（2011）．アクセプ

タンスおよび価値の明確化を取り入

れたストレスマネジメント心理教育

が労働者のストレス反応に及ぼす影

響	 日本行動療法学会第 37 回大会発
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表論文集，206-207. 
岡島  義（2012）．睡眠障害におけるスト

レスマネジメント介入	 臨床心理

学，12，817-820． 
鈴木  伸一・嶋田  洋徳・三浦  正江・片柳  

弘司・右馬埜  力也・坂野  雄二（1997）．
新しい心理的ストレス反応尺度（SRS-
18）の開発と信頼性・妥当性の検討	

行動医学研究，４，22-29. 
Vargas, S., Antoni, M., Carver, C., 

Lechner, S., Wohlgemuth, W., Llabre, 
M., Blomberg, B., Glück, S., & 
DerHagopian, R. （ 2014 ）． Sleep 
quality and fatigue after a stress 
management intervention for 
women with early-stage breast 
cancer in Southern Florida. 
International Journal of Behavioral 
Medicine, 21, 971-981. 

 

児童集団を対象としたストレス 

マネジメントのアセスメントと実践 

Ａ．研究目的 

児童集団に対してストレスマネジメン

トや 社会的スキル訓練（ Social Skills 
Training: SST）などの心理的介入を実施

する際に，「集団のアセスメント」が重要

であることが，さまざまな領域で指摘され

続けている（大谷・粕谷，2014；田代ら，

2016 など）。しかしながら，集団のアセス

メントの指す具体的な手続きについては，

十分に共有されていないのが現状である。

特に学校や学級における「集団」は，たと

えばうつ病など同様の疾患をもつ集団に

対する認知行動療法（伊藤ら，2012）や，

子育てという共通の悩みや課題を抱える

保護者集団に対するペアレント・トレーニ

ング（免田，2015）における集団とは，位

置づけが異なっている。すなわち学校や学

級という，既存の，生活を一にする集団の

特徴や特性を把握した上で，集団を対象と

して介入する利点を活かす手続きが求め

られていることになる。その枠組みの１つ

として，「機能的アセスメント」が重視さ

れている一方で，その手続きが広く浸透し

ているとは言い難い。そこで本報告では，

これまで実践されてきた児童集団を対象

としたストレスマネジメント介入につい

て，「集団のアセスメント」という観点で

概観する。この手続きを通して，質の高い，

すなわち期待した効果が得られ，再現性，

実証性を担保する介入の要件について検

討することを目的とする。	

	

Ｂ．研究方法 

本研究では，児童集団を対象としたスト

レスマネジメント介入を行った研究を概

観し，心理療法の効果研究の一資料とする

ため， Google Scholar および CiNii にて，

「ストレスマネジメント」「介入」「児童」

「集団」「学級」をキーワードとして，検索

を行った。  
	 なお，本研究は，文献研究のため，デー

タ取得に伴う研究倫理審査対象に該当し

ない。	

	

Ｃ．研究結果 

ストレス理論に基づいた集団のアセスメ

ント	

	 ストレスについて理解する際，Lazarus 
& Folkman（1984）のトランスアクショナ

ルモデルに理論的基盤を置く場合が多い。

ストレスマネジメントを実施する際にも，

このトランスアクショナルモデルに基づ

いて，介入方略が選定されている。 
たとえば，対人関係ストレッサーの減弱
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をねらいとしては，社会的スキルに代表さ

れる対処方略を習得する手続きが広く実

践されている（たとえば佐藤ら，2009）。
「友だちとケンカした」というストレッサ

ーに直面した場合に，仲直りのスキルを獲

得することで，結果的にその後のストレッ

サーに直面する機会が減少し，将来のスト

レス反応の増加を予防できるという考え

方ができる。  
また，ストレッサーに対する否定的な認

知的評価に起因すると想定される問題や，

認知の多様性に気づくことで，ストレッサ

ーに対して柔軟な反応を選択できること

をねらいとし，認知再構成法（認知的再体

制化）の手続きが選択される（小関ら，

2007）。「友だちとケンカした」というスト

レッサーに直面した場合に，「もうあの子

とは一生遊べない」という認知が活性化す

ると，怒りや抑うつなどのストレス反応が

増強することが予測される「謝れば許して

くれるかも」，「相手も気にしているかも」

という認知の存在に気づくことができれ

ば，仲直りのための行動が生起しやすくな

ったり，相手からの仲直りのための働きか

けを受け入れやすくなったりすることが

期待できる。  
	 あるいは，ストレス反応自体に焦点をあ

て，呼吸法や自律訓練法，漸近的筋弛緩法

などの手続きの習得に重きを置く手続き

も選択されうる。また，複数の手続きを習

得した後に，問題解決訓練を用いて，自分

に合ったストレス対処方略を案出し，選択

し，実行するという一連の手続きを用いる

ことも，有効性が実証されている（Spence 
et al., 2003）。 
	 このように，トランスアクショナルモデ

ルのどのような要因に対してアプローチ

するのかによって，手続きが異なる可能性

があるものの，いずれも一定の有効性が確

認されていることを踏まえると，対象とな

る集団の理解度や興味関心，すでに獲得し

ている能力などを考慮した上で，具体的な

手続きを選択することが求められる。 
集団における機能的アセスメント 

	 集団の中で生じている問題行動に対し

てアプローチをする場合，当該の問題行動

がどのような機能を持っていて，代替行動

として，どの行動が機能的に等価で，望ま

しい行動であるかを検討するためには，機

能的アセスメントの手続きが重要である。

機能的アセスメントとは，行動の出現頻度

に影響を及ぼす先行刺激や後続刺激を同

定することによって，標的行動を制御して

いる変数を明らかにする一連の情報収集

方法である（加藤・大石，2004）。機能的

アセスメントは大きく３つのタイプに分

類されており，１）行動の主体（たとえば

子ども）以外の立場の者（たとえば保護者

や教員など）を対象として構造化面接や質

問紙で行う間接的アセスメント，２）生活

場面（たとえば家庭や学校）において，直

接的に行動の主体の行動観察を行う直接

的アセスメント，３）相談室などの観察場

面で，標的行動の生起や維持に影響を及ぼ

す要因を系統的に操作し，標的行動の直接

的観察を行う機能分析がある（野口・加藤，

2004）。 
ここで機能的アセスメントを軸とした

集団のアセスメントについて整理すると，

集団において考慮すべきことは，ある児童

の行動が他の児童にとっての先行刺激や

後続刺激としての役割も持ちうるという

点である。Figure ４ .に示したとおり，児

童 A にとっての強化子は児童 B の反応で

あり，児童 B にとっての先行刺激および

後続刺激は児童 A の行動によって提示さ
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れたものである。このような事象が学級な

どの集団内において観察された場合，一般

に，教育上の指導の対象になるのは，先に

叩いた児童 A，もしくは児童 A と児童 B
の双方とされることが多い。それに対して，

機能的アセスメントの観点に基づけば，新

たに児童 A の先行刺激である「退屈な状

況」を作らないという環境へのアプローチ

も，選択肢の１つとして考えられる。同様

に，児童 A の退屈な時に他者の注目を獲

得できる，たとえば「質問する」などの代

替行動の獲得や遂行促進のアプローチも

選択肢となりうる。このように，機能的ア

セスメントの手続きに基づくことによっ

て，複数の介入の選択肢が提示できるとい

う利点がある。  

 

Figure ４ .学級内で観察されうる行動の

相互作用の例  
また，代替行動を設定する際には，集団

における共通性と個別性の理解が求めら

れる。ここでいう共通性とは，集団の成員，

すなわち学級でいえば児童のすべて，ある

いはほとんどに共通する要因を指す。この

ような共通性が高いことが，集団介入を行

う際の条件の１つとなっている。たとえば，

小学１年生のある学級では，ほとんどの児

童が「ごめんね」が言えないこと，という

共通性が確認された場合に，「ごめんね」

をターゲットスキルとした SST が有効で

あると予測できる。それに対して，「ごめ

んね」が言えない児童が１名しかいない場

合には，「ごめんね」を言うことは個別性

の高い課題であると位置づけられ，集団介

入よりは個別の SST などの実施が有効で

あると予測される。このように，集団の共

通性をアセスメントすることが，課題設定

の妥当性の判断の１つとなる。 
 
集団のアセスメントに基づく介入手続き

の設定  
	 ストレスマネジメントを実施する際に，

どのような手続きを選択するか，すなわち

SST やリラクセーション，認知再構成法な

どの，どの技法を用いるかに焦点が当てら

れることが多い。しかしながら，実際の実

践場面において重要なことは，介入によっ

て獲得された新たな行動レパートリーや，

生起頻度が高められた対処方略を遂行し

たことに随伴して，どのような結果が得ら

れたのかという，行動の機能に着目した上

で，介入手続きを選択することが重要であ

る。ストレスマネジメントの目的がストレ

スの低減であるとした場合に，手続きとし

てどのような変数を操作することが，スト

レスの低減という結果に達する期待値が

高いか，ということを予測するために，ア

セスメントを行う。したがって，アセスメ

ントを経ることなく，技法 A と技法 B の

どちらが優れているか，という議論や，技

法 A と技法 B の両方を実施する，という

考え方は，結果的にストレスの低減に至っ

たとしても，再現性という点で欠けており，

実践としては不十分と言わざるを得ない。 
	 たとえば，他児集団が遊んでいる輪に入

ろうとする際に，他児の遊びの邪魔をした

り，わざとぶつかって行ったりすることで

注意を引くことを試みようとする様子が

頻繁に認められる児童 A がいたとする。

担任は，当該児童 A に対して，その都度指

導を行うものの，短期的には反省するが，

授業中たいくつ
Ｂの背中を
叩く

たいくつ減少
Ｂからの反応あり

Ａに背中を
叩かれる

「やめろよ～」
と怒る

叩かれるのが
止む

児童Ａ

児童Ｂ

先行刺激 行動 後続刺激

Ｂの行動が
Ａを強化する

Ａの行動が
Ｂの先行刺激となる
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すぐに同様の行動が引き起こされるため，

周囲の児童のストレスレベルが非常に高

くなってしまった，という事態に対して，

ストレスマネジメントを試みることとす

る。その際，選択肢としては，児童 A に対

する直接的なアプローチと，周囲の児童に

対する，すなわち A にとっての環境への

アプローチの２つが想定される。この２つ

の選択肢から，児童 A の理解度や準備性，

問題の緊急度や重篤度，担任など指導者の

エフィカシーなどを考慮して対応方針を

決めていく。当面は，環境へのアプローチ

を選択することで一定の成果を挙げつつ，

時間をかけて児童 A の能力を高めていく

などというように，短期目標や中期，長期

目標を連動させて設定させることも重要

である。  
 
Ｄ．考察 

集団を対象としたストレスマネジメン

トは，多くの場合に，予防を目的として実

施されることが多い。しかしながら，予防

という視点で考えると，介入の有効性の評

価として，単にストレス反応の低減のみを

指標とすることは不十分である。予防の対

象となる集団の状態像を考えた場合に，も

ともとストレス反応が低い集団であれば，

介入してもストレス反応は低いままであ

り，結果からは変化が認められない。また。

ストレス反応が有意に低減したことを有

効性として示すとすると，そもそも予防の

対象として適切であるのか，という疑問が

生じる。このような視点で考えれば，スト

レスマネジメントの予防効果を，ストレス

反応などの状態を示す変数ではなく，特性

を示す変数の変化を押さえることが重要

であると考えられる。 
	 具体的には，心理的ストレス反応が増加

することの予防を目的として SST を実施

するとする。このような場合には，SST の

前後を比較して，心理的ストレス反応が有

意に低減した，という現象を確認しても，

そもそもの目的（社会的スキルの獲得）を

達成したかどうかの判断を行うことがで

きない。このような事態に対して，SST が

有効だったことを示すためには，たとえば

社会的スキルのレパートリーが拡充した

ことや，社会的スキルの遂行の生起頻度が

高まっていることを確認する手続きを踏

まえることが重要である。同様に，認知再

構成法を用いる場合には，機能的自動思考

が増加したことや，非機能的自動思考が減

少したことを確認しなければならない。あ

るいは，認知特性の１つである行動抑制，

行動活性傾向を測定する指標として，行動

抑 制 シ ス テ ム （ Behavioral Inhibition 
System ：  BIS ） と 行動 賦活 シ ステ ム

（Behavioral Activation System：  BAS）
を測定する（Gray, 1970）ことによって，

強化刺激の随伴性認知が向上したことが

確認することができれば，抑うつなどの指

標に有意な変化が認められなくても，介入

の効果があったと理解することが可能に

なる。このような視点から，特に予防を目

的とした場合のストレスマネジメントの

有効性について，評価を行うことが重要で

ある。  
	 予防的なストレスマネジメントの対象

となる条件としては，現時点でなんらかの

問題が発現してないことが挙げられる。集

団のストレスの水準が高い場合には，スト

レス低減を目的としたストレスマネジメ

ントが選択され，特定の個人のストレスの

水準が高いことが示された際には，個別の

支援が適切であることが多い。このような，

集団におけるストレスの水準を適切に把
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握することも，アセスメントの観点として

重要である。  
Ｅ．結論 

本論文では，児童集団を対象としたスト

レスマネジメント介入について概観し，質

の高い，すなわち期待した効果が得られ，

再現性，実証性を担保する介入の要件につ

いて検討することが目的であった。本論文

で提起した要件として，１）ストレス理論

に基づくアセスメントの実施，２）機能的

アセスメントの実施，３）アセスメントに

基づく手続きの設定，４）予防を目的とし

たストレスマネジメントの有効性の評価，

の４つを挙げた。  
	 主に学校をフィールドとして介入が実

施されることを考えると，実際にすべての

要件を満たすことは困難であることが少

なくない。また，たとえば質問紙による評

価などは，実践上は，優先順位を劣位にせ

ざるを得ないことも生じうると考えられ

る。  
	 そのような制約はありつつも，これらの

要件を考慮して介入を実施することは，効

果が得られた手続きの再現性の確認や，効

果が得られなかった場合の手続きの修正

および再検討の指針となりうる。このよう

な視点に基づいた介入研究の蓄積が，質の

高い介入手続きの構築に寄与することを

期待している。  
 
Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  
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１．論文発表 
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めに－	 日本健康心理学会第 30 回大

会，会員企画シンポジウム（４） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得	

なし	

2. 実用新案登録	

なし	

3. その他	

なし	

 
I．引用文献 

Gray, J. A. (1970). The psychological 
basis of introversion-extraversion. 
Behavioral Research and Therapy, 8, 
249–266. 

伊藤大輔・兼子唯・巣山晴菜・金谷順弘・

田上明日香・小関俊祐・貝谷久宣・熊

野宏昭・鈴木伸一	 (2012).	 心理士

による集団認知行動療法がうつ病患

者のうつ症状の改善に及ぼす効果	

行動療法研究，38，169-179.  
加藤哲文・大石幸二	 (2004).	 特別支援

教育を支える行動コンサルテーショ

ン：連携と協働を実現するためのシス

テムと技法	 学苑社 . 
小関俊祐・嶋田洋徳・佐々木和義	 (2007).	

小学５年生に対する認知行動的アプ

ローチによる抑うつの低減効果の検

討	 行動療法研究，33，45-58. 
Lazarus, R, S., & Folkman, S. (1984). 

Stress, appraisal, and coping.	 New 
York : Springer.	  

免田賢	 (2015). ADHD に対するサマート



	

 51 

リートメントプログラムにおけるペ

アレントトレーニングの長期効果に

ついて  発達障害研究，37，247-258. 
野口和也・加藤哲文	 (2004).	 通常学級

への支援（２）	 加藤哲文・大石幸二	

（編著）	 特別支援教育を支える行動

コンサルテーション：連携と協働を実

現するためのシステムと技法	 学苑

社，85-102. 
大谷哲弘・粕谷貴志  (2014). 高等学校入

学時における学級適応を目的とした

グループアプローチプログラムの検

討  カウンセリング研究，47，96-107. 
佐藤寛・今城知子・戸ヶ崎泰子・石川信一・

佐藤容子・佐藤正二  (2009). 児童の

抑うつ症状に対する学級規模の認知

行動療法プログラムの有効性	 教育

心理学研究，57，111-123. 
Spence, S. H., Sheffield, J. K., & 

Donovan, C. L. (2003). Preventing 

adolescent depression: An 
evaluation of the Problem Solving 
for Life Program. Journal of 
Consulting and Clinical Psychology, 
71, 3-13. 

田代恭子・嶋田洋徳・野村和孝・小関俊祐・

岡田眞ノ典・杉山雅彦  (2016). "集団" 
認知行動療法の貢献と課題  ―集団

CBT が個人 CBT と同等あるいはそれ

以上の効果を生み出すために―  日本

認知・行動療法学会大会発表論文集，  
42，102 -103. 

	

 
 
 
 
 
 

	

平成30年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

 分担研究報告書 

 

認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価 

 

研究分担者 

嶋田 洋徳（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究協力者 

山蔦 圭輔（大妻女子大学人間関係学部・准教授） 

小関 俊祐（桜美林大学心理・教育学系・講師） 

田中 佑樹（早稲田大学大学院人間科学研究科・博士後期課程） 

石井 美穂（洗足ストレスコーピング・サポートオフィス・心理士） 

	

研究要旨：ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を促

す心理教育や，心理的ストレスへのコーピング方略の獲得や拡充をねらいとした介

入を行うことによって，心理的ストレスとのつきあい方を習得する手続きの総称と



 
	

 52 

して用いられることが多い（竹中，1997）。また，ストレスマネジメントには，大き

くストレッサーに対する直接的コントロールを行う環境調整に加え，呼吸法や自律

訓練法，漸進的筋弛緩法などによって情動の安定化を目指す情動的技法，認知再構成

法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法が含ま

れることが多い（嶋田他，2010）。したがって，このような総合的な視点を持って，

ストレスマネジメント教育プログラムを充実させる必要がある。	

	 平成 29 年度までの研究の成果によって，適切なアセスメントが可能な仕組み作り

が必要であることを把握したが，質の異なるストレッサーに直面した時の様相も広

く把握しておく必要があると考えられる。そこで本報告では，認知行動療法を用いた

ストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価の一環として，特定の環境下にお

ける特定の対象者の心理的ストレスの様相を検討することを試みた。具体的には，労

働者を対象としてアプリケーションを用いたコーピング獲得支援を行った場合の検

討（データ追加），大規模災害に被災した地域の高校生を対象としてマインドフルネ

ス介入を実施した場合の検討，医療従事者を対象としてワーク・エンゲイジメントを

指標とした場合の検討を行った。	

	

	

ストレスマネジメント実践のための 

アセスメントアプリケーションの 

有効性の検討 

Ａ．研究目的 

産業・労働分野においては，職場のメン

タルヘルス対策として，さまざまなストレ

ッサーからもたらされる悪影響の軽減に

対して有効に機能するコーピングの拡充

によってストレス耐性を高めることを目

的とした認知行動療法型ストレスマネジ

メ ン ト （ Cognitive	 Behavior	 Stress	

Management：以下，CBSM）が実施されてお

り，ある程度の効果があることが明らかに

されている（河田・嶋田，2011 など）。	

認知行動療法においては，これらの効果

性を支えるための工夫として，一般的にセ

ルフ・モニタリング法が用いられることが

多い。このセルフ・モニタリングを用いる

ことによって，当該のストレッサーに対し

て，自身が用いているコーピングが，どの

程度有効に機能しているかを俯瞰的に理

解できるようになることが期待されてい

る。	

一方で，CBSM は主に集団の研修形式で

実施されることが多く，対象者自身が自分

のコーピングの有効性を俯瞰的に理解す

るセルフ・モニタリング法の手続きを十分

に用いることができない者が生じてしま

うことに起因して，結果的にその介入効果

が十分に得られず，測定される全体的な効

果性が低減してしまうことが懸念される。

そのため，CBSM においては，対象者に対す

る支援の効果性を高めるために，個に応じ

て精緻化した手続きの工夫が必要である

と考えられる。	

その具体的な工夫として，対象者のさま

ざまな情報を蓄積して，対象者が必要とす

る情報を適切な形で提供することを可能

にする情報通信技術（Information	 and	

Communication	 Technology：以下，ICT）

の活用が考えられる。この ICT を CBSM に

適用すると，従来のセルフ・モニタリング
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法が担っていた機能の代替として，個人の

コーピングの有効性に関する個々のデー

タを当該個人のデータベースとして蓄積

し，あるストレッサーに対して，その個人

にとって有効性の高いことが予測される

コーピングを，ある程度自動的に個人にフ

ィードバックすることが考えられる。これ

が可能になれば，たとえ集団の研修形式で

CBSM が行われたとしても，個別化された

ストレスマネジメントの効果性を高める

ようになることが期待される。	

一方で，個人が感じるストレスは，睡眠

を中心とした生活リズムの影響を大きく

受けやすいため（岡島，2012），ストレスコ

ーピング方略の拡充とコーピング方略使

用の柔軟性の向上に関する支援と同時に，

睡眠改善の介入を実施することによって，

さらにストレス低減効果が促進されるこ

とが示唆されている（Vargas	 et	 al.,	

2014）。したがって，総合的にストレスマ

ネジメント介入の効果をさらに高めるた

めには，個人の睡眠に関する問題を適切に

アセスメントし，睡眠リズムを整えること

を基盤としながら，ストレスコーピングの

拡充を目的とした介入が有用であると考

えられる。	

以上のことを踏まえて，本一連研究にお

いては，CBSM における個別的支援の精緻

化を意図して，コーピングレパートリーの

拡充と睡眠に関連する問題の改善を目指

したスマートフォンアプリケーションを

開発した（田中他，2017）。そこで本研究で

は，当該のスマートフォンアプリケーショ

ンを用いた CBSM の効果を検証することを

目的とした。なお，この取り組みは平成 29

年度から始めており，平成 30 年度におい

ては，新たに収集したデータを追加したた

め，それらを合わせた分析結果を中心に報

告する。	

	

Ｂ．研究方法 

研究協力者：首都圏の一般企業に勤務して

おり，研究への参加の同意が得られた 20

歳以上の労働者 103 名（男性 69 名，女性

34 名，平均年齢 39.84±10.05 歳）を対象

とした。なお，この研究協力者には，平成

29 年度までの協力者のデータを含んでい

る。  
調査項目：(a)	デモグラフィック項目：性

別，年齢，職種，(b)	心理的ストレス反応：

Stress	Response	Scale-18（SRS-18：鈴木

他，1997），(c)	コーピングレパートリー：

Tri-axial	Coping	Scale	24（TAC-24：神

村 他 ， 1995 ）， (d)	 不 眠 の 重 症 度 ：

Pittsburgh	Scale	Quality	Index	（PSQI：

土井他，1998）への回答を求めた。 
手続き：まず，研究協力者を，(1)	ワーク

シート群（以下，WS 群：43 名），(2)	面接

群（19 名），(3)	アプリケーション群（以

下，アプリ群：41 名）に振り分けた。WS 群

に対しては，ストレスと睡眠の改善のため

の心理教育用冊子，ストレスに関するセル

フ・モニタリング表，睡眠日誌をワークシ

ートとして配布し，このワークシートへの

記録を各自で 2 週間分記入することを求

めた。	

	 また，面接群に対しては，WS 群の手続き

に加えて，ストレスのモニタリング，およ

び睡眠改善のための個別面接を 40 分間ず

つ実施した。さらに，アプリ群に対しては，

睡眠に関する問題の改善とコーピングレ

パートリーの拡充を促すスマートフォン

アプリケーション（本一連研究において開

発：田中他，2017）の利用とアプリケーシ

ョンの中への記録を各自で 2 週間分記入

することを求めた。	
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	 そして，３群のすべての者に対して，介

入開始前（pre 測定）と各群の 2 週間の介

入期間後（post 測定）の 2 時点において，

質問紙の測度である	 (a)〜(d)	 への回答

を求めた。	

	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対象

とする研究に関する倫理審査委員会」の承

認を得て実施された（承認番号：2016-134）。 
スマートフォンアプリケーションの仕様：

アプリ群に用いたアプリケーションは，コ

ーピングレパートリーの拡充を目指した

機能として，自身にとっての機能的なコー

ピングを，対象者（ユーザー）が俯瞰的に

理解することを促すよう意図して作成さ

れている。具体的には，「ストレッサー」，

「コーピング実行前のストレス反応の強

度」，「実行したコーピング」，「コーピング

実行後のストレス反応の強度」を記録する

仕様である。ここで，コーピングの機能は，

ユーザーが入力したコーピング実行前と

実行後のストレス反応の強度の差分値に

基づき，「○（平均値+1SD 点以上）」，「△（０

点以上，平均値+1SD 点未満）」，「×（０点

未満）」の３段階で評価される（Figure	1，

2）。	

	 また，実行した具体的なコーピングに対

しては，入力後に即時的にフィードバック

が行われ，「○」の場合には，当該コーピン

グの継続的な選択を促す教示が表示され

る。また，「△」の場合には，他のコーピン

グの実行を促すために，ユーザー自身のデ

ータベースから過去に有効であったコー

ピングが教示される。そして，「×」の場合

には，過去の有効なコーピングに加えて，

ユーザーが過去に実行していない他のコ

ーピングを確認することが提案される。な

お，過去に実行したコーピングの全てのデ

ータが蓄積されるため，データを積み重ね

るたびに適切なコーピングに関するフィ

ードバックの精度が高まる仕組みである 

 

Figure	1.	ストレッサー入力画面	

 

 

Figure	2.	コーピング評価のフィードバ

ック画面	

	

のがこのアプリケーションの特徴である。	

また，本アプリケーションでは，睡眠に関

する問題の改善を目指した機能として，複

数の質問から睡眠の問題の有無に関する

アセスメントを行い，睡眠の問題がある可

能性があると判断された対象者のみが
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CBSM プログラムと同時に睡眠プログラム

を実施する仕様を用いた。具体的には，「仕

事がシフト制勤務か」，「日中の眠気の有

無」，「平日と休日の睡眠時間のズレの有

無」，「入眠困難の有無」，「中途覚醒の有無」，

「中途覚醒後の入眠困難の有無」，「いびき

の有無」，「夕方以降に日中のパフォーマン

スが上がるか」である。対象者はアプリケ

ーションの中で複数提案された睡眠問題

の改善を促す行動の中から，実行できそう

な行動を選択，実行しながら睡眠記録をつ

けることを求めた（Figure	 3）。この睡眠

記録のデータに基づいて，睡眠問題が改善

されているかに関する睡眠の記録の変動

を確認し，改善がみられない場合には，他

の行動の実行を提案する仕様を用いた。	

	

	

Figure	3.	睡眠記録入力画面	

	

Ｃ．研究結果 

	 研究協力者のうち，post 測定までのア

ンケートへの記入の協力が得られ，データ

に欠損のなかった 68 名（WS 群：25 名，面

接群：14 名，アプリ群：29 名）のデータ

を分析対象とした。	

	 まず，コーピングレパートリーの変化を

検討するために，TAC-24 の各下位尺度得

点をそれぞれ従属変数とし，群（WS 群，面

接群，アプリ群）および時期（pre 測定，

post 測定）を独立変数とした 2 元配置分

散分析を実施した。その結果，「肯定的解

釈」得点において交互作用が有意であった

（F	(65,2)=4.48，p	=.02）。そこで，単純

主効果の検定を行ったところ，アプリ群に

おいて pre 測定から post 測定にかけて得

点が減少することが示された（p	 =.02）。

一方で，面接群においては pre 測定から

post 測定にかけて得点が上昇する傾向が

見られた（p	=.07）。また，「情報収集」得

点においては，交互作用が有意傾向であっ

た（F	(65,2)=3.05，p	=.05）ため，探索

的に単純主効果の検定を行った結果，アプ

リ群において得点が減少することが示さ

れた（p	<.05）。	

続いて，心理的ストレス反応の変化に関

して検討を行うため，SRS-18 の各下位尺

度得点をそれぞれ従属変数とし，群および

時期を独立変数とした 2 元配置分散分析

を実施した。その結果，いずれの下位尺度

においても有意な交互作用および主効果

は得られなかった。	

	 また，睡眠の困難さの変化に関して検討

を行うため，PSQI の「睡眠困難」得点を従

属変数，群および時期を独立変数とした 2

元配置分散分析を実施した。しかしながら，

いずれも有意な交互作用および主効果は

得られなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，コーピングレパートリ

ーの拡充と睡眠の問題の改善を目指した

スマートフォンアプリケーションを用い

た CBSM の効果を検討することであった。
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その結果，コーピングレパートリーに関し

ては，個別面接を行った面接群においては，

一部のコーピング方略の実行の頻度が向

上することが示された一方で，スマートフ

ォンアプリケーションを使用したアプリ

群においては，一部のコーピング方略の実

行の頻度がむしろ減少してしまうことが

示された。	

	 以上の結果を踏まえると，容易に予測さ

れたとおり，コーピングレパートリーの拡

充に際しては，支援対象者に対して個別に

面接を実施し，実行したコーピングに関す

る個に応じた丁寧なモニタリングを支援

者と共に行うことが最も有用であると考

えられる。一方で，スマートフォンアプリ

ケーションの使用によって特定のコーピ

ングレパートリーの実行の頻度が減少し

たことは，コーピングレパートリーの拡充

という観点からは，効果が確認できなかっ

たものの，データを記録していた最中に出

くわしたストレッサーに対して非機能的

であったコーピング方略の実行の頻度が

減少したとも理解することができる。した

がって，実験期間を長くして日常生活で出

くわしうる一通りのストレッサーを網羅

することができれば，これらの点の検証が

できると考えられる。	

	 本研究においては，アプリ群は，面接群

と同等かそれ以上の効果が得られるとい

う結果を予測していたが，以上の結果をま

とめると，当初の予測した結果は得られな

かった。したがって，本研究で用いた仕様

のスマートフォンアプリケーションの使

用は，必ずしも CBSM の効果の向上に直接

的に有用であるとはいうことができなか

った。しかしながら，ストレスマネジメン

トの目標の１つである機能的なコーピン

グの実行という側面から考えると，本研究

で得られた結果は必ずしもネガティブで

はないと見なすことも可能であるため，ア

プリケーションのさらなる仕様の工夫や

実験計画等を工夫することによってこの

点を明らかにすることができると考えら

れる。特に，本研究において直接的に測定

したコーピングレパートリーの拡充に限

らず，ストレス反応の表出に至るまでのプ

ロセス変数も同時に検討していくことが

必要であると考えられる。	

	

Ｅ．結論 

	 本研究の結果からは，開発した仕様のス

マートフォンアプリケーションの使用に

よって CBSM の効果を高めることができる

とは必ずしもいえないことが示された。し

かしながら，ある状況下における当該個人

にとって機能的なコーピングの選択には

有用である可能性が示唆されることから，

今後の継続的な研究においてこれらの検

討を行うことが必要であると考えられる。	
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高校生に対する 

短期マインドフルネスの効果 

 

Ａ．研究目的 

近年，トラウマの治療において，認知行

動療法を基礎としたマインドフルネスの

有効性が示されている（Babette，2011）。

マインドフルネスとは，「今ここ」に注意

を集中し，過去や未来ではなく現在を体験

することである。マインドフルネスのプロ

グラムを体系化したものに Kabat-Zinn

（1990）の提唱するマインドフルネススト

レス低減法がある。マインドフルネススト

レス低減法を基盤とした介入によって，抑

うつの低減に効果があること（Kearney,	

et	al.，2012）やストレス反応得点が減少

すること（Carmody	&	Baer，2008）が示唆

されている。これらの手続きのなかでも特

に，マインドフルネスの手続きとしてもあ

げられるヨーガが，PTSD の補助的治療と

して認められつつあり，ヨーガの有効性が
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支持されている（Emerson,	et	al.，2009）。	

本研究では，高校生を対象として，集団

におけるマインドフルネスのヨーガ瞑想

法を実施し，マインドフルネスの「注意」

や「気づき」を測定する操作変数を明確に

したうえで，短期マインドフルネスの効果

と今後の課題を明らかにする。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：東日本大震災に被

災した地域の高等学校に通う２年生７ク

ラス 207 名を対象に研究参加の依頼を行

った。平成 29 年 11 月に学級ごとに質問紙

調査を実施した。その後，平成 29 年 12 月

にマインドフルネスを実施するマインド

フルネス介入群，または，ストレスに関す

る心理教育を受ける心理教育群（対照群）

にわかれて介入を実施し，実施から約１週

間後に再度，質問紙調査を行った。また，

フォローアップとして，平成 30 年 5 月に

同様の質問紙調査を実施した。 

介入参加者の選定：マインドフルネスの介

入実施にあたり，マインドフルネスの介入

としてヨーガを用いることを説明した上

で，質問紙において「受けたい」「受けても

いい」「できれば嫌だ」「絶対嫌だ」の 4 件

法で聞き，参加意志の有無を確認した。 

マインドフルネスの介入を「受けたい」

「受けてもいい」と回答した生徒をマイン

ドフルネス介入群とし，マインドフルネス

の介入について「できれば嫌だ」「絶対嫌

だ」と回答した生徒を心理教育群とした。

マインドフルネス介入群は 82 名（男性対

象なし，女性 82 名），心理教育群は 117 名

（男性 45 名，女性 72 名）であった。 
マインドフルネスの介入プログラム：１回

60 分の授業時間において，マインドフル

ネスヨーガ瞑想法についての説明（約５

分），準備運動を含めたマインドフルネス

ヨーガ瞑想法（約 50 分），感想シートの記

入（約５分）を行った。各授業２～３クラ

ス合同で実施し，７クラス分（計３回）行

った。マインドフルネスの介入は，ヨーガ

インストラクターの資格（ANCS）をもち臨

床心理学を専攻する大学院生が実施した。 

心理教育の介入プログラム：１回 60 分の

授業時間において，ストレスについての心

理教育を行った。「ストレスってなんだろ

う」をテーマに，講義およびワークで構成

されている。講義は，パワーポイントのス

ライドを利用して行われた。心理教育プロ

グラムは，臨床心理士の資格をもつ大学教

員が実施した。 

効 果 指 標 ： (a)	 Mindful	 Attention	

Awareness	 Scale（MAAS）の日本語版（藤

野 他 ， 2015 ）， (b)	 Center	 for	

Epidemiologic	Studies	Depression	Scale

（CES-D）の日本語版（島他，1985），(c)	

IES-R の日本語版（Asukai,	et	al.，2002），

(d)心理的ストレス反応尺度（SRS-18：鈴

木他，1997）を用いた。 

倫理面への配慮：対象となった生徒に対し

て，質問紙への回答は任意であり，質問紙

への回答を拒否や中断しても不利益は一

切生じないこと，結果は個人が特定できな

い形式で学会等での発表を予定している

ことを，書面および口頭での教示で行った。

なお，本研究の手続きは桜美林大学研究倫

理委員会の承認を得て実施した（倫理承認

番号：16030）。 

	

Ｃ．研究結果 

介入対象となった 207 名のうち，介入前，

介入後，フォローアップのすべての質問紙

調査を受けている 188 名（マインドフルネ

ス介入群 57 名，心理教育群 131 名）を分
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析対象とした。  
介入効果の検討：１）抑うつ	 抑うつにつ

いては，群の主効果は有意ではなく（F	

(1,186)	=	.860,	n.s.），時期の主効果が

有意であったが（F	 (2,372)	 =	 3.782,	 p	

<.05），交互作用は有意ではなかった（F	

(2,372)	=	1.841,	n.s.）。 

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレス

反応については，群の主効果は有意ではな

く（F	(1,186)	=	.018,	n.s.），時期の主

効果（F	(2,372)	=	2.924,	p	<.10），およ

び交互作用 に有意傾向がみられた（ F	

(2,372)	=	2.649,	p	<.10）。単純主効果の

検定の結果，マインドフルネス介入群にお

いて，介入前に比べて介入後の外傷後スト

レス反応得 点が低減していること（ p	

<.10），また，介入前に比べてフォローア

ップの外傷後ストレス反応得点が低減し

ていること（p	<.10）が示された。	

３）ストレス反応	 ストレス反応について

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.155,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	1.734,	n.s.），

および交互作用（F	(2,372)	=	.749,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.010,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	2.249,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.189,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.886,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	.497,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.574,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(c)無気力	 無気力については，群の主効

果は有意ではなく（F	 (1,186)	 =	 .004,	

n.s.），時期の主効果が有意傾向であった

が（F	(2,372)	=	2.417,	p	<.10），交互作

用は有意ではなかった（F	(2,372)	=	.348,	

n.s.）。  
操作変数の機能的な変容による影響：マイ

ンドフルネス介入群 57 名のうち，機能的

な変容が認められた生徒 30 名を有効群，

変化がなかった，あるいは非機能的な変容

が認められた 27 名を無効群とした。 

１）抑うつ	 抑うつについては，群の主効

果（F	(1,55)	=	.433,	n.s.），時期の主効

果（F	(2,110)	=1.991,	n.s.），および交

互作用（F	(2,110)	=1.584,	n.s.）はいず

れも有意ではなかった。	

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレス

反応については，群の主効果は有意ではな

く（F	(1,55)	=	.117,	n.s.），時期の主効

果は有意傾向であったが（F	 (2,110)	 =	

2.454,	p	<.10），交互作用は有意ではなか

った（F	(2,110)	=	.695,	n.s.）。	

３）ストレス反応	 ストレス反応について

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.000,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=1.067,	n.s.），

および交互作用（F	(2,110)	=1.898,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応の下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.084,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=	.928,	n.s.），

交互作用（F	(2,110)	=	1.793,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.068,	n.s.）

および時期の主効果（F	(2,110)	=	1.051,	

n.s.）は有意ではなく，交互作用（ F	

(2,110)	=	3.190,	p	<.05）は有意であっ

た。単純主効果の検定の結果，有効群にお

いて，介入前に比べて介入後の不機嫌・怒

り得点が低減していること（p	 <.05），介
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入後に比べてフォローアップの不機嫌・怒

り得点が増加していること（p	<.01）が示

された。	

	(c)無気力	 無気力については，群の主効

果（F	(1,55)	=	.307,	n.s.），時期の主効

果（F	(2,110)	=	1.292,	n.s.），交互作用

（F	(2,110)	=	.744,	n.s.）はいずれも有

意ではなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，東日本大震災に被災し

た地域の高校生を対象として，集団におけ

るマインドフルネスの介入を実施し，操作

変数を明確にしたうえで，短期マインドフ

ルネスの効果と今後の課題を明らかにす

ることであった。本研究の結果から，本研

究におけるマインドフルネスヨーガ瞑想

法が外傷後ストレス反応の低減に効果が

あることや，マインドフルネスの「注意」

や「気づき」の獲得によって，抑うつやス

トレス反応の不機嫌・怒りの低減に効果が

あることが示唆された。	

	 本研究では，操作変数を明確にし，操作

変数の機能的な変容が効果に及ぼす影響

を検討することに意義がある。分散分析の

結果から，ストレス反応の下位尺度である

不機嫌・怒りについて，有効群において介

入前に比べて介入後の不機嫌・怒り得点の

有意な低減が認められた。平野・湯川（2013）

は，マインドフルネスの介入によって怒り

の反すう傾向が低減したことを報告して

いる。本研究では，マインドフルネスの操

作変数を明確にしたことで，マインドフル

ネスの「注意」や「気づき」の獲得が，怒

りの低減に効果があることが示唆された。	

	

Ｅ．結論 

本研究の結果から，１回の介入のみでも

約半数の生徒において操作変数が機能的

に変容し，介入の効果が期待されたことは，

被災などの状況を考慮した短期的な介入

場面においても活用できると考えられる。

しかし，マインドフルネスの「注意」や「気

づき」を獲得し，それらを維持促進するた

めの手続きの検討が必要である。そこで，

マインドフルネスの維持促進の手続きと

して，集団に対するマインドフルネスの実

施に加えて，セルフマネジメントを高める

ためのホームワークの実施や，継続的な介

入を行うことによる効果の検討を行うこ

とが今後の課題である。また，安全性や有

効性を担保したうえで，科学的，実証的な

研究を蓄積することによって，より幅広い

対象に介入が実施できるよう検討し，反応

性を高める操作が必要であると考える。	
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医療従事者の職場状況と 

ワーク・エンゲイジメントとの関連性 

	

Ａ．研究目的 

近年，医療従事者が抱えるストレスやバ

ーンアウトの問題について，心理学的な検

討を行うことが求められる。たとえば，医

療従事者は，情緒的負荷が大きく，固有の

ストレスを抱える職種であること（窪田，

1992），また，特に看護師を対象とした研

究では，看護師の職業的特徴により，精神

的健康が低下する可能性が指摘されてい

る（豊増，2000）。これらの指摘をみても，

医療従事者のメンタルヘルスについて，臨

床心理学や健康心理学領域をバックグラ
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ウンドとした研究を遂行することは急務

である。	

こうした中，医療従事者の離職防止や医

療安全の確保等を図ることを目的に，平成

26 年 10 月より，医療分野の「雇用の質」

向上の取り組みが進められている。ここで

は，医療機関の勤務環境改善に関する改正

医療法の規定が施行され，各医療機関が

PDCA サイクルを活用しながら，計画的に

勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境

改善マネジメントシステム）が導入され，

医療機関においても働き方改革が進めら

れている。	

	 一方，近年，医療従事者のみならず，労

働者のメンタルヘルスについて，よりポジ

ティブな側面から検討する際，ワーク・エ

ンゲイジメントを鍵概念とする研究が散

見される。ワーク・エンゲイジメントとは，

仕事に関するポジティブで充実した心理

状態であり，活力，熱意，没頭によって構

成 さ れ る （ Schaufeli,	 Salanova,	

Glnzález-Romá,	&	Bakker,	2002）。活力は

「就業中の高い水準のエネルギーや心理

的な回復力」，熱意は「仕事への強い関与，

仕事の有意味感や誇り」，没頭は「仕事へ

の集中と没頭」をそれぞれ意味しており

（島津，2015），これらが揃った状況（すな

わち，ワーク・エンゲイジメントが高い状

況）は，バーンアウトと対概念として位置

づけられている（Maslach	&	Leiter,	1997）。	

	 これまで，医療従事者におけるバーンア

ウトを検討した研究は散見されるものの，

医療従事者を対象にワーク・エンゲイジメ

ントを取りあげた研究は数少ない。また，

医療従事者のワーク・エンゲイジメントを

形成する要因について検討した研究も希

少である。	

	 以上から，本研究では，医療従事者を対

象に職場の状況（心的・制度的側面の状況）

とワーク・エンゲイジメントとの関連性に

ついて検討することを目的とする。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：栃木県に所在する

医療機関に従事する者（理学療法士，作業

療法士，言語聴覚士，医師，看護師，介護

士，事務職，その他）199 名を対象に調査

を実施した。その内，調査項目に記入漏れ

など不備の無かった者，133 名を本研究に

おける解析対象者とした。なお，133名中，

年齢の記載があった 127 名の平均年齢は

38.49±10.85 歳であった。職種別の解析対

象者数は，理学療法士 35 名，作業療法士

15 名，言語聴覚士９名，医師３名，看護師

47 名，介護士 14 名，事務職 10 名であっ

た。 

調査項目：(a)	デモグラフィック項目：性

別，年齢，職種，職歴，資格取得歴，通勤

時間，睡眠時間，自己研鑽へ割く時間，(b)	

メンタルヘルス改善意識調査票（MIRROR）

（Tahara,	et	al.，2009），(c)快適職場調

査（ソフト面）（中央労働災害防止協会中

央快適職場推進センター，1999），(d)ユト

レヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度

（Shimazu，2008）を用いた。 

	 なお，本研究においては，(c)および(d)

の尺度得点を用いて解析を行った。	

倫理面への配慮：対象者に対して，調査用

紙への回答は無記名であり，個人特定する

ことはなく，任意であること，調査用紙へ

回答しないことや回答を中断することで

不利益を被ることは一切ないこと，回答の

結果が業務上の評価などに用いられるこ

とはないこと，結果は個人特定できない形

で学会等での発表を予定していることを，

書面で教示し，同意する場合のみ回答を求
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活力 熱意 没頭

人間関係 -.03 -.02 -

仕事の裁量性 .09 .05 -

処遇 .06 -.08 -.06

社会とのつながり .36** .43** .30**

休暇・福利厚生 .07 .22* .23*

**p < .01, *p < .05

めた。なお，本研究の手続きは大妻女子大

学大学研究倫理委員会の承認を得て実施

した（倫理承認番号：30-025）。 

	

Ｃ．研究結果 

	 はじめに，快適職場調査（ソフト面）の

下位尺度得点（キャリア開発・人材育成，

人間関係，仕事の裁量性，処遇，社会との

つながり，休暇・福利厚生，労働負荷）と

ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺

度の下位尺度得点（活気，熱意，没頭）と

の間で Pearson の積率相関係数を算出し

た。その結果，「人間関係と活気（r	=.23,	

p	<.01），熱意（r	=.22,	p	<.01）」，「仕事

の裁量性と活気（r	=.28,	p	<.01），熱意

（r	 =.24,	 p	 <.01），没頭（r	 =.19,	 p	

<.05）」，「処遇と活気（r	=.32,	p	<.01），

熱意（	r=.27,	p	<.01），没頭（r	=.22,	p	

<.05）」，「社会とのつながりと活気（r=.45,	

p	<.01），熱意（r	=.48,	p	<.01），没頭（r	

=.36,	p	<.01）」，「休暇・福利厚生と活気

（r=	.27,	p<	.01），熱意（r=.35,	p<.001），

没頭（r=.32,	 p<.01）」，「労働負荷と活気

（r=.18,	p<.05），熱意（r=.19,	p<.01）」

のそれぞれで有意な相関関係が認められ

た（Table.1）。	

Table.1	 相関分析	

	

	 つぎに，有意な相関係数が認められた下

位尺度得点を用い，快適職場調査（ソフト

面）を独立変数，ユトレヒト・ワーク・エ

ンゲイジメント尺度の下位尺度得点のそ

れぞれを従属変数とした重回帰分析を実

施した。その結果，「活力」については「社

会とのつながり」（β=.36,	p	<.01），「熱

意」については「社会とのつながり」（β

=.43,	p	<.01）および「休暇・福利厚生」

（β=.21,	p<	.05），「没頭」については「社

会とのつながり」（β=.30,	p	<.05）およ

び「休暇・福利厚生」（β=.23,	p	<.05）

でそれぞれ有意な関連性が認められた

（Table.2）。	

Table.2	 重回帰分析	

	

	

	

	

	

	

 

Ｄ．考察 

	 本研究の結果，ワーク・エンゲイジメン

トの構成要素である，「活気」，「熱意」，「没

頭」は，共通して「社会とのつながり」が

関連していることが示された。社会とのつ

ながりは，自分自身の仕事が社会から高い

評価を受け，また，より良い社会を築くこ

とへ寄与している実感などであり，こうし

たことは，ワーク・エンゲイジメントを高

くする要因である可能性が推測される。	

	 また，「熱意」と「没頭」については，「社

会とのつながり」に加え，「休暇・福利厚

生」が関連する要因であることが認められ

た。休暇・福利厚生は，年次休暇の取りや

すさや心身の健康相談を担う機関内外の

専門スタッフの有無であり，こうした物理

的要因が，特に「仕事への強い関与，仕事

の有意味感や誇り」や「仕事への集中と没

頭」へ寄与する可能性が推測される。	

活力 熱意 没頭

キャリア開発・人材育成 .10 .13 -.01

人間関係 .23** .22** .13

仕事の裁量性 .28** .24** .19*

処遇 .32** .27** .22*

社会とのつながり .45** .48** .36**

休暇・福利厚生 .27** .35** .32**

労働負荷 .18* .19* .07

**p < .01, *p < .05
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Ｅ．結論 

医療従事者のストレス負荷や高離職率

の問題が社会的問題となり,医療機関にお

ける働き方改革が推進される現代社会に

おいて，自身の業務が社会的価値の高いも

のであるという認識や社会から認められ

るものであるという認識は，仕事への関心

や集中を喚起する可能性がある。加えて，

休暇の取りやすさや心身の支援体制を整

備することも，仕事への関心や集中を喚起

する重要な要因であり，医療従事者の仕事

に対する個人的な認識と労務環境の整備

を行うことで，より働きやすい職場を築く

ことにつながるだろう。	
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研究要旨：本分担研究では，中学生を対象に，日常生活において強く印象に残った体験（以

下，劇的日常体験）とウェルビーイングの関係について検討を行った。その結果，以下の 4
つの点が明らかになった。(1) 中学生における劇的日常体験として，失敗体験，遂行体験，

および出会い・成功体験の 3 つが挙げられた。(2) 劇的日常体験の性差については，女子は

男子よりも出会い・成功体験の頻度が高かった（ただし 10％水準）。(3) 劇的日常体験の学

年差について，三年生の遂行体験の頻度が高かった。(4) 出会い・成功体験が最も強くウェ

ルビーイングと関連を示した。以上をまとめると，中学生における劇的日常体験の頻度とウ

ェルビーイングには正の関連があり，特に様々な出会いや成功を体験することがウェルビ

ーイングの向上につながる可能性が明らかになった。  

 
Ａ．はじめに  

今世紀に入り，心理学の領域では，精神

疾患の予防や治療だけに目を向けるのでは

なく，よりよく生きることや充実した人生

を送ることを目指すポジティブ心理学の潮

流が生まれた (Seligman, 2003)。さらに，

近年では，ただ単に一時的満足感を高める

だけではなく，継続可能な持続的幸福感の

増大を目的として，ポジティブ感情，エン

ゲージメント，達成感などを経験すること

によりウェルビーイングの向上を図ること

がその中心的テーマとなっている。 
そこで，本研究では，中学生を対象に，

学校生活全般において強く印象に残った日

常体験（劇的日常体験）の内容を明らかに

し，その体験とウェルビーイングの関係に

ついて検証を行う。 
  

Ｂ．研究Ⅰ 中学生用劇的日常体験尺度の

開発 

1．目的 

研究Ⅰでは，中学生の日常生活における

劇的な体験に関する項目を用いて，中学生

用劇的日常体験尺度の開発を行う。なお，

本研究で扱う劇的日常体験とは，橋本

（2012）が「スポーツ競技生活において，

一生涯，心に残る良い出来事や悪い出来事

を含むエピソード」と定義したスポーツド

ラマティック体験を日常生活にまで般化さ

せた概念である。 
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2．方法 

1）調査対象 

	 Y 県の中学校に在籍する 1－3 年 282 名

(男子 144 名，女子 138 名；平均年齢 13.49

歳±1.02)を対象に質問紙調査を実施した。 

2）調査内容 

	 中学生における劇的な日常体験に関する

項目として，橋本 (2012) が作成したスポー

ツドラマティック体験尺度の項目を参考に

19 項目準備した。回答形式は「まったくあ

てはまらない(1)」から「あてはまる(5)」の

5 件法を採用した。 

3）調査期間 

平成 28 年 6 月中旬に実施した。 

4）分析方法 

中学生の劇的な日常体験を表す 19 項目

について，最尤法・プロマックス回転による

因子分析を行った。信頼性に関しては，クロ

ンバックの α 係数を算出することによる内

的整合性を検討した。 

 

3. 結果および考察 

1) 中学生の劇的日常体験の因子構造 

探索的因子分析を行った結果，3 因子解が

適切であると判断されたため，因子負荷量

が.40 を下回る項目を除き，3 因子で再度同

様の因子分析を行った。その結果，表 1 の

ように 3因子 13項目がドラマティック体験

に関する項目として抽出された。第Ⅰ因子

には，合計 5 項目が含まれ，その内容は「目

標を達成できず，悔しい思いをしたことが

ある」，「学校の先生や友だちとうまくいか

なかったことがある」といった失敗体験に

関する内容を示す項目群であった。したが

って，第Ⅰ因子は「失敗体験」因子と命名し

た。第Ⅱ因子には，合計 3 項目が含まれ，

その内容は「学校行事など本番で大きな役

割を果たしたことがある」，「学校の中で大

きな役割を任されたことがある」といった

遂行体験に関する内容を示す項目群であっ

た。したがって第Ⅱ因子は「遂行体験」因子

と命名した。第Ⅲ因子には，合計 5 項目が

含まれ，その内容は「クラスのみんなのおか

げで楽しく学校生活を送ることができてい

る」，「尊敬できる友人や先生に出会うこと

ができた」といった出会いや成功体験に関

する内容を示す項目群であった。したがっ

て第Ⅲ因子は「出会い・成功体験」因子と命

名した。以上，探索的因子分析の結果から，

中学生における劇的日常体験尺度の内容は，

失敗体験に関する 5 項目，遂行体験に関す

る 3 項目，および出会い・成功体験に関す

る 5 項目により構成されていることが明ら

かになった。各因子間の関係については，相

互に関連をもっていた (r = .22-.24, すべて

p < .01)。 

2）中学生の劇的日常体験尺度の信頼性の

検討 

各因子の内部一貫性を検討するためにク

ロンバックの α係数を求めた。その結果，

各因子の α係数は「失敗体験」因子

が.72，「遂行体験」因子が.78，および「出

会い・成功体験」が.65 であり，「出会い成

功体験」因子はやや低いものの，一定の内

部一貫性が認められた。 

 

Ｃ．研究Ⅱ 中学生における劇的日常体験

とウェルビーイングの関係 

1. 目的 

	 研究Ⅱでは，中学生における劇的日常体

験とウェルビーイングの関係について検証

を行った。 
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2. 方法 

1) 調査対象・期間 

	 研究Ⅰと同一の中学生 282 名を対象に同

時に調査を行った。 

2) 調査内容 

(1) フェイスシート 

	 調査対象の基本的属性 (性別，年齢，学年，

部活動・クラブチーム所属の有無) につい

て尋ねた。 

(2) 劇的日常体験 

	 研究Ⅰで開発した中学生用劇的日常体験

尺度を用いた。回答形式は，「まったくあて

はまらない (1)」から「あてはまる (5)」の

五件法を採用している． 

 (3) ウェルビーイング 

	 セリグマン (2014) の持続的幸福感に関

す考え方を参考に 9 項目準備した。具体的

な項目内容は，「自分は幸せだと思う（ポジ

ティブ感情）」，「自分は新しいことを学ぶの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が好きだ（エンゲージメント）」，「自分のや

ることは有益で価値のあることだと思う

（意味・意義）」，「自分はとてもポジティブ

な人間だと思う（自尊感情）」，「いつも自分

の将来について楽観的だ（楽観性）」，「自分

のことを心から気にかけてくれる人がいる

（ポジティブな関係性）」，「毎日，元気よく

生活を送ることができている（活力）」，「自

分の意思で行動を選択することができてい

る（自己決定感）」，「日々，達成感を得てい

る（達成感）」であった。それぞれの項目に

対して「まったくあてはまらない (1)」から

「あてはまる (5)」の 5 件法で回答を求め

た。 

4) 分析方法 

中学生用劇的日常体験尺度の各因子の合

計得点について，性および学年の差異を検

証するために二元配置の分散分析を行った。

また，中学生用劇的日常体験尺度の各因子

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

第Ⅰ因子：失敗体験 (α = .72)
13 本番で自分の力を十分に発揮できなかったことがある .72 -.01 -.17 .46
14 できると思っていたことが、思っていたよりできなかったことがある .66 .06 -.05 .41
15 思いがけない失敗をしたことがある .57 .04 .08 .36
11 目標を達成できず、悔しい思いをしたことがある .53 -.02 .23 .41
12 学校の先生や友だちとうまくいかなかったことがある .44 .00 -.02 .23

第Ⅱ因子：遂行体験 (α = .78)
17 実行委員や責任者を務めたことがある -.02 .78 -.01 .59
18 学校の中で大きな役割を任されたことがある .03 .77 -.01 .60
16 学校行事など本番で大きな役割を果たしたことがある -.01 .69 -.01 .47

第Ⅲ因子：出会い・成功体験 (α = .65)
6 学校行事で練習の成果を生かし、成功をおさめたことがある -.08 .09 .64 .42
7 学校生活の中で、自らが決めた目標を達成したことがある .07 -.01 .62 .41
1 クラスのみんなのおかげで楽しく学校生活を送ることができている -.05 -.20 .50 .22
10 本番で自分の力を十分に発揮し、満足いく結果をおさめたことがある .04 .13 .47 .29
4 尊敬できる友人や先生に出会うことができた -.02 -.01 .43 .17

因子負荷量
項目 共通性

表1　中学生における劇的日常体験の因子分析結果
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合計得点とウェルビーイングの測定項目の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

得点について相関分析を行った。  

 

3. 結果および考察 

1）劇的日常体験の性および学年差について 

劇的日常体験尺度の各因子の得点につい

ての性および学年差を検討した結果，遂行

体験因子について学年による有意な差が認

められた (F (2 / 250) = 3.17，p > .05)。Tukey 

法による多重比較の結果，三年生が高い遂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行体験因子得点を示した。この結果の背景

とし，三年生は学校生活や行事，部活動で大

きな役割を任される機会が多いことが考え

られる。また，出会い・成功体験因子の性差

について有意な傾向が認められた (F (2 / 

250) = 3.55，p < .10)。女子は，男子に比べ，

高い出会い・成功因子得点を示した。一般的

に，女子の方が男子によりも親和欲求が高

 

性の
主効果

学年の
主効果

交互作用

F F F
18.80 18.78 19.44
(4.27) (3.61) (3.45)
17.69 19.23 19.40
(4.08) (4.02) (4.32)
8.89 8.28 9.76

(3.95) (3.34) (3.71)
9.00 9.33 10.57

(3.55) (3.61) (3.56)
21.13 20.08 20.27
(3.18) (3.56) (3.54)
21.22 20.60 21.90
(2.58) (2.92) (2.99)

(  ) 内は標準偏差，† p < .10，* p < .05

.41
女
子

表2　中学生における劇的日常体験の性および学年差

一年生 二年生 三年生

失
敗
体
験

男
子

.21 1.86 .91
女
子

遂
行
体
験

男
子

2.03 3.17*
三年＞二年

出
会
い
・

成
功
体
験

男
子 3.55†

男子＞女子
1.87 1.24

女
子

 

失敗体験 遂行体験 出会い・成功体験

ウェルビーイング .14* .28*** .57***

* p < .05，*** p＜ .001

表3　中学生における劇的日常体験とウェルビーイングの相関分析結果
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いとされており，そのことが出会いの機会

の多さにつながっているのではないかと考

えられる。失敗体験因子については，有意な

性および学年差は認められなかった。 

2）劇的日常体験とウェルビーイングの関係

について 

中学生における劇的日常体験とウェルビ

ーイングとの関係を検証するために相関分

析を行った結果，「失敗体験」と(r = .14，p 

< .001)，「遂行体験」(r = .28，p < .001)，お

よび「出会い・成功体験」( r = .57，p < . 001) 

の 3 つの因子すべてとウェルビーイングの

間に有意な正の相関が認められた。このこ

とから，出会い・成功体験が最も強くウェル

ビーイングと関係することが明らかになっ

た。また，失敗体験については，有意ではあ

ったものの，極めて弱いことが明らかにな

った 

 

Ｄ．まとめ 

本研究の結果をまとめると，中学生の劇

的日常体験の頻度には性および学年差が認

められ，女子は男子よりも出会い・成功体験

が多く，三年生は二年生よりも遂行体験が

多いことが明らかになった。また，中学生に

おいては，多くの出会いや成功を体験する

ことで，ウェルビーイングの向上を図るこ

とができる可能性が示された。一般的に失

敗を体験することで，メンタルヘルスが害

されウェルビーイングが低下すると思われ

たが，本研究では，そのような傾向は認めら

れなかった。そのため，失敗を体験すること

を恐れる必要はなく，いろいろなことに挑

戦し，達成していくことがウェルビーイン

グの向上につながるものと考えられる。 

 

＊本研究は，平成 28 年度山口大学教育学部

卒業研究論文「中学生のドラマティック体

験とウェルビーイングの関係」（原田勝）に

加筆・修正を行ったものである。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 該当せず。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

河村直彦・本田祐一郎・上地広昭  (2017). 

大学生における身体活動促進メッセー

ジについて．山口大学教育学部『研究論

叢』，66, 21-27. 

本田祐一郎・河村直彦・上地広昭	 (2017).  

青少年サッカー選手における達成目標

が心理・行動的側面に及ぼす影響．山口

大学教育学部『研究論叢』，66, 28-37. 

 

２．学会発表 

Uechi, H. (2016). Application of gamification 

for developing eHealth program. 31st 

International Congress of Psychology, July 

24-29, Pacifico Yokohama, Yokohama. 

上地広昭 (2016). シンポジウム「ポジティ

ブ心理要因と健康：職域・地域のポジテ

ィブ資源/ポジティブ心理学介入の可能

性」ポジティブ心理学による運動指導． 

第 75 回日本公衆衛生学会総会. 2016 年

10 月 27 日, グランフロント大阪, 大阪

市. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

	 該当せず。 
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平成28〜30年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

 （分担）研究報告書 

 

強みに基づくポジティブ心理学的介入アプリケーションの開発 

 

研究分担者 上地広昭 山口大学教育学部准教授 

 

研究要旨 

	 本分担研究では，個人が持つ代表的な 5 つの強みの活用状況と主観的な日常満足

感について，毎日セルフモニタリングを行うことができるスマートフォン用アプリ

ケーション「ポジティブライフ」の開発を行った．本アプリケーションには継続的

な利用を促すために，ゲーミフィケーションの要素（ポイントおよびバッジ）を取

り入れている．今後，無作為化統制試験による本アプリケーションの有効性を検証

することが望まれる．	

	

	

Ａ．研究目的 

ポジティブ心理学の研究成果に基づ

く介入をポジティブ心理学的介入と呼

ぶ．その中でも最も代表的なものが「強

み」に基づく介入である．強みは，多く

持つことでも well-being と関連するが，

保有するだけではなく，より積極的に活

用する（発揮すること）ことが重要であ

るとされる。セリグマンによれば，強み

には，時代，民族，宗教などを超えて 24
種類（好奇心と関心，学習意欲，判断力

など）あるとされている．さらに，人に

は 3 つ か ら 7 つ の 「 特 徴 的 な 強 み  
(Signature Strengths)」があり，この特

徴的な強みを様々な方法で活用させる

介入が一般的である．  
本研究では，個人が持つ代表的な 5 つ

の強みの活用状況と主観的な日常満足

感について，毎日セルフモニタリングを

行わせるスマートフォン用アプリケー

ションの開発を行う。  
Ｂ．研究方法 

平成 28 年度 9 月に，ポジティブ心理

学的介入の具体的内容を決定し，平成 28

年 10 月にスマートフォン用アプリケー

ションの開発をエコマス株式会社（宇部

市）に委託した．本アプリケーションは，

強みの活用状況および日常満足度の入

力を毎日行い，その結果がグラフで可視

化できるようにしている．	

（倫理面への配慮）	

本アプリケーションでは，個人情報の

漏えい防止のため，ログインの際に，ID

とパスワードが必要になっている．	

	

Ｃ．研究結果 

平成 29 年 2 月に，スマートフォン用の

ポジティブ心理学的介入アプリケーシ

ョン「ポジティブライフ」が完成した。

本アプリケーションにはセルフモニタ

リングを継続的に行ってもらうために，

ゲーミフィケーションの中のポイント

とバッジの要素を盛り込んだ（図 1 参  
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照）。ポイントとは，進行を数量的ユニッ

トで表示することであり，ここでは自分

の強みを活用する毎にポイントを付与

するように設定した。また，バッジは，

達成状況をアイコンで可視化すること

であり，ここではポイントが規定量（た

とえば 20 ポイント）に達した場合，ス

マートフォンの画面の色が変化するに

なっている。  
これにより，利用者を視覚的に楽しませ

つつ，アプリケーション利用の動機づけ

を高めることが期待できる。	

	

Ｄ．考察 

	 本アプリケーションでは，ただ強みの

活用を促すだけではなく，行動変容技法

（セルフモニーションの原理を応用す

ることで継続的な行動変容（強みの活用

を長期的に継続すること）を目指してい

る．今後，実際に無作為化統制試験を行

い，本アプリケーションの有効性に関し

て検証を行う必要がある．	

	

Ｅ．結論 

	 本アプリケーションを用いて個人の	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

持つポジティブな性格特性（強み）を存

分に発揮することができれば，ポジティ

ブ心理学の究極的な目標である持続的

な幸福の実現に寄与できるものと思わ

れる。	

	

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

	 Shimazakia, T., Hugejiletu, B., Geer, D.,  

Uechi, H., Ying-Hua, L., Miurae, K., & 

Takenaka, K.(2017). Cross-cultural validity 

of the theory of planned behavior for 

predicting healthy food choice in secondary 

school students of Inner Mongolia.  

Diabetes & Metabolic Syndrome: Clinical 

Research & Reviews, 35, S497-S501. 
	 Uechi, H., Tan N., & Honda, Y. Effects of 
a Gamification-Based Intervention for	
Promoting Health Behaviors. The Journal of 
Physical Fitness and Sports Medicine, (in 
press)．	

	

2.  学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入）	

	 竹中晃二・上地広昭・島崎崇史・梶原

彩香  (2017) .学校ポジティブ教育のため

の「強み」評価票の開発—予備的研究—.

第 16 回日本ストレスマネジメント学会
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大会 . 

	 竹中晃二・上地広昭・島崎崇史・三浦

佳代・小松沢早桐・梶原彩香  (2017). メ

ンタルヘルス・プロモーションを目的と

した e ラーニング・プログラムの開発お

よび評価：予備的研究 . 日本健康心理学

会第 30 回大会 . 

	 上地広昭・島崎崇史・竹中晃二  (2017).

幼少期における運動・スポーツの継続が

GRIT に及ぼす影響 .  日本健康心理学会

第 30 回大会 . 

	 島崎崇史・上地広昭・竹中晃二  (2017).  

メンタルヘルスプロモーション行動実

施による予防効果の検討 . 日本健康心理

学会第 30 回大会 . 

	

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む）	

なし	
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平成28〜30年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

 分担研究報告書 

 

ICT を利用したポジティブ心理学的介入 

―強みの活用を促すスマートフォン用アプリケーションの開発－ 

 

研究分担者 

上地 広昭（山口大学教育学部・准教授） 

島崎 崇史（上智大学文学部・講師） 

竹中 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 

	 本研究では，情報通信技術	(ICT) を利用した強み介入の可能性を探った。具体的には，

大学生を対象に，毎日の強みの活用状況と主観的な日常満足感についてスマートフォン用

のアプリケーションに入力させ，強みの認識，強みの活用感，および人生満足度の変化に

ついて事例的に検証を行った。その結果，アプリケーションを高頻度で利用していた者

は，介入の前後で，強みの認識および活用感が増加していた。ただし，人生満足感につい

ては，いずれの対象者も介入の前後で変化していなかった。	

 

 

Ａ．研究目的 

従来，心理学の分野では，主に不安や抑う

つなどの心理的問題の解決に寄与すること

を目的に研究が行われてきた，しかし，21
世紀に入り，人の持つネガティブな側面で

はなく，ポジティブな側面を伸ばすことで

持続的な幸福の実現を目指すポジティブ心

理学の流れが生まれた。このポジティブ心

理学の研究成果に基づく介入をポジティブ

心理学的介入と呼ぶ（阿部・石川，2016）。
その中の代表的な手法の一つに「強み

（Character Strengths）」の活用を促す介

入がある。Seligman (2004) によれば，強

みは，時代，民族，宗教などを超えて 24 種

類（好奇心と関心，学習意欲，判断力，独創

力，社会的・個人的知性，見通し，勇敢，勤

勉，誠実，思いやり，愛，協調性，平等，リ

ーダーシップ，自制心，慎重さ，謙虚さ，審

美眼，感謝，希望，精神性，寛容さ，ユーモ

ア，熱意）存在するとされている。さらに，

人には，その中でも 3－7 つの「特徴的な強

み (Signature Strengths)」があり，強み介

入ではこの特徴的な強みを様々な方法で用

いるように促す。 
たとえば，Seligman et al. (2005) は，成

人 557 名を対象に，個人の持つ 24 の強み

の中の上位 5 つの強みについて 1 週間毎日

新しい方法で活用するように指示した結果，

対象者の長期的な幸福感の増加とうつ症状

の軽減が認められたことを報告している。

また，わが国でも，森本・高橋・渡部 (2014) 
が，大学生 114 名を対象に，個人の持つ上
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位 5 つの強みを活用するように促した結果，

自己形成意識が上昇したことを明らかにし

ている。さらに，高校生 145 名（女子のみ） 
を対象とした同様の強み介入においても，

可能性追求と努力主義の得点が有意に上昇

することが示されている (森本・高橋・並木，

2015)。 
そこで，本研究では，より効率的に強み介

入 を 行 う た め に 情 報 通 信 技 術 
(Information and Communication 
Technology; 以下，ICT) を利用したポジテ

ィブ心理学的介入の可能性を探る。具体的

には，毎日の強みの活用状況と主観的な日

常満足感についてセルフモニタリングさせ

るスマートフォン用アプリケーション「ポ

ジティブ・ライフ」を開発し，大学生を対象

にその効果について事例的検証を行う。	

	

Ｂ．研究方法 

調査対象：中国地方の国立大学に在籍する

大学生を対象とした。教育学部の開講科目

「体育心理学」の受講生の中から参加者を

募った。その結果，最終的に 9 名（男子 6

名，女子 3 名；平均年齢±標準偏差	 20.0±0.0）

の参加者が集まり，この学生たちを介入群

に割り当てた。また，同大学同学部に在籍す

る大学生 8 名（男子 6 名，女子 2 名；平均

年齢±標準偏差	 21.1±0.4）をコントロール

群として設けた。 

実施期間：本介入は，平成 30 年 4 月中旬か

ら 5 月下旬にかけて 30 日間実施された。  

プログラム内容：介入群は，スマートフォン

用アプリケーション「ポジティブ・ライフ」

を利用して，自分の特徴的な強み 5 つの毎

日の活用状況を自己管理するように指示さ

れた（図 1 参照）。本アプリケーションは，

Y 大学体育・スポーツ心理学研究室がエコ

マス株式会社に委託し開発したものであり，

具体的な機能として，個人ごとの代表的な 5

つの強みの活用状況の入力および日常満足

度の入力が行える。また，セルフモニタリン

グを継続的に行わせるための工夫として，

ゲーミフィケーションにおける「ポイント」

および「バッジ」の要素が，以下の要領で本

アプリケーションの中に取り込まれている。 

1) ポイント：強みを 1 つ活用すると 1 ポイ

ント加算される。 

2) バッジ：ポイントに応じてステイタス

（i.e. 聖徳太子の冠位）と画面の色が変化す

る。基準は，黄→赤	 20pt，赤→青	 40pt，

青→紫	 60pt とした。 

 

 

 

評価内容： 

1) 強みの認識，強みの活用感，および人生

満足感 

本介入のアウトカム評価は，強みの認識

尺度 (高橋・森本，2015a)，強みの活用感尺

度 (高橋・森本，2015b)，および人生満足感

尺度（Diener, et al., 1984）を用いて行った。

強み認識尺度は，「自分の強みをよく知って

いる」などの計 8 項目からなり，「あてはま
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らない (1)」から「あてはまる (5)」の 5 件

法で回答を求めた。強み活用感尺度は，「強

みを使うことは，自分にとってとてもなじ

みのあることだ」などの計 14 項目からなり，

「全くあてはまらない (1)」から「非常にあ

てはまる (5)」の 5 件法で回答を求めた。人

生満足感尺度は「ほとんどの面で私の人生

は私の理想に近い」などの計 5 項目で構成

され，「全くあてはまらない (1)」から「非

常にあてはまる (5)」の 5 件法で回答を求め

た。 

2) アプリケーションの利便性および有用

性 

アプリケーション利用の利便性および有

用性については，「今回のスマートフォン・

プログラムは使いやすかった（利便性）」お

よび「今回のスマートフォン・プログラムは

役に立った（有用性）」という単項目で尋ね，

「そう思わない (1)」から「そう思う (5)」

の 5 件法で回答を求めた。 

3) ゲーミフィケーション要素の有用性 

ゲーミフィケーションの要素の有用性に

ついては，「強みの活用状況などの自分の頑

張りがポイントとして数値で表されてやる

気になった（ポイントの有用性）」および「強

みの活用状況などの自分の頑張りによって，

画面の色やステイタスが変化することでや

る気になった。（バッジの有用性）」という単

項目で尋ね，「そう思わない (1)」から「そ

う思う (5)」の 5 件法で回答を求めた。 

倫理的配慮：参加者には介入の目的および

内容を説明し，研究への協力は，自由であり

中断も可能であることを伝えた。また，本研

究の結果を発表する際も，統計処理を施す

ため，個人の結果がそのまま公表されるこ

とはないことを書面および口頭にて説明し

た。最後に，研究参加に関する同意書にサイ

ンを求めた。 

実施手続き：介入群は，個人用アカウントを

配布され，それを用いて本アプリケーショ

ンにログインした。また，アプリケーション

には，介入群が事前に回答した簡略版 VIA

（強みテスト；セリグマン，2014）の結果に

基づき，個人の特徴的な強み 5 つがあらか

じめ登録されていた。 

統計的処理：本研究では，サンプルサイズが

小さいために記述統計のみで質的に検証す

る。 

	

Ｃ．研究結果 

強みの認識，強みの活用感，および人生満足

感：全 30 日の介入期間中の介入群における

アプリケーションの平均利用日数は，13.4

日（SD	=	4.8）であった。そこで，アプリ

ケーションを半数以上の日数（15 日以上）

利用した 4名を「高アプリ利用群」，アプリ

ケーションの利用日数が半数未満（15 日未

満）だった 5 名を「低アプリ利用群」に分

類した。この 2 群にコントロール群を加え

た 3 群で，強み認識尺度および強み活用感

尺度の得点について介入の前後で比較した

ところ，高アプリ利用群においてのみ強み

認識尺度と強み活用感尺度の得点が増加し

ていた（表 1参照；強み認識得点：22.75か

ら 30.25；強み活用感得点：45.00 から

54.75）。また，人生満足感については，いず

れの群においても介入の前後で大きな変化

は認められなかった。ただし，高アプリ利用

群は，介入の前後どちらの時点においても，

他の 2群に比べて人生満		
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足度尺度の得点が低かった。	

アプリケーションの利便性および有用性：

アプリケーションの利便性（使いやすかっ

た）について，「そう思う」または「ややそ

う思う」と回答した者は，33.3％（3名／9

名）とやや低い値であった。有用性（役に立

った）については，55.6％（5名／9名）と

利便性に比べると高い値であった。		

ゲーミフィケーション要素の有用性：ポイ

ントとバッジの有用性（やる気になった）に

ついては，「そう思う」または「ややそう思

う」と回答した者は，それぞれ 75.0％（6名

／8名；1名無回答）と 77.8％（7名／9名）

であった。		

	

Ｄ．考察 

	 本研究の結果から，自分の強みを認識し

ていない，強みを十分活用できていない，人

生に満足していないなどの特徴を有する対

象者に対しては，今回のアプリケーション

を利用した強み介入が有効に働く可能性が

示された。そのため，今後は，あらかじめそ

のような特性を持つ者に絞って介入を行う

とより効率的かもしれない。ただし，今回の

30日間の強み介入では人生満足感までは変

化していなかったので介入期間の設定など

を見直す必要があるのかもしれない。	

	 アプリケーションの利便性（ログイン方

法や画面の見やすさなど）については，改良

の余地があることが明らかになった。今回

のアプリケーションは，セキュリティーの

ため，利用する度に毎回 ID とパスワードを

入力する必要があった。その負担感が大き

かった可能性がある。また，できるだけ毎日

入力するように促すために，日付を遡って

入力することが出来ない（深夜 0 時を過ぎ

たら前日の記録は入力できない）仕様にし

ていたため，参加者の中にはこのあたりを

不便に感じていた者もいたかもしれない。

これについては，1日の入力期間を深夜 0時

で切り替えるのではなく，朝 6 時で切り替

えるようにするなどして対処できるものと

思われる。	

本アプリケーションに応用したゲーミフ

ィケーションの要素については一定の効果

はあったものと思われる。特に，ポジティブ

心理学的介入にあまり興味がない者でも，

ゲーム感覚で取り組めるようにすることで，

ポジティブ心理学に触れるきっかけにはな

ったかもしれない。	

	

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，本アプリケーションの利

用が強みの認識および活用感に対して有効

である可能性が一部認められた。しかし，本
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研究はあくまでも少人数を対象とした事例

的な検討であるため，今後，さらに対象者を

増やし，無作為化比較対照試験などのより

厳密な手続きを用いた検討が求められる。	
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分担研究報告書 

ポジティブ心理学の立場に立った職場のメンタルヘルス教育プログラム 

 

主任研究者 
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研究協力者 

大野太郎（大阪人間科学大学・教授） 

野田哲朗（兵庫教育大学・教授） 

	

研究要旨：本研究では，就労者を対象としたメンタルヘルス教育において、ポジティブ心理

学の視点に立ったアプローチを試みた。本報告では、(1)従来型のストレスマネジメント教育

におけるポジティブ心理学の要素について検討し、次いで(2)一般企業におけるメンタルヘル

ス研修の場において強みに気づき、強みを活かすグループワークを用いるプログラムを試行

したので報告する。最後に(3)外国人介護士候補の来日後の語学研修中に行われるメンタルヘ

ルス研修時に実施した blessing(感謝の恵み )のワークの効果について報告する。	

	 いずれにおいても、従来型のストレスマネジメント教育においてもポジティブ心理学の要

素が、職場におけるメンタルヘルス問題に気づき、積極的に予防するための研修プログラム

において有効性が期待できることがわかった。	

	

1 はじめに	

	 就労者が、欠勤がちとなりあるいは遅刻

早退など職場に居られない状態になること

がある。逆に出社はしても、心身の健康状

態によって期待通りの就労ができないこと

がある。前者は absenteeism、後者は

presenteeism と呼ばれ、メンタルヘルスによ

るパフォーマンス低下と、それに続く労働

生産性の低下と結びついている。職場の作

業環境や人間関係などが生み出すストレス

が原因とみなされている。そこで職場のス

トレス管理が重要視され、2014 年 6 月に労

働安全衛生法の改正案が国会で承認され、

2015 年 12 月から従業員 50 人以上の企業で

年一回以上のストレスチェックが義務化さ

れたのはそうした経緯からである。	

	 ストレスチェックによって、重篤な症状

の人には特別な配慮を行い、破局的結果を

回避しようという、人間ドックを模したス

トレスドックのモデルによる早期発見・早

期治療モデルのメンタルヘルス版である。	

	 著者らは1994年に、大阪府立こころの健

康総合センター内にストレスドックを設置

し、健康人を対象として日本で最初のメン

タルヘルス介入事業を展開した（野田・夏

目ら、1996,	1997；山田・服部ら1998；山

田・野田ら,1999;	山田・野田ら1998）。20

年を経て、国レベルでストレス改善のため
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のストレスチェックの義務化制度が開始

し、うつ病等メンタルヘルスの悪化を未然

に察知し、病状の進行を食い止める手立て

が整いつつある。働く環境の改良や、人間

関係の調整によって、従業員のメンタルヘ

ルスは改善することが十分推測されるから

である。	

	 ストレスチェックの結果に従って、個別

の相談のシステムができ、集団でメンタル

ヘルスを整えるための研修が盛んに行われ

るようになった。筆者らも長くこのような

考え方に立って、企業や役所、学校や医療

機関で働く従業員を対象としたストレスマ

ネジメント研修を引き受け、定番となる基

本的教育プログラムを完成させた（大野・

高元・山田、2002;	PGS研究会,2002,2003;	

山田,	2002,	2003;	山田・山野・沼

田,2011）。	

	 本報告では、従来私たちが行ってきたス

トレスマネジメント研修を、単に病気の予

防という視点からではなく、よりよく仕事

に従事して幸福な人生を生き抜くための心

理教育として改良するための実践的試みに

ついて述べる。すなわち、ポジティブ心理

学の視点に立った、新しいメンタルヘルス

研修のための実践プログラムを提案する。	

 

研究目的 

	 本研究班の目的は，職場のメンタルヘルス

を予防するための従来型ストレスマネジメ

ント教育に、ポジティブ心理学の立場に立っ

た視点を加味することで、より有効なメンタ

ルヘルス研修プログラム作りを行うことで

ある。そのため、まず従来型のストレスマネ

ジメント教育におけるポジティブ心理学の

要素をみつける作業を行う。次にポジティブ

心理学研究によって蓄積された効果的介入

法として、強みに焦点を当てたグループワー

クと、blessing(感謝の恵み )のワークについて

順に記載する。	

2 ポジティブ心理学とは 

	 ポジティブ心理学とは、1998年にアメリ

カ心理学会（APA）会長に就いたマーチン・

セリグマン（Seligman,	M.）が、会長就任

に当たって提唱した新しい心理学観である

(島井,2009)。	

	 それまでの心理学は、いわゆる臨床心理

学（クリニカル・サイコロジー）であり、

心を病んだ患者を対象として、病気の原因

を探り、投薬や行動療法などの心理療法に

よって症状の軽減を図るものである。セリ

グマンは、うつ病の動物モデルを実験心理

学の手法で作り出し、うつ病動物の脳内神

経伝達物質（セロトニン）の働きに注目

し、抗鬱剤の開発に寄与した。セリグマン

のAPA会長就任は、こうした業績に対する社

会の評価を反映したものであった。会長就

任演説で彼は、これまでの臨床心理学の業

績を「ネガティブ心理学(negative	

psychology)」とみなし、これからは健康な

大多数を対象とした幸福感を高めるための

心理学をポジティブ心理学として創設しよ

うと述べた。	

	 臨床心理学の対象は病気をもった患者で

あり、臨床心理学者は心の病気の治療に役

立ってきた。これからは、患者ではない元

気な健康人を対象として、より健康的で幸

福感を高め、感情をポジティブに変化さ

せ、気分を高揚させて幸福感を高める実践

的介入法の開発こそが重要だと述べたので

ある。	

	 以来、APAではポジティブ心理学部門が生

まれ、多くの研究者が集い、専門の学術雑

誌までもが刊行されるに至っている。そこ

では、人々を幸福にするための実証的心理

学的研究が報告され、幸福感の査定法や、
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人を幸福に導く心理学的介入法の開発が盛

んになされてきている。	

	 ポジティブ心理学の手法は、基本的に行

動科学としての臨床心理学の手法を踏襲し

ている。「幸せ感」の客観的測定・評価

法、幸せな人の性格（精神科疾患の病前性

格に当たる）強み（strength）の測定・評

価法、幸せ感を高めるための介入法（臨床

心理学でいう心理療法）などを実験的に調

査する。	

	

3 幸せの３要素 

	 セリグマンは、幸せの大前提となる条件

として、①快感情、②フロー体験、③意味

づけ、の３要素を提示している。	

	 ①快感情：幸せを感じる人は概ね快感情を

抱いている。職場の室湿度、色彩や明る

さ、音環境などの快適さがこれに該当す

る。業務で使う作業具の使い心地や便利

さ、デザインの好ましさなどが重要な要素

となる。	

	 ②フロー：仕事などに熱中し、時を忘れる

ほど没頭している状態を示す。快感情を抱

く作業に没頭している状態ともいえる。仕

事の場では、フローは、ワークエンゲージ

メントと言い換えられる。	

	 ③意味づけ：快でフローな時を経験するこ

とを、人としての生き方や人生観と結びつ

ければ幸福感が増す。ドラッグは、一時の

快感を生むものの、人生における意味づけ

ができ無い限り幸福を生むとはいえない。	

	 仕事をポジティブ心理学の立場からみれ

ば、①楽しいと感じ、②夢中になることが

あり、③人生の中で意味づけられる意義が

できれば、仕事の内容に関係なく幸せ感を

生み出すことができそうである。たとえそ

れがある人にとって、辛い仕事であって

も、つまらなさそうな作業であっても、こ

れら3要素を盛り込めば、幸せ感が生まれ、

仕事に積極的に従事しようとする意欲が生

まれる。	

	 就労者が楽しく仕事をおこない（快感

情）、時を忘れて仕事に励み（フロー）、

そしてそうした仕事に従事することに人生

の意味を見いだすことができれば、幸せな

就労といえる。メンタルヘルス研修をポジ

ティブ心理学の立場で実施するということ

は、これら３要素を研修プログラムに盛り

込むことに他ならない。	

	

４ 従来型メンタルヘルス研修におけるポ

ジティブ心理学的観点 

	 私たちが開発・実施してきた従来型のメ

ンタルヘルス研修は、「ストレスマネジメン

ト教育」の枠組みで実施するセルフケア教

育に他ならない。従業員自らが自身のスト

レスに気づき、自身の力でストレスを調整

することによってストレス管理を行うため

の心理教育である。	

	 すなわち、①ストレスの原因となる「スト

レッサ(stressor)」に気づき、②症状として表

れる「ストレス反応 (stress reaction)」に気づき、

③有効な「対処 (coping)法」に気づいて実施す

る術を身につけること、さらには④ストレス

反応を自己制御する術としてリラクセーシ

ョ ン (relaxation) や ア ク テ ィ ベ ー シ ョ ン

(activation)などの技法を修得させることから

構成される（図１）。	
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	 図１	 ストレスマネジメント教育の図式	

(山田,2003)	

	

	 著 者作成の研修用テキスト 	 (GAS 研究

会,2016;山田,2008)	 では、上記①〜③まで

を自記式チェックリストで評価しつつ解説

がなされる。ストレッサ尺度としては Holms

＆Rahe(1967)のライフイベンツ法を用いる。

ストレス反応は身体、心理、行動面に現れる

14 の症状の自己評価からなるストレス反応

尺度を用いる。④は対象者や研修室環境の制

限があるが、各種の自己制御法を研修講師が

選択して実技指導する。ストレスしのぎ辞典

Part2 において、各種技法が紹介されている。

①〜④に至るストレスマネジメント教育に

は 90 分〜120 分を要する。さらに時間があれ

ば、ストレス緩衝要因についても学習する。

ストレスしのぎ辞典 Part3 では、タフネス性

格、ストレス性格（タイプ A・B・C 性格）、ユ

ーモアのセンス、アサーション、自尊感情、

ストレスによい健康習慣などがまとめられ

ている。	

	 研修前後で、ストレスマネジメントの自己

効力感を SMSE20（ stress management self-

efficacy 20 items）を用いて測り、その場で受

講者に成果を確認することができる。	

	 班員のこれまでの研修経験を集約すると、

リラクセーションの実習指導が最も受講者

に評判がよく、研修前後で SMSE のリラクセ

ーション項目が 90％以上の人で増加し、主観

的な満足感も高いことがわかっている。	

	 リラクセーション技法としては、①自律訓

練法、②漸進的筋弛緩訓練、③呼吸法、④イ

メージ法などが一般的で、その標準技法につ

いての知見も多い（服部・山田、2006、大野・

高元・山田、2003、山田・高元、2006）。	

	 リラクセーション技法の中で、最も受講者

にとって理解しやすく抵抗が少ない技法は、

漸進的筋弛緩訓練と呼吸法であり、子どもか

ら高齢者までに有効であることが経験的に

確かめられている(山田・百々,2004;	山田・

大井ら,2003)。	

	 一方身体活動が中心のアクティベーショ

ン法は、ストレスホルモンのコルチゾールの

代謝を促進することによって、ストレス状態

を軽減させることが私たちの知見からもわ

かってきている。職場のメンタルヘルス研修

においても、楽しく身体を動かせるアクティ

ビティとして人気があり、SMSE でみても効果

が確認できる。	

	 従来型メンタルヘルス研修を、ポジティブ

心理学の観点から評価を試みると、①快感情、

②フロー体験、③意味づけ、の３要素が満た

されている研修プログラムは、リラクセーシ

ョン実習に集約される。リラクセーション実

習によって、副交感神経系が高揚し、心身と

もにリラックスし（快感情）、しばらくその

状態を維持し（フロー）、ストレス緩和効果

についての科学的知識を得る（意味づけ）と

いう３要素が満たされた結果と考えられる。

参加者たちは、講師の誘導によって漸進的筋

弛緩訓練から自律訓練へと導かれている様

子がみえる。	

	 また楽しく身体を動かすアクティベーシ

ョン実習も評価が高い。運動による交感神経

系の興奮は気分高揚感を増大させ、ゲーム仕

立てであればなおさら楽しい時間が継続す

る（快感情とフロー）。運動がストレスホル

モンを消費するという科学的知識（意味づけ）

は、心拍数や血圧など生体情報のフィードバ

ックでさらに意味づけられる。	

	 従来型のメンタルヘルス研修をポジティ

ブ心理学の観点から評価した結果、ユーモア

にあふれる講師の話術、爆笑、笑顔、楽しい

参加者同士の会話など、研修セッションそれ

自体がもつ快適性が重要な要素であったと

推察できる。	
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５ ポジティブ心理学介入１：強みワーク 

	 ポジティブ心理学介入 (positive psychology 

intervention:PPI)とは、ポジティブ心理学の知

見を、臨床や教育場面に適用し、人々を幸福

に導くことである。  

	 ここでは、臨床心理学的診断に対応する

PPI における対象者の性格要因の特性は、強

み（ strength）と呼ばれる。  

	 臨 床心理学的では、米国精神医学会の

DSM-V や、WHO の ICD-10 などで分類され

た異常な心理状態を診断するために、パーソ

ナリティ特性を測定する。MMPI（Minnesota  

Multiphasic Personality Inventory:ミネソタ多

面人格目録）など標準化された検査で得られ

る多面的な性格特性を数値で表し、統計基準

に則って異常値かどうかを評価し、病理学的

診断と結びつけ、うつ病や統合失調症などの

病的状態の有無を診断する。  

	 ポジティブ心理学でも、主観的な幸福感を

得るための個人差要因として、個人の徳性

（強み）を評価する試みがなされている。  

	 クリストファー・ピーターソン（Petterson, 

C.）は、歴史上の人物が書き残した生き方の

原則を収集し、24 種類の強み徳性として分類

した。さらにこれらの強み徳性を評価するた

めの尺度を作り、各種の属性ごとの平均値な

どの統計値を求めようとした。大竹・島井ら

（2005）は、24 の徳性を評価する尺度の日本

語版を作り、幸福を得るための生き方原則調

査票として公表している。ここでは、大竹・

島井ら（2005）の尺度を基本に、簡便な自己

徳性（強み）を測る人物像一致法に修正した。

これは、24 の特性に合致する「生き方の原則」

を表す人物像のリストである（図 2 上）。受講

生は 24 の人物像が、自分にどの程度一致す

るかを 0〜100 点で評価する。全ての採点が

終わったら、点数の高いほうから３つを選び、

その番号と点数、そしてその徳性名を表の下

に転記する。こうして得られた自己の徳性ベ

スト３が、幸せに導く３つの徳性であり、強

みになり得るとみなす。これら 24 の徳性リ

ストはまた、図 2 下に示す６徳性領域に分類

できる。  

I	 知恵と知識：知恵と知識にもとづく徳性

であり、①好奇心、②向学心、③判断力、④

独創性、⑥洞察などの徳性が属する。  

 

 

図2 強み評価シート（上）と6徳性領域

(下) 

（山田冨美雄 	 2016	(2)より） 	

II	 勇気：勇気ある行動力が信条の徳性で、

⑦勇敢、⑧勤勉性、⑨誠実性、㉓熱意・意

欲などの徳性が属する。	

III	 人間性：人柄が信条の徳性領域で、⑤社

会的知能、⑩親切心、⑪愛他性などの徳性

が属する。	

IV	 正義：社会的な正義を重要視するのが信

条の徳性領域で、⑫チームワーク、⑬公平

性、⑭リーダーシップなどの徳性が属する。	

V		 節度：自分を律することを信条とする徳

性領域で、⑮自己制御、⑯思慮、㉑謙虚さ、
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ノウハウ：ポジティブサイコロジー入門（実践編）

も、じっくり考え、歩き回り、うつら
うつらするなどのルーチン行動をと
るうちに、解決策がみつかるかも
しれない。単なる試行錯誤的行動
をとるだけでなく、発想法を学び、
自己啓発本を読み、成功体験を得
ることでその徳性は強みとなる。
　こうして得られた自己の徳性ベ
スト３が、貴方を幸せにする可能
性のある３つの徳性であり、それ
は無論のこと強み（strengths）に
なり得ると言えるかもしれない。

人間の普遍的な美徳
６つの徳性領域
　これら24の徳性リストはまた、
以下に示す６つの徳性領域に分
類できる。

　問題の指示にあるように、これ
らの人物像をよく読んで、自分に
合致すると思う程度を、０点～
100点で評価してみよう。評価に
あたっては、全体を読み通して、全
体がバランス良く０点～100点に散
らばるように点数を与えるとよい。
中には２、３の項目を同じ点数に
評価したいことがあるかもしれな
いが、その時でも１点でよいから
差を付けるように心がけてほしい。
　すべての採点が終わったら、点
数の高いほうから３つを抜き出し
てみよう。番号と点数とその徳性
名を表の下に転記する。
　例えば７番の「危険を顧みず勇
敢に行動する人」が最高点であれ
ば、他のどの徳性項目よりも強い
一致感をもつ人物像であることを
意味し、おそらく誰よりも「勇敢」
な生き方を好むと推察される。地
震で壊れた建物の中で、生き埋め
になった人を見つけたら、迷わず
救助の手を差し伸べる行動的な
生き方を好むはずである。困難な
仕事と容易な仕事のいずれかを
選ぶ機会があったら、迷わず困難
な仕事を選ぶだろう。
　２位が22番の「どんな時でも
周りを明るい気分にするユーモア
に富んだ人」であれば、他の22の
徳性項目のどれよりも強い人物像
と一致することを示すので、「ユー
モアのセンス」に富んだ生き方が
強みといえる。職場で辛い作業

を継続しなくてはならないときで
も、同僚たちに冗談を言って楽し
く作業が進められる人柄が想像
できる。おそらく泣いたり怒った
りするよりも、笑っていることを好
む傾向があり、冗談を言う人をポ
ジティブに評価する価値体系を
持っていそうである。このように、
ユーモアのセンスが最高点となっ
たら、さらにユーモアのセンスをよ
り詳細に調べるユーモアのセンス
尺度を使ってその徳性を磨く縁と
するといい。
　さらに３位が６番の「先行きの
見通しが利く人」であれば、洞察
力のある鋭い思考力をもつことを
大切にしている人柄がみえてくる。
解決策が見えない課題山積のとき

ファー・ピーターソン（Petterson, 
C .）は、歴史上の人物が書き残し
た生き方の原則を収集し、24種
類の強み徳性として分類した。さ
らにこれらの強み徳性を評価する
ための尺度を作り、各種の属性ご
との平均値などの統計値を求め
ようとした。大竹（恵子）・島井（哲
志）ら（2005）は、24の徳性を評
価する尺度の日本語版を作り、幸
福を得るための生き方原則調査
票として公表している。
　筆者は、開発者の島井教授とこ
の尺度を基本として、簡便な自己
徳性（強み）を測るための人物像
一致法に修正し、ポジティブ心理
研修で用いている。これは、24の
徳性に合致する「生き方の原則」
を表す人物像のリストである。読
者は、指示に従って24の人物像
が、自分にどの程度一致するかを
評価し、自分の強み発見の一助と
して試みてほしい。

自分に一致する人物像は？
徳性評価で「強み」を測定

　同じ境遇でも、それを幸せだ
と感じるか、それとも不幸だと感
じるかは人それぞれである。そう
言ってしまえば、元も子もないのだ
が、こうした個人差をポジティブ
心理学の立場から考えてみよう。

心の状態の変調を知る
臨床心理学的診断
　精神疾患などの異常な心理
状態を分類し、治療の拠り所と
する「精神医学診断基準」という
ものがある。米国精神医学会の
「DSM-V（精神障害の診断と統計
マニュアル第５版）」や、WHOの
「ICD-10（国際疾病分類第10版）」
などがそれである。
　臨床心理学では、こうして分類
された異常な心理状態を診断す
るために、パーソナリティ特性を測

定する。各種の性格検査法、人格
目録が考案されてきたが、中でも
最も頻繁に用いられているのが、
数百の質問文で構成されている
「MMPI（Minnesota Multiphasic 
Personality Inventory:ミネソタ
多面人格目録）」である。これは、
多面的な性格特性を数値で表し、
統計基準に則って異常値かどうか
を評価し、結果としてうつ病や統
合失調症などの病的状態の有無
を診断する。
　 他 に 神 経 症をみる「CMI
（Cornell Medical Index）健康
調査表」や、うつ病のスクリーニ
ングに使われる「GHQ（genera l 
health questionnaire）精神健康
調査」などがある。

自己の強みを知る
ポジティブ心理学的診断
　ポジティブ心理学でも、主観的
な幸福感を得るための個人差要
因として、個人の徳性（強み）を評
価する試みがなされている。
　アメリカの心理学者クリスト

ポジティブサイコロジー入門②
快適な職場を作る“幸せのレシピ”・実践編
人が何によって“幸せ”を感じるかは個人によって異なる。心理学の新たなアプ
ローチであるポジティブサイコロジーでは、主観的な幸福感を得るための個人
差要因として「24の徳性（強み）」を評価する。まずは自分がどんな人物かを知
ろう。幸福な人生は自分の徳性（強み）を知り、それをさらに促進することで得
られる。

関西福祉科学大学心理科学部 学部長 教授 指導健康心理士　山田冨美雄

1～2 4 の人物像に、あなたがどの程度合致しているかを 0 点から 1 0 0 点までの点数で表してください。
1 点でも他と異なるように、考えて回答してください。

点数の高い 3 徳性 1 位　番号： ＿　徳性名 ＿　徳性領域名： ＿
2 位　番号： ＿　徳性名 ＿　徳性領域名： ＿　これがあなたの強み！
3 位　番号： ＿　徳性名 ＿　徳性領域名： ＿

1
2
3
4
5
6
7
8
9

1 0
1 1
1 2
1 3
1 4
1 5
1 6
1 7
1 8
1 9
2 0
2 1
2 2
2 3

2 4

＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点
＿ 点

＿ 点

①好奇心
②向学心
③判断力
④独創性
⑤社会的知能
⑥洞察
⑦勇敢
⑧勤勉性
⑨誠実さ
⑩親切心
⑪愛他性
⑫チームワーク
⑬公平性
⑭リーダーシップ
⑮自己制御
⑯思慮深さ
⑰審美心
⑱感謝心
⑲楽観性
⑳霊性
㉑謙虚さ
㉒ユーモアのセンス
㉓熱意・意欲

㉔寛大さ

I
I
I
I
III
I
II
II
II
III
III
IV
IV
IV
V
V
VI
VI
VI
VI
V
VI
II

V

どんなことにも興味を示す好奇心旺盛な人
新しい知識を求めつづける人
判断力に長けた人
独創的アイデアをもつ人
人とうまくやっていける人
先行きの見通しが利く人 
危険を顧みず勇敢に行動する人
まじめに仕事に励む勤勉な人
嘘をつかない、正直な人
だれにでも親切な人
親しい人のためには危険をおかす覚悟がある人
決まり事に忠実で、尊敬する人には忠誠を尽くす人
社会のために正しいと信じることを貫く人
集団をひっぱる立場でリーダーシップを発揮する人
体重管理のための食生活や運動習慣をもつ自制心のある人
他者をいたわり、傷つけることがない愛情豊かな人
芸術や美の世界に造詣が深い人
お世話になった人に感謝の気持ちを持って接する人
楽観的にものごとを見られる人
神仏への畏敬の念をもち、信心深い人
他人に自慢せず、謙虚に慎み深く振る舞う人
どんな時でも周りを明るい気分にするユーモアに富んだ人
一所懸命になれる事をもち、熱意を持って人知れず
励むことができる人
他者の失敗を許し、寛大に振る舞う事ができる人

番号 人　物　像　の　項　目 主観的合致度 特性名 徳性領域

図1　ポジティブ心理学における強み（strength）の測定

Prof i l e
山田冨美雄氏 （やまだ・ふみお）
関西学院大学大学院博士後期課程修了
（文学博士）。大阪府立看護大学大学院
教授、大阪人間科学大学教授を経て現
職。一般社団法人日本健康心理学会副理
事長、公益社団法人日本心理学会理事。
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を志す人には、チャンピックスとい
う禁煙補助薬を使った治療（禁煙
外来）が増えてきた。ところが禁
煙実績は必ずしもよくない。強制
的な命令による禁煙だけでなく、
喫煙を続けている人の立場に立っ
た禁煙法が推奨されている。
　健康心理学会の学術雑誌「健
康心理学研究」の28巻３号は、こ
うした禁煙にまつわる最新の問題
に焦点を当てた特集号となってい
る。その中で島井（2016）は、ポジ
ティブ心理学による禁煙支援と題
して、24の徳性リストを活用した
禁煙のポジティブ心理学的支援
法を提案している。
　快適なオフィスづくりの要は、
働く人それぞれが幸せ感に満ち
て日々を過ごすことである。そう
したポジティブな面を評価するの
は、病気の診断に用いる検査法
や、ストレスの重篤度を評価する
チェックリストではない。徳性を測
り、強みを見いだすことであり、さ

Ⅰ　知恵と知識
　知恵と知識にもとづく徳性であ
り、①好奇心、②向学心、③判断
力、④独創性、⑥洞察などの徳性
が属する。
Ⅱ　勇気
　勇気ある行動力が信条の徳性
で、⑦勇敢、⑧勤勉性、⑨誠実
性、㉓熱意・意欲などの徳性が属
する。
Ⅲ　人間性
　人柄が信条の徳性領域で、⑤
社会的知能、⑩親切心、⑪愛他性
などの徳性が属する。
Ⅳ　正義
　社会的な正義を重要視するの
が信条の徳性領域で、⑫チーム
ワーク、⑬公平性、⑭リーダーシッ
プなどの徳性が属する。
Ⅴ　節度
　自分を律することを信条とする
徳性領域で、⑮自己制御、⑯思
慮、㉑謙虚さ、㉔寛大さなどの徳
性が属する。
Ⅵ　超越性
　個人の超越的な能力に関連す
る徳性領域で、⑰審美心、⑱感謝
心、⑲楽観性、⑳霊性、㉒ユーモ
アのセンスなどの徳性が属する。
　先の例で挙げた⑦勇敢は徳性
領域Ⅱ「勇気」に、22ユーモアの
センスは徳性領域Ⅵの「超越性」
に、そして⑥洞察は徳性領域Ⅰの
「知恵と知識」に属する。特性領
域６つのうち３領域を占めている

人物像と記述できる。

健康者をより健康にする
ポジティブ心理介入：PPI
　病的でない健康圏にいる大多
数の人は、精神医学的診断で評価
されるべきではなく、幸せを求め
る方式の違いというこの24の徳性
評価法で評価されるべきである。
このような信念のもとに、いま心
理学は大きく変わりつつある。精
神病者の治療という臨床心理介入
ではなく、健康者をより健康に、ほ
どほど幸せな人をさらに幸せ感の
強い生き方に変化させるためのポ
ジティブ心理介入（PPI: positive 
psychlology intervention）に注
目が集まっている。
　働く人のストレス状況を改善し、
ストレスを抑え、うつ病を予防する
のは大切である。しかし、さらに幸
せ感が得られる生き方に変える取
り組みこそが、さまざまな業界でな
すべきことだと筆者は考えている。
　例えば、禁煙をサポートする方
法について考えてみよう。喫煙は
あらゆる病気の引き金となるの
で、企業内では厳格に禁煙を要請
している。喫煙者に厳しく接する
ことや、喫煙所を設けて分煙を図
ることが一般的である。また禁煙

らに強みを促進する介入法を導入
することではないだろうか。

Ⅰ  知恵と知識 Ⅱ  勇気

Ⅳ  正義 Ⅴ  節度

Ⅲ  人間性

Ⅵ  超越性
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図2　6つの徳性領域と24の徳性
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㉔寛大さなどの徳性が属する。	

VI	 超越性：個人の超越的な能力に関連する

徳性領域で、⑰審美心、⑱感謝心、⑲楽観

性、⑳霊性、㉒ユーモアのセンスなどの徳

性が属する。	

	 この方法を用いて、神戸市内の某企業従業

員 40 名を対象として、強み発見のグループ

ワークを実施した。４人で１グループを作り、

自分の強みを用いてストレスに対処するこ

とについて、具体的に話しあうよう求めた。

また、各人の強みの特性領域を模造紙を用い

て可視化することによって、グループ全体と

しての強みのバランスについて考えてもら

った。	

	 その結果、図 3 に示すように研修への参加

が積極的ではなかった参加者であったが、研

修終了後には内容が「だいたいわかった」と

「よくわかった」で 80％(図 4)、研修内容は

「とても役に立つ」と「役に立つ」で 70％に

のぼった(図 5)。	

 

図 3	研修受講の動機	

	

	

図 4	研修内容の理解	

	

	

図 5	研修の有用性	

	 一方，ストレスプロフィールと幸福感との

関係について興味ある結果が得られた。すな

わち、ストレスマネジメント研修で実施した

ストレッサとストレス反応とで分類される

４グループの平均幸福感得点は、ストレッサ

得点が高いがストレス反応が低い「しのぎ成

功」グループが最高点を示し、ストレッサを

積極的に対処してストレス反応を低下させ

ることがより高い幸福感を得ることが示さ

れた(図 6)。	

	

図 6	ストレスプロフィールと幸福感	

	

	 アンケート自由記載では、「意外な強みに

気づいた」、「自分の強みを活かしたコーピン

グに気づいて良かった」、「自分固有のコーピ
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ングスキルに気づき、意味づけができた」な

どと好意的な回答が多くを占めた。	

	

６ ポジティブ心理学介入２：blessing 

	 ポジティブ心理学介入の効果を評価する

ために、従属変数として主観的幸福感を用い、

独立変数の効果を直接評価する機会を得た。

1 週間ごとに、その週にあった blessing(感謝

の恵み )の回数を数えてメールで報告する実

験群と、その間特別な課題を与えない統制群

について、２ヶ月後の主観的幸福感がどう変

化するかを検討した。  

 

 6.1. 目的 

	 blessing の主観的幸福感への影響を評価す

ることであった。  

 

 6.2. 方法 

(1)手続き：従来型のストレスマネジメント研

修の後、対象者を 2 群に分け、一方には日々

の blessing を数えるよう指示し、他方には指

示を与えなかった。  

(2)対象者：フィリピン人看護師候補者 60 名

を実験群 32 名（10 名、女 22 名）、統制群 28

名（男 9 名、女 19 名）の２群に分けた。  

	 実験群：週 1 度、祝福（blessing）を数えメ

ールで報告するよう指示をした。  

	 統制群：無処置であった。  

(3)従属変数：フィリピン人看護師候補用スト

レスチェック、主観的幸福感尺度（島井、2005）

のインドネシア語版を用いた。  

(4)ストレスチェックは受講者が入国し語学

研修を受け始めて 2 ヶ月後、ならびにメンタ

ルヘルス研修後 2 ヶ月後の 2 度実施した。主

観的幸福感尺度は、メンタルヘルス研修終了

直後と 2 ヶ月の 2 度測定した。  

 

6.3.結果 

	 図 7 に、blessing 課題を課した実験群と無

処置統制群の平均幸福感得点の変化を図示

した。群 (2)×性 (2)×期間 (2)の 3 要因分散分析

を行ったところ、群の主効果（F(1,56)=12.241, 

p=0.0009）と期間の主効果（F(1 ,56)=11.567, 

p=0.0012）が有意で、性×期間の交互作用は

有意傾向を示した（F(1,56)  = 2.933, p=0.923）。  

	 図 8 は、Blessing 課題前後の平均ストレッ

サー得点を群別に図示したものである。群×

性×期間の３要因分散分析を実施したとこ  

 

 

	

図 7	 Blessing 課題前後の平均幸福感得点。	

	

ろ 、群×期間の交互作用が有意であった

（F(1,50)=9.049, p=0.004）。Blessing 課題を付加

された実験群だけが、ストレッサが有意に減

じたことを示す。	

	

	

図 8	 Blessing 課題前後の平均ストレッサ  
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	 ストレス反応得点、ならびに心身症状得点

についても、Blessing の効果を分析したが、

なんら有意な効果は認められなかった。	

	 一方コーピングの量については、群の主効

果が有意で（F(1,54)=5.347, p= 0.0246）、他の主

効果も交互作用も認められなかった。実験群

のコーピング量が統制群よりも多いことを

示す（図 9）。	

	

	

図 9	 Blessing 課題前後の平均コーピング量  

	

6.4．考察 

	 以上の結果から、2 ヶ月にわたる Blessing

課題の遂行は、ストレッサを低下させ、併せ

て主観的幸福感を増す効果を示したが、統制

群ではストレッサとは無関係に幸福感は微

増した。実験群のコーピング量が統制群を上

回ったことは、Blessing 課題とは関係なく、

実験群が統制群よりもコーピング資源をも

ともと多く持っていたことを示唆する。	

	 フィリピン人看護師候補生が、来日後日本

語研修を積み重ねる従って幸福感が増した

ことは、日本での就労を前に言語の習得が重

要なメンタルヘルス向上の役割を担ってい

ることを示唆する。	

	 今回用いた幸福感尺度（Lyubomirsky & 

Lepper , 1999）は，4 問から成る簡易なも

のであった。今回、英語版と日本語版から

インドネシア語に翻訳し、インドネシア人

看護師候補への適用も試みている。今後、

標準化を進め、次年度以降のメンタルヘル

ス研修において、他のストレス尺度ととも

に評価尺度として導入することを予定して

いる。	

	 またメンタルヘルスの他覚測度として、唾

液中コルチゾールや s-IgA などの生化学的指

標の利用も検討したい（寺田ら 2014;2016）。	

	

	

７ 結語 

	 就労者を対象としたメンタルヘルス教育

において、	従来型のストレスマネジメント

教育におけるポジティブ心理学の要素とし

て、リラクセーションならびにアクティベ

ーションプログラムがもたらす快感情が重

要であることを指摘した。	

次に一般企業におけるメンタルヘルス研修

の場において強みに気づき、強みを活かす

グループワークを用いるプログラムを試行

し、受講生によるアンケートから、これま

でにない高い関心と実用可能性への期待が

示された。さらに外国人看護師候補を対象

として、メンタルヘルス研修時に実施した

blessing ワークが主観的幸福感に及ぼす効

果を実証的に確認を試みたが、blessing が

幸福感に直接影響するのではなくストレッ

サの減少を介する効果である可能性を示し

た。また語学研修の経過に沿って幸福感が

増大する可能性がみられたことから、次年

度以降のメンタルヘルス研修では、幸福感

をストレス指標に加えて測定評価し、ポジ

ティブ心理学介入を取り入れた研修プログ

ラムを作成・評価することになった。	
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ポジティブストレスマネジメント研修のストレス緩和効果に関する予備的介入 
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森下亮佑（シー･システム KK ストレスチェックサポートセンター） 

	

研究要旨：本研究の目的は，ストレスマネジメント研修会にポジティブ・ストレスマネジメントの

要素を取り入れ，その実施継続が従業員のストレス状況に有効であるかを実証的に検討すること

であった。ストレスチェックを実施する対象事業所の職員を対象として，ストレスチェック結果の返

却の後に研修を実施し，研修プログラム実施の有無，および継続がワークエンゲィジメントおよび

ストレス状況及ぼす影響を実施群と非実施群で比較検討した。その結果，実施群は非実施群と

比べて，仕事の心理的な負担感が軽減し，仕事がコントロールできる感じが増加した。

また，家族や友人からのサポートが増えた。仕事ストレスに焦点を当てたポジティ

ブ・ストレスマネジメント研修では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕事への熱中

度を高めるための指導を行い，それを継続させることを主眼としたストレスマネジ

メントプログラムが効果的である。	

	

Ａ．研究目的 

 職場のストレス軽減のために，ストレスチェック後の職場における対応に関心が集まっている。

本研究は，ストレスマネジメント研修会にポジティブストレスマネジメントの要素を入れ，その実施

継続が従業員のストレス状況に有効であるかを実証的に検討することを目的とした。	

	

Ｂ．研究方法 

手続き 

ストレスチェックを実施する対象事業所の職員を対象として，ストレスチェック結果の返却の後に

研修を実施し，研修プログラム実施の有無，および継続がワークエンゲィジメントおよびストレス

状況及ぼす影響を検討するものである。 

 マインドフルネス瞑想法を含むポジティブ・ストレスマネジメントプログラムを用いた研修を実施

する実験群と実施しない統制群を設け，2 ヶ月後に 2 度目のストレスチェックを実施し，ストレス緩

和効果を評価した。 

 更に２ヶ月後に統制群のみに同プログラム実施した。 
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仮説 

  実験群では，ストレスチェック 1 度目から 2 度目にかけてストレス状況を表す各種指標が低下

するか，統制群に比べて低くなることが予測され，２度目で両群の差は消失すると期待された。ま

た，ワーク・エンゲイジメントや職場の人間関係などのストレス仲介変数の動態との関係も検討さ

れた。 

１．対象者及び人数	

	 対象者は，大阪府枚方市内私立病院勤務者 364 名で，実験群 169 名（男 33，女 136）

と対照群 195 名（男 48，女 147）に分割された。グループ間で職種による片よりが出

ないよう，対象者を割り当てた。	

	 対象病院の管理部は，研究グループを補佐役としてストレスチェックを実施し，研

究分担者がその学術的，医学的サポートを行うことを期待しており，調査全般にわた

って協力的であった。	

２	 調査項目	

	 ストレスチェックは，8 月と 11 月の 2 度実施された。ストレスチェックに用いら

れた調査は，ストレスチェックシート（マークシート形式）および追加調査シートか

ら構成された。	

(1) 厚労省「ストレスチェック」	

	 57 問からなるストレスチェック項目は，	 A ストレスの原因 9 指標，B ストレス反

応 6 指標，および C ストレス反応に関係する他の因子 4 指標の合計 19 指標の算出に

用いられる。	

	 本研究では，厚労省のマニュアルに従って，対象者ごとにこれら 19 の指標を算出

した。	

(2) 追加調査シート	

	 ワークエンゲイジメント尺度 9 項目（島津,2010），幸福感尺度 4 項目(島井・大竹・

宇 津 木 ・ 池 見 ・ Sonja	 Lyubomirsky,	 2004) ， 朝 型 -夜 型 質 問 5 項 目 (Adan & 

Almirall,1991)，および生活習慣 7 項目から構成され，A4 用紙１枚表裏に印刷した。	

	(1)および(2)を専用封筒に入れて対象者に配付し，記入後郵送により回収した。な

お調査協力に対する謝礼等の供与はしなかった。	

3	 研修	

	 保健師による研修は	(1)ワークエンゲィジメントを高める，(2)強みのワーク，強

みを生かす，(3)マインドフルネス呼吸法でリラックス，及び(4)生活習慣の大切さの

４項目から構成された。研修は，附録に示す配布冊子（附録３）を用いて，講義と実

習形式で行われ，開始から終了まで 1 時間を要した。事後学習も可能な形式となって

いた。	

グループ	 	

実験群	 	 	 SC１	 研修	 SC２	 –--	

169(m33,f136)	
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統制群	 	 	 SC１	 —-—-	 SC２	 研修	

195(ｍ48,f147)	

SC：ストレスチェック	

図１	 研究デザイン	

	

	 実験群においては 2017 年 9 月 1 日，15 日の 2 回に分けて研修は実施された。統制

群への研修は，2018 年 2 月 1 日と 15 日の 2 回に分けて実施された。	

４.倫理面への配慮	

	 調査に際して，以下の説明を行った。	

	 職業性ストレス簡易調査表「ストレスチェック回答シート」に，以下の項目を記載

している。	

「但し個人が特定できない集約データとして，公衆衛生向上の研究などに利用する

ことがあります。これにご了解ご同意し参加いただけるなら，裏面の「個人情報の取

り扱いについて同意し，ストレスチェックをうけられますか？」の「はい」にチェッ

クをつけてください。同意いただけない場合，又は，ご参加されない場合は「いいえ」

にチェックをつけてください。」 

	 また，ストレスチェック配付時に，実施担当者から，ストレスチェックに加えて，

付加的な質問用紙が 1 枚追加されていることを説明した。	

	 説明者は，副院長（看護師長）が，職員全員を対象に，全体説明を行った上で概要

解説を行った。	

	 被験者のプライバシー確保に関する対策として，データから個人名を消去し，統括

用番号で管理した。	

	 研究結果の被験者への報告については，2018 年度研修会時においておこなった。	

	 ストレスチェックは職員全員が実施するものであり，被験者に不利益が生じない

よう従前の配慮がなされている。また同チェックリストはそれ自体侵襲性はない。付

加的調査用紙について，記入協力は被験者の意志により拒否も可能であることを事

前に説明しているので，検査実施についての不利益はない。	

	 研修プログラムは実験群のみが受講し，対照群には研修は実施されないので，対照

群の被験者にとって不利益であるとみなし，二回目のストレスチェックの 2 ヶ月後

に，対照群の被験者に対して研修を実施した。	 	

	 なお，研究代表者の山田冨美雄，および研究分担者の森下亮佑は，本学主催の研究倫理

指針に関する講習会（2017 年 6 月 30 日）を聴講し，受講証を取得している。  

	 研究分担者で医師の野田哲朗は，兵庫教育大学の同種の講習会に参加している。	

	

Ｃ．研究結果 

	研修を実施した実験群と，同期間研修を実施しない統制群について，ストレスチェ

ックで求められるすべての指標について，群（研修有無）×期間（8 月，11 月）の繰

り返しのある分散分析を行った。	



 
	

 92 

	 その結果，なんらかの有意な傾向が認められたものは次の 3 指標であった。	

	

	

図２	 心理的な仕事の負担（量）の８月〜11 月への変化に及ぼす研修の効果	

	

１）心理的な仕事の負担（量）	

	 図２に，心理的な仕事の負担（量）得点の，8 月および 11 月の平均の平均値（±

1SD）を，その間に研修を受講した実験群と研修を受講しなかった統制群の結果を

図示する。群×期間の分散分析の結果，心理的な仕事の負担（量）において，期間

×群の交互作用に有意な傾向が認められた（F(1,275)	=	3.405,	p<.10）.主効果

は有意ではなかった。	

	 心理的な仕事の負担度（量）は，8 月から 11 月の間に，研修を受けなかった

グループでは増加したが，研修を受けたグループでは逆に減少したことがわか

った。	

２）仕事のコントロール感	

	 図３に，仕事のコントロール感得点の 8 月および 11 月の平均値（±1SD）を，	

	

図３	 仕事のコントロール感の 2 月〜8 月への変化に及ぼす研修の効果	

	

実験群と統制群ごとに図示する。群×期間の分散分析の結果，仕事のコントロール感

において，期間×群の交互作用が有意であった	F(1,275) = 4.505,  p<05。主効果

は有意ではなかった。	
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	 研修を受けないグループの仕事コントロール感のなさ，8 月から 11 月までの間で

増加する一方，研修受講グループでは逆に減少し，仕事のコントロール感は増したこ

とがわかる。	

３）家族友人からのサポート	

	 図４に，家族・友人からのサポート得点の，8 月および 11 月の平均値（±1SD）を，

実験群と統制群ごとに図示する。群×期間の分散分析の結果，期間の主効果に有意な

傾向が示された(F (1,275) =2.796, p<.10)。交互作用は認められ	

	

図４「家族友人からのサポート」の 2 月〜8 月への変化に及ぼす研修の効果	

なかった。	

	 家族や友人から受けるサポートは，研修を受けたグループでは 8 月から 11 月まで

の間に増加したが，研修のないグループでは変化はなかったことがわかる。	

	 なお，上記３つの指標の他は，期間や研修の主効果も交互作用も有意ではなかった。	

	 以上から，本研究における研修によって，仕事の心理的な負担感は軽減したこと，

仕事がコントロールできる感じが増加したこと，および家族や友人からのサポート

が増えたことの 3 点が明らかとなった。	

	

Ｄ．考察 

	 仕事への裁量権が増し，他者からのサポートが増すことは，仕事による要請（task	

demand）感を軽減させることは，仕事ストレスのモデルに合致する。	

	 本研究でもちいたポジティブメンタルヘルス研修が，どのような経緯を経てこの

ような仕事ストレス軽減効果をもたらしたかについて，11 月のストレスチェック実

施時に追加した質問項目の分析から考察を加えたい。	

	 11 月の調査では，8 月の調査項目に加えて以下の質問を追加した。	

 

表２  追加した質問項目  

 

 研修の中にあったストレス低減のヒントであなたが取り組んだことについておたずねします。以下の質問に

お答えください。  

 

14 あなたのワークエンゲイジメント(仕事への意欲や情熱)をあげるために，何か取り組みましたか？  
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１ 全く取り組んでいない  ２ あまり意識していない ３ 少しは意識するようになった ４ かなり意識して

取り組んでいる  

 

15 強み発見のワークでみつけた自分の強みを職場で生かせていますか？ 

 １ 全く活かせていない  ２ どちらかと言うと活かせていない ３ どちらかと言うと活かせている ４ 十

分活かせている  

 

16 マインドフルネス呼吸法をどの程度実行しましたか？ 

 １ 全然やらない  ２ 週に 1～ 2 日はする  ３ 週 3～4 日はする  ４ ほぼ毎日する  

	

研修を受けたグループのみが回答した。	

研修内容について（１）ワークエンゲィジメントを上げる取り組み，（２）強み発見

のワークを職場で活かしているか，（３）マインドフルネスを継続しているかの 3 点

であった。	

	 以上の質問項目に対する回答カテゴリーごとに，時間経過によるワークエンゲィ

ジメント得点への影響を分析した。	

	 その結果，図 5 に示すように，ワークエンゲイジメントを上げようと，意識して取

り組むほどにワークエンゲイジメント得点が増加した。分散分析の結果，ワークエン

ゲイ ジメ ント を 上 げる 意識 的取 り組 み×時間 経過 の交 互作 用が 有意 出会 った

(F(2,154)=6.709,	p<.005)。	

	 また図６に示すように，強みを職場で生かせていると回答したグループでは，ワー

クエンゲイジメント得点は増加した。	

分 散 分 析 の 結 果 ， 強 み を 上 げ る 努 力 ×時 間 経 過 の 交 互 作 用 が 有 意 で あ っ た

(F(2,154)=7.13,	p<.001)。	

	 さらに，図７に示すように，マインドフルネス呼吸法を継続して実施している

	

図５	 ワークエンゲイジメントを上げる取り組みが，ワークエンゲイジメント得点に及

ぼす効果	

	

と回答したグループでは，ワークエンゲイジメント得点が増加しているようにみえ

るが，統計的には有意ではなかった。	
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図６	 強みを職場で生かす努力が，ワークエンゲイジメント得点に及ぼす効果	

図７	 マインドフルネス呼吸法の実行が，ワ

ークエンゲイジメント得点に	

及ぼす効果	

	

	 同種の分析を，幸福感についても行ったが，ワークエンゲイジメント尺度とほぼ同

様の結果が得られた。すなわち，	

（１）ワークエンゲイジメントを上げようと，意識して取り組んだグループの幸福度

得点は，まったくあるいはあまり意識していないと回答したグループより一貫して

高く，交互作用が有意であった（F(2,159)=2.448,	p<.10）。	

（２）強みを職場で生かせていると回答したグループでは，幸福感得点は増加したが

強みを生かせていないと回答したグループでは逆に低下し，交互作用が有意であっ

た(F(2,157)=4.878,	p<.01)。	

（３）マインドフルネス呼吸法については，幸福感得点に及ぼす有意な効果は認めら

れなかった。	

	

Ｅ．結論 

	 以上の結果をまとめると，以下の様になる。	

１	 強み，ワークエンゲイジメント，マインドフルネス呼吸法の指導からなる本研修

によって，仕事の心理的な負担感は軽減したこと，仕事がコントロールできる感じが

増加したこと，および家族や友人からのサポートが増えた。	

２	 研修のワークエンゲィジメント増加および幸福感増強効果は，ワークエンゲイ
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ジメントを意識して高める工夫をもち，仕事に強みを生かそうと努力することによ

ってもたらされる。	

３	 以上から，仕事ストレスに焦点を当てたポジティブストレスマネジメント研修

では，強みを仕事に活かし，自分なりの仕事への熱中度を高めるための指導を行い，

それを継続させることを主眼としたストレスマネジメントプログラムの開発が求め

られると結論づけたい。	
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分担研究報告書 

 

仕事ストレス緩和を目的としたポジティブメンタルヘルス研修の効果成立過程の検証 

 

研究分担者 

主任研究者 

山田冨美雄（関西福祉科学大学・教授） 

研究協力者 

野田哲朗（兵庫教育大学・教授） 

徳永京子（合同会社チームヒューマン社主） 

森下亮佑（シー･システム KK ストレスチェックサポートセンター） 

	

研究要旨：本研究では，就労者を対象としたポジティブメンタルヘルス研修として，

「強みに気づき，強みを活かす」ことを目標とするグループワークのストレス軽減効

果を検討した。2017 年度の医療機関就労者を対象とした評価研究では，研修によっ

て気づいた「強み」を，研修後の仕事に活かせた者ほどストレス緩和効果が強く，ワ

ークエンゲィジメントも向上することがわかった。そこで本研究では，研修受講者に

対して，研修後１月間，仕事に強みが活かせたかどうかを毎日記録させ，その結果に

基づいて対象者を 3 群に分け，ワークエンゲィジメント，主観的幸福感，およびスト

レス反応の，研修前から 1 ヶ月後への変化量を分析した。その結果，1 ヶ月間の強み

を活かせた程度が強いグループ程，ワークエンゲイジメントは向上し，主観的幸福感

は増加し，ストレス反応は低下する傾向を示したが，統計的には有意水準には至らな

かった。	

キーワード：強み（strength），職業性ストレス，ワークエンゲイジメント，幸福感	

	

	

Ａ．研究目的 

	 職場のストレスは，就労者の就業意欲に

影響し，幸福感やウェルビーイングの低下

に関係する。欠勤が増え，遅刻早退など職

場に居られない状態（absenteeism）や，出

社はするが心身の健康状態の悪化から期

待通り就労ができない状態（presenteeism）

を作り出す。いずれも，メンタルヘルス（心

の健康）悪化によるパフォーマンス低下を

導き，結果として労働生産性は低下する。

個人のウェルビーイング上の問題もさる

ことながら，産業組織にとっても解決すべ

き大きな問題である。職場のストレスは，

作業環境や人間関係などが原因となる。	

	 そこで厚生労働省では，職場のストレス

管理に注目し，2015 年 12 月から従業員 50

人以上の企業で年一回以上のストレスチ

ェックを行うことが義務化された。	

	 ストレスチェック制度そのものは，著者

らが大阪府立こころの健康総合センター

で開始した「ストレスドック」（野田・夏目

ら，1996,	1997；山田・野田ら,1999;	山
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田・野田ら 1998）の流れをくみ，健康な就

労者を対象とした，一次予防的アプローチ

であり，ストレスチェックの成績を本人に

フィードバックし，必要に応じて専門家に

よる相談，専門機関への受診，休職を含む

医療措置へとスムーズにつなげることを

目的としている。同時に個々の職場事のス

トレス度を他の部署と比較することや，標

準値からの逸脱度などと比較することに

よって，職場全体の健康度，ひいては産業

組織の活性化を実現しようとするもので

ある。	

	 ストレスチェック制度が開始して以来，

就労者のメンタルヘルス向上を目的とし

た各種の研修会が個々の事業所内で行わ

れている。いずれも，メンタルヘルスに関

する医学的知識をもとにした健康教育・健

康指導の類であり，すぐに役立つメンタル

ヘルス対策となるには至っていない。	

	 そこで我々は，メンタルヘルス研修のプ

ログラム内容に，ポジティブ心理学の知見

を 取 り 入 れ ， 自 分 の 強 み （ character	

strength）に気づき，仕事や日常生活にそ

の強みを積極的に活用する術を提供する

研修プログラムを作成し，病院就業者を対

象としてその効果を評価した（山田･野田･

徳永・森下,2018a･b）。その結果，研修によ

って気づいた自分の「強み」を，研修後の

2ヶ月間に仕事に活かせたと回答した者ほ

ど，ストレス緩和効果が強く，ワークエン

ゲィジメントも向上することがわかった。	

	 そこで本研究では，強みを積極的に日常

の仕事に生かすように指導ポイントを明

瞭にし，「強み活用」に焦点を当て，1 月間

の強み活用セルフモニタリングを対象者

に課し，強み活用が，ワークエンゲイジメ

ント，主観的幸福感，ならびにストレス指

標への改善効果にいかに作用するかを検

討した。	

	

Ｂ．研究方法 

手続き 

	 	 ストレスチェックを実施する対象事

業所の職員を対象として，ストレスチェッ

ク結果の返却後に，強みへの気づきを「強

み発見シート」（山田,2016;図１）と補助

資料（図２）を用いて自己評価させ，強み

を職場に活かすことをテーマにグループ

ワークを実施した。その後 1 ヶ月間，強み

が活用できたかどうかを「強み活用記録」

（図 3）を用いて日々記入するよう求めた。	

	

	

図１	 強み発見シート	

	

図２	強みを仕事に生かすための補助資料	
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図 3	 強み活用記録	

	

調査項目	

		 研修直後と約 1 ヶ月後の 2 回，質問紙

を用いて，職業性ストレス，主観的幸福感，

およびワークエンゲイジメントを評価し

た。	

	 職業性ストレス：	 厚労省提唱の 54 項

目からなるストレスチェックのうち，仕事

ストレスに関係する 6 問と，他者からのサ

ポートに関する３問を用いた。	

	 主観的幸福感：	 幸福感尺度は，島井・

大竹・宇津木・池見・Sonja	 Lyubomirsky

（2004）の４項目を用いた。	

	 ワークエンゲイジメント：	 島津（2010）

によるワークエンゲイジメント尺度 9 項

目を用いた。	

	 ２度目の評価結果は，1 ヶ月間の強み活

用記録とともに担当者を介して回収した。	

対象者及び人数	

	 対象者は，大阪府 H 市の職員 32 名であ

り，26 名（男性	 ６名，女性 20 名）の有

効回答について分析を行った。	

	 研修は表１に示すように３回に分けて

実施され，その日から 1 ヶ月間，図 6 に示

す「強み活用記録」を用いて，強み活用セ

ルフモニタリングが課された。	

	 すべての強み活用セルフモニタリング

シートは，12 月 17 日までに調査とりまと

め役の N 次長が回収を行った。	

	

表１	 研修日の異なる３群	

	 	 研修日〜モニタリング終了日（人数）	

Gr１：10 月 30 日〜11 月 30 日（７人）	

Gr２：11 月 9 日〜12 月 9 日（１１人）	

Gr３：11 月 16 日〜12 月 16 日（８人）	

	

研修	

	 実施者：	 共同研究者の保健師（徳永）

が，３回すべての研修を行った。研修内容

はすべて録画ないし録音を行い，３回の研

修内容を事後チェックし，ほぼ同じ時間配

分で予定された項目を講義ないし実習し

たことが確かめられた。	

	 構成：	 研修内容については，以下の 4

セッションから構成された。	

S1（-10 分）：導入部。職場のストレスの事

例紹介。	

S2（10-30 分）：24 項目からなる強み尺度

の実施および自分の強みの確認。グループ

メンバー間で結果の共有。	

S3（30-50 分）：強みを活かすをテーマにグ

ループワーク。	

S4（50-60 分）：強み活用セルフモニタリン

グシートの配付ならびに記入法等解説。	

	 強み活用記録の分析：	 	 強み活用記録

の記入内容を分析し，活用数が多い程，ワ

ークエンゲイジメントと主観的幸福感が

向上し，各種ストレス指標は低下すると仮

定された。	
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Ｃ．研究結果 

	 強み活用記録に記載の日数を数え，３１

日のうち強みが仕事に活用できたと自覚

した「強み実行日数」とみなした。図 4 は，

その度数分布を示す。平均 12.8±9.9（N=26）

であり，分布形は正規分布とはならなかっ

た。毎日実行できたと回答したのは４名で

あった。	

	 31 日間の強み実行日数に基づき，均等

に 0〜5 日，６〜13 日，14〜31 日の 3 群に

分けた（図 5）。	

	

	

図 4	 強み活用日数の度数分布	

	

	

図 5	 強み活用日数で分けた３群別度数	

	

	 種々の指標について，研修前後（２）×

群（３）の繰り返しのある２要因 ANOVA を

実施した。	

	

ワークエンゲイジメント	

	 図 6 に，強み活用日数別，研修前後の平

均ワークエンゲイジメント得点を図示す

る。分散分析の結果，強み活用と研修前後

の主効果，強み活用×研修前後の交互作用

のどれも有意ではなかった。図からは，強

み活用が増すにつれて，ワークエンゲイジ

メント得点が高く，また研修前から研修後

への増加量も多いようにみえるが，統計的

な支持は得られなかった。	

	 そこで，強み活用日数と，研修前から研

修後へのワークエンゲイジメント得点の

増加量の相関を分析したが，散布図による

検討を行ったが，有意な相関関係は認めら

れなかった（図 7）。	

	

図 6	 強み活用日数別，研修前後の平均

ワークエンゲイジメント得点	

	

図 7	 強み活用日数と研修前から研修後

へのワークエンゲイジメント得点増加量

の散布図	
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	 図 8 に，強み活用日数別，研修前後の平

均主観的幸福感得点を図示する。分散分析

の結果，なんら有意な効果は認められなか

った。強み活用日数と，研修前から研修後

への主観的幸福感得点の増加量の相関を

分析したが，有意な相関関係は認められな

かった（図 9）。	

	

図 8	 強み活用日数別，研修前後の平均

主観的幸福感得点	

	

図 9	 強み活用日数と研修前から研修後

への主観的幸福感得点増加量の散布図	

	

仕事の負担感	

	 図 10 に，強み活用日数別，研修前後の

平均仕事の負担感得点を図示する。図から

は強み活用日数が増すと平均仕事の負担

感得点が増すように見えるが，分散分析の

結果，なんら有意な効果は認められなかっ

た。	

	 強み活用日数と，研修前・後の仕事の負

担感得点の相関を分析したが，有意な相関

関係は認められなかった（図 14）。	

	

図 10	 強み活用日数別，研修前後の平均

仕事の負担感得点	

	

	

図 11	 強み活用日数と，研修前（右），研

修後（左）の仕事の負担感得点の関係	

	

仕事のコントール感	

	 図 12 に，強み活用日数別，研修前後の

平均仕事のコントール感得点を図示する。

分散分析の結果，なんら有意な効果は認め

られなかった。また強み活用日数と，研修

前・後の仕事のコントール感得点の相関を

分析したが，有意な相関関係は認められな

かった（図 13）。	

	

D. 考察 

	 先の研究（山田冨美雄・野田哲朗・徳永

京子・森下亮,2018a・ｂ）から，強みに気

づ き ， そ の 強 み を 以 後 の 仕 事 や 生 活
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図 12	 強み活用日数別，研修前後の平均

仕事のコントロール感得点	

	

	

図 13	 強み活用日数と，研修前（右），

研修後（左）の仕事のコントロール感	

得点の関係	

	

の場に活かすことを意図したポジティブ

メンタルヘルス研修によって，仕事に対す

るポジティブな取り組み（ワークエンゲイ

ジメント）が高まり，その結果として仕事

ストレスが軽減することが示唆された。	

	 本研究は，強みに気づき，それの強みを

仕事に活かしたと認知することが，ワーク

エンゲィジメントを高めると仮定し，本研

究を計画した。すなわち，1 ヶ月間にわた

る，強み活用記録から，強みを活用できた

者ほどワークエンゲイジメントを高め，そ

の結果仕事ストレスが軽減されると仮定

した。	

	 結果は，研修後の 1 ヶ月間に強みを活用

できた程度が高いグループ程，ワークエン

ゲイジメントは向上し，主観的幸福感は増

加し，ストレス反応が低下するという，当

初の仮定通りの傾向は示したが，有意水準

には至らなかった。	

	 統計的支持が得られなかったことは，分

析に用いた対象者数が 26 名と少なかった

ことが関係することは否めないが，研修後

の強み活用のセルフモニタリング期間が

１ヶ月間と，先の報告の半分と短かったこ

とも関係するとおもわれる。	

	 今後は統計的支持が得られるよう，対象

者数を増し，研修後のセルフモニタリング

期間を２ヶ月に延長することによって，再

検証する必要があるだろう。	
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平成 28〜30 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

（H28-労働-一般-002） 

主任：竹中晃二 

 

分担研究報告書 

就労者を対象としたメンタルヘルスプロモーションの試験的介入 

 

主任研究者 

島崎 崇史（早稲田大学人間科学学術院・助手） 

 

研究要旨  

 

	 本研究では，就労者を対象として，メンタルヘルスプロモーションに関する情報を提供

する試験的な介入プログラムを実施し，介入による肯定的な影響について検討をおこなっ

た。対象は，東北地方の A 県にある 6 事業所（介入群 5 事業所：n = 573，統制群 1 事業

所：n = 27）であった。介入群には月 1 回，3 ヶ月間にわたり，リーフレット，プロモー

ションビデオ，ニューズレター，およびポスターを用いてメンタルヘルスプロモーション

に関する知識提供をおこなった。情報の内容は，西オーストラリアを中心として実践され

ている心の健康増進の枠組みであるアクト・ビロング・コミット・メンタリィヘルシーキ

ャンペーンを参考に構成した。主要評価項目は，職業性ストレスであった。副次評価項目

は，メンタルヘルスプロモーション行動であった。また，介入群については，介入プログ

ラムの感想についても回答を得た。線形混合モデルによる分析の結果，群間に介入による

影響の差異は認められなかった。また，プログラムへの感想については，ニューズレター

の文字の大きさ，内容，および配信方法の改善といったカテゴリが抽出された。本研究の

結果，メンタルヘルスプロモーションを意図した介入プログラムの開発においては，我が

国の就労状況や文化的な文脈を考慮する必要が明らかになった。  

 

Ａ．研究目的 

	 本研究班の目的は，心の健康増進（メンタ

ルヘルスプロモーション）を支援する介入プ

ログラムの開発と有用性の評価である。申請

研究の初年度にあたる平成 28 年度において

は，西オーストラリアを中心として実践され

ている心の健康増進の枠組みであるアクト・

ビロング・コミットメンタリィヘルシーキャ

ン ペ ー ン （ Act-Belong-Commit Mentally 

Healthy Campaign：Donovan, James, Jalleh, & 

Sidebottom, 2006； Donovan, Henley, Jalleh, 

Silburn, Zubrick, & Williams, 2007）の枠組みを

参考に，メンタルヘルスプロモーションに関

する知識提供を意図した試験的な介入プロ

グラムを開発・試行し，就労者のストレス状

況の改善，および心の健康増進に貢献する行

動（メンタルヘルスプロモーション行動）の

改善に対する有用性について検討した。また，

介入プログラムの改善点についても検討を

おこなった。  

 

Ｂ．研究方法 
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（1）研究デザイン 

	 本研究では，介入への参加に対して希望の

あった 5 事業所，および心の健康調査のみへ

の参加希望のあった 1 事業所を対象として，

非ランダム化比較試験をおこなった。 

（2）対象者 

	 対象者は，東北地方にある A 県の 6 事業所

に在籍する 942 名の就労者であった。また 1

事業所（32 名）は，心の健康状態に関する調

査にのみ希望があったため，統制群としての

協力を依頼し，許諾を得た。対象者の採択 /除

外について，Figure 1 に示す。最終的に，介入

群 573 名，および統制群 27 名を分析対象と

した。  

（3）介入 

	 本介入プログラムは，3 ヶ月間にわたり実

施された。介入プログラムの基本的な理論的

背景としては，アクト・ビロング・コミット・

メンタリィヘルシーキャンペーン（Donovan 

et al., 2006；2007）を中心に構成した。具体的

には，当該理論を翻訳・改定した竹中（2012）

の心の ABC 活動の内容に基づき，アクト

（Act）：心と身体の活動性を維持・向上させ

る，ビロング（Belong）：集団に所属し帰属意

識を高める，およびコミットあるいはチャレ

ンジ（Commit or Challeng）：他者の役に立つ

行動をおこなう・新規活動に挑戦する，の内

容を中心に情報提供をおこなった。基本のプ

ログラムとしては，（a）リーフレットの配布

（開始時），（b）プロモーションビデオの上映

（開始時），（c）ニューズレターの配布（毎月

1 回，全 3 回），および（d）ポスターの設置

（常設），をおこなった。Table 1 に，本研究

で用いた情報媒体の概要を示す。  

（4）アウトカム 

	 本研究における主要評価項目は，職業性ス

トレスであった。職業性ストレスについては，

下光（2005），および Inoue et al.（2014）の構

成した職業性ストレス簡易調査票における，

活力，いらいら感，疲労感，不安感，および

抑うつ感を測定する項目を用いて評価をお

こなった。  

	 副次評価項目は，心の健康増進に貢献する

行動であるメンタルヘルスプロモーション

行動であった。メンタルヘルスプロモーショ

ン行動については，島崎・李・小沼・飯尾・

竹中（2015）の構成したメンタルヘルスプロ

モーション行動評価尺度を用いて評価をお

こなった。  

	 また，介入群の対象者からは，プログラム

に参加しての感想についても自由記述によ

り回答を得た。  

（5）分析 

	 主要評価項目，および副次評価項目の分析

については，介入条件の要因（介入群・統制

群），および測定時期の要因（事前・事後）に

よる 2 要因の線形混合モデル（Linear mixed 

model）により分析をおこなった。また，効果

量 R2 についても Field（2005）の方法に基づ

き算出した。効果量の判定基準は，R2 >0.01：

効果量小，R2 >0.09：効果量中，および R2 

>0.25：効果量大とした（Cohen, 1988）。 

	 プログラムに参加しての感想については，

Braun & Clarke (2006)のテーマ分析の手続き

を用いて分析をおこなった。なお，本研究で

は，プログラムの改善に寄与する内容分析を

意図していたため，テーママップについては

作成をおこなわなかった。  

	 分析には，IBM SPSS 22.0 および R version 

2.9.2 をもちいた。  

 

Ｃ．研究結果 

（1）対象者の属性 

	 対象者の属性を Table 2 に示す。 

（2）職業性ストレスの改善 

	 分析の結果，有意な交互作用は認められな

かった（Table 3）。 

（3）メンタルヘルスプロモーション行動の
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改善 

	 分析の結果，有意な交互作用は認められな

かった（Table 4）。 

（4）プログラムに参加しての感想 

	 プログラムに参加しての感想については，

n = 27 より回答が得られた。分析の結果につ

いて，Table 5 に示す。分析の結果，文字の大

きさの改善，内容の具体化，および電子版で

の配信，といった改善への要望が確認された。 

 

Ｄ．考察 

	 本研究では，メンタルヘルスプロモーショ

ンに関する知識提供による肯定的な影響に

ついて検討をおこなった。その結果，本研究

の対象者においては，メンタルヘルスプロモ

ーションの実践的な枠組みを示したアクト・

ビロング・コミット・メンタリィヘルシーキ

ャンペーンの知見を適応した介入による肯

定的な影響を確認することはできなかった。	  

	 本研究において十分な成果が認められな

かった要因としては，西オーストラリアとは

異なる我が国の労働に関する文化的な背景

（Hyder & Morrow, 2012），や就労状況，所得，

家族の状況等の社会経済学的要因（Molarius 

et al., 2009）が介入により推奨した心の ABC

活動の実行可能性に影響しているためであ

ると考えられる。また，本研究の対象事業所

には，東日本大震災において甚大な被害を受

けた地域の事業所も含まれている。そのため，

災害ストレスの要因も影響している可能性

が懸念される。今後は，これらの社会経済的

変数の与える効果の検討，および本研究デー

タを用いて事業所ごとのサブグループ分析

についても進めていく必要がある。  

	 プログラムの体裁・内容・配信方法につい

ては，対象者の感想により改善点が指摘され

ていたため，情報提供の方法についてもさら

なる検討が必要であると考えられる。本プロ

グラムは，情報の提供者が対象者に対して一

方通行型に情報提供をおこなう，対象者にと

って受動的な介入（passive intervention：Michie, 

Abraham, Whittington, McAteer, & Gupta, 2009）

であり，対象者が能動的に自身のメンタルヘ

ルスプロモーションに従事することができ

なかった点も要因として挙げられる。 

	 本研究により得られた知見をもとに次年

度は，本研究成果の学術的成果公表に加え，

我が国の社会的文脈に即したプログラムを

開発するために，（a）介入効果を媒介する変

数の特定，および（b）社会経済的状況を含む

対象者の文脈とメンタルヘルスプロモーシ

ョン行動の実行可能性との関連性について

の検討し，本プログラムをより実践に即した

形に修正する。このような手続きで研究を進

め，最終年度には，一般化可能性の高いメン

タルヘルスプロモーション介入プログラム

の内容を構成し，無作為統制化試験による効

果の検証を目指す。  

	 本研究の限界点としては，対象となる企業

が自由意志による参加であったため，検定力

分析に基づくサンプルサイズの検討をおこ

なっていない点，統制群が 1 事業所に限られ

ている点，E 事業所の対象人数が著しく多い

点が挙げられる。  

 

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，メンタルヘルスプロモーシ

ョンを意図した介入においては，対象者の就

労環境や社会経済学的変数の影響力を考慮

した上での情報提供が必要であること，およ

び対象者が能動的に参加できるよう情報の

提供方法について検討する必要性が示唆さ

れた。  

 

Ｇ．研究発表 

なし  
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし  
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 分担研究報告書 

 

メンタルヘルス・プロモーション行動パターンとストレス状況との関連 

 

研究分担者 

島崎 崇史（上智大学文学部・講師） 

上地 広昭（山口大学教育学部・准教授） 

竹中 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授）  

 

研究要旨：本研究の目的は，就業者を対象としてメンタルヘルス・プロモーション行動の

実施パターンを類型化し，活動型による職業性ストレスの状況について比較をおこなうこ

とであった。調査に対しては，6 企業で就労する 762 名から回答が得られた。調査内容

は，メンタルヘルス・プロモーション行動評価尺度，および職業性ストレス簡易調査票で

あった。クラスター分析の結果，個人活動型（n = 95），非活動型（n = 283）  ，身体活動

型（n = 164）  ，多活動型（n = 64）  ，および文化活動型（n = 156）の 5 つの活動型が抽

出された。職業性ストレスとの関連性については，活力において活動型による差異が認め

られ，多活動型が最も高く，個人活動型，身体活動型，文化的活動型の間には差異が認め

られなかった。一方，非活動型は，活気が低く，イライラ感，疲労感，抑うつ感が高かっ

た。本研究の結果から，メンタルヘルス・プロモーション行動は，個人の趣向性に併せて

実施することで，職業性ストレスの改善に貢献する可能性が示唆された。  

 

Ａ．研究目的 

	 本研究班では，  「日常生活の中で実践

可能なこころの健康を促進する行動」であ

るメンタルヘルス・プロモーション行動と

職業性ストレスとの関連性について検討

を進めてきた。昨年度までの研究成果とし

て，メンタルヘルス・プロモーション行動

の実施状況を評価する尺度の構成，および

横断研究により職業性ストレスにおける

活力との正の相関，抑うつ感との負の相関

を確認している。一方で，メンタルヘルス・

プロモーション行動は，就労者の趣向性に

より，複数の行動が組み合わせて実施され

ている可能性がある。たとえば，運動やス

ポーツを好む者は，気晴らしとして身体活

動を実施することによりこころの健康を
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保持・増進していると考えられる。一方で

このような者は，博物館や美術館に行くと

いった行動によりこころの健康増進を図

っているとは考え難い。逆の行動パターン

を有する者も当然存在すると考えられる。 

	 本研究の目的は，中小企業の就業者を対

象としてメンタルヘルス・プロモーション

行動の実施パターンを明らかにし，職業性

ストレスとの関連性を明らかにすること

であった。  

Ｂ．研究方法 

1）対象者 

	 対象は，東北地方の中小企業 6 事業所に

就労する 942 名であった。対象者は，全国

健康保険協会岩手支部の協力により募集

された。  

2）調査内容 

（1）回答者の属性 

	 性別，年齢，および業態について回答を

得た。  

（2）職業性ストレス状況 

	 下光（2005）の職業性ストレス簡易調査

票における，活気，イライラ感，疲労感，

不安感，および抑うつ感を測定する 18 項

目について回答を得た。 

（3）メンタルヘルス・プロモーション行動

実施状況 

	 島崎他（2015）の構成した，メンタルヘ

ルス・プロモーション行動評価尺度（Table 

1）をもちい，メンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動の実施状況について 5 件法（全く

おこなっていないーよくおこなっている）

により回答を得た。 

3）分析 

	 分析においては，メンタルヘルス・プロ

モーション行動尺度の 8 項目全てに対し

て回答が得られた 762 名を対象とした。 

	 就業者のメンタルヘルス・プロモーショ

ン行動実施パターンについては，Ward 法

によるクラスター分析をおこなった。 

	 行動パターンと就業ストレスとの関連

性の検討については，抽出された行動パタ

ーンを独立変数，職業性ストレスを従属変

数とする一元配置の分散分析をおこなっ

た。多重比較検定については，Scheffe の方

法をもちいた。分析には，IBM SPSS 17.0

をもちいた。  

4）倫理的配慮 

	 本研究におけるデータの収集について

は，全国健康保険協会の個人情報保護規定

に則りおこなわれた。対象者には，調査票

の冒頭に本研究の目的，および収集された

データは匿名化した上で研究に用いられ，

成果の公表をおこなうこと，自由意志によ

り研究への不参加・中止を選択できること

を説明し，質問紙への回答をもって同意が

得られたと判断した。 

Ｃ．研究結果 

1）クラスター分析による行動実施パター

ンの抽出 

	 分析の結果，5 つの行動パターンが抽出

された（Figure 1）。本研究における各クラ

スターの人数は，個人活動型（n = 95），非

活動型（n = 283） ，身体活動型（n = 164） ，

多活動型（n = 64） ，および文化活動型（n 

= 156）  であった。
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2）行動実施パターンによる職業性ストレ

スの差異 

	 一元配置分散分析の結果を Figure 2に示

す。分析の結果，活気，イライラ感，疲労

感，抑うつ感において有意な主効果が確認

された。多重比較検定の結果，非活動型は，

他のクラスターと比較して活気が有意に

低かった。加えて，他のクラスターと比較

して，イライラ感，疲労感，および抑うつ

感が有意に高かった。 

Ｄ．考察 

	 本研究では，メンタルヘルス・プロモー

ション行動の実施パターンについて検討

し，職業性ストレスとの関連性について検

討をおこなった。  

	 その結果，活力においては，非活動型が

他の活動型と比較して有意に低いことが

明らかになった。同様に，非活動型は，イ

ライラ感，疲労感，および抑うつ感が他の

活動型よりも高かった。 

	 すべての活動を積極的におこなってい

る多活動型，集団ではなく個人での活動を

好む個人活動型，身体を動かす活動を好む

身体活動型，読書や音楽鑑賞といった活動

を好む文化活動型における差異について

は，多活動型の活力が有意に高かったもの

の，その他の要因についてはほとんど差異

が確認されなかった。そのため，メンタル

ヘルス・プロモーション行動は，個人の趣

向性に合わせて快活動を積極的におこな

うことにより，職業性ストレスを低減させ

る可能性が確認された。 

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，メンタルヘルス・プロモ

ーション行動は，個人の趣向性に併せて実

施することで，職業性ストレスの改善に貢

献する可能性が示唆された。今後は，各行

動パターンとストレス状況との関連にお

ける，社会経済学的変数の影響を明らかに

し，対象者の属性に合わせた支援のあり方

について検討が必要である。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし  

2.  学会発表 

島崎崇史・飯尾美沙・上地広昭・竹中晃二

（2017）．メンタルヘルス・プロモーショ

ン行動パターンとストレス状況との関連	

日本ストレスマネジメント学会第 16 回大会・研

修会抄録集 p.19 

島崎崇史・上地広昭・竹中晃二（2017）．メンタ

ルヘルス・プロモーション行動による職業性スト

レス予測モデルの構築 日本心理学会 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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平成28〜30年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

 分担研究報告書 

 

社会経済・人口統計学的変数によるメンタルヘルス・ 

プロモーション行動の実施格差 

 

研究分担者 

島崎 崇史（上智大学文学部・講師） 

上地 広昭（山口大学教育学部・准教授） 

竹中 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 

	 本研究の目的は，（a）社会経済・人口統計学的変数によるメンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動（mental health promotion behavior: MHPB）実施状況の差異について検討するこ

と，および（b）MHPB 実施状況の予測における社会経済・人口統計学的変数とセルフエ

フィカシーの相対的な貢献度について検討すること，であった。20-70代の成人 3,600 名

に対して，社会経済・人口統計学的変数（性別，年代，配偶者の有無，育児の有無，介護

の有無，労働形態，就労時間，就労に対する満足度，就労している企業規模，収入，職

種，および精神疾患の既往症），MHPB の実施状況，および実施に対するセルフエフィカ

シーについて調査をおこなった。分析の結果，社会経済（雇用形態，就労満足度，就労す

る企業規模，年収），および人口統計学的変数（性別，年代）による差異が認められ，特
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に若年層および社会経済的弱者の MHPB の実施率が低いことが明らかになった。また，

MHPB の実施を予測する変数としては，社会経済・人口統計学的変数よりもセルフエフ

ィカシーの影響が高いことが明らかになった。 

 

Ａ．研究目的 

	 社会的不利と健康状態との関連性につ

いては，多くの研究がなされている。この

ようないわゆる健康格差の問題について

の研究では，所得，学歴，職業階層といっ

た社会経済学的に不利な者の健康状態が

不良であると指摘されている（近藤，2012）。 

	 健康格差は，身体的な健康にとどまらず，

精神的な健康においても生じることが明

らかになっている（堤・井上・島津・高橋・

川上・栗岡・江口・宮木・遠田・小杉・戸津

崎，2015）。健康格差を生じさせる社会経済

変数を探索した研究が充実する一方で，格

差を生じるメカニズムについては，更なる

研究の拡充が求められている。 

研究者らは，日常生活において活力を増

強させ，メンタルヘルス問題の予防に貢献

する活動である，メンタルヘルス・プロモ

ーション行動（Mental health promotion 

behavior：以下 MHPB とする：島崎・李・

小沼・飯尾・竹中，2015）を同定し，気分感

情に与える影響について明らかにしてき

た。しかしながら，社会経済的に不利な状

況に置かれている者においては，厳しい生

活環境から MHPB を実施することができ

ず，結果として心の健康格差を生じている

可能性が懸念される。さらに，これまでの

社会疫学領域を中心とする健康行動変容

に関する研究においては，健康行動の実施

が人の意思よりも社会環境に起因する部

分が大きいという主張がなされてきた。し

かしながら，社会経済・人口統計学的な変

数と，行動変容型の介入研究で行動の実施

を予測する心理的な変数であるセルフエ

フィカシー（Self efficacy：以下 SEとする）

との行動予測における相対的な貢献度の

差異については，研究が少ない。 

そこで本研究では，（a）社会経済・人口

統計学的変数による MHPB 実施状況の差

異について検討すること，および（ b）

MHPB 実施状況の予測における社会経済・

人口統計学的変数と SE の相対的な貢献度

について検討することを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

1）対象者 

対象者は，インターネット調査企業（株式

会社クロス・マーケティング）にモニター

として登録している 20〜70代の成人 3,600

名であった。調査では，性別および年代が

均等になるようサンプリングされた。調査

は，本調査用に作成されたウェブサイト上

でおこなわれた。  

2）調査内容 

（1）社会経済・人口統計学的変数 

対象者の特徴を把握するために，人口統

計学的変数（性別，年代，配偶者の有無，

育児の有無，介護の有無，精神疾患の既往

症）および社会経済変数（労働形態，就労

時間，就労に対する満足度，就労している

企業規模，収入，職種）について回答を得

た。  

（2）MHPB の実施状況  

	 活力を高め心の健康増進に貢献する行動

の実施状況については，島崎他（2015）の構

成した MHPB 評価尺度を用いた。MHPB 評

価尺度は，MHPB1：身体活動，MHPB2：平

日文化的活動，MHPB3：休日文化的活動，

MHPB4：対人コミュニケーション，MHPB5：
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積極的リラクセーション行動，MHPB6：ボラ

ンティア活動，MHPB7：新規活動への興味と

参加，および MHPB8：集団への所属，の 8

つの行動の実施について，「全く行っていな

い－よく行っている」の 5 件法により回答を

得た。  

（3）MHPB 実施に対する SE 

MHPB の実施に対する SE については，

MHPB 尺度を構成する 8 項目について，そ

れぞれ結果予期，および効力予期に関する質

問項目 16 項目を設定した。結果予期につい

ては，「以下に示す活動を日常生活の中で気

晴らしや趣味としておこなうことは，あなた

自身のストレスの解消やメンタルヘルスを

良い状態に保つために有効だと思いますか」

という設問に対して，1 全く有効だと思わな

い，2 あまり有効だと思わない，3 どちらと

も言えない，4 やや有効だと思う，および 5

とても有効だと思う，の 5 件法で回答を得

た。信頼性については，Cronbach の α 係数

が .907，Spearman-Brownの折半法による検討

の結果が r = .850 であり，十分な信頼性が認

められた。妥当性については，確認的因子分

析の結果，GFI =.967，AGFI = .928，CFI = .973，

RMSEA = .088 でありモデル適合度は十分に

採択の基準を満たしていた。効力予期につい

ては，「以下に示す活動を日常生活の中で気

晴らしや趣味として，継続的に行なっていく

自信について，最も当てはまるものに丸印を

つけてください」という設問に対して，1 行 

いたいと思わない，2 全く自信がない，3 あ

まり自信がない，4 どちらとも言えない，5

やや自信がある，および 6 とても自信があ

る，の 6 件法により回答を得た。信頼性につ

いては，Cronbach の α 係数が .886，Spearman-

Brown の折半法による検討の結果が r = .831

であり，十分な信頼性が認められた。妥当性

については，確認的因子分析の結果，GFI 

=.958，AGFI = .912，CFI = .957，RMSEA = .100

でありモデル適合度は十分に採択の基準を

満たしていた。 

3）分析 

	 社会経済・人口統計学的変数については，

単純集計をおこなった。 

	 社会経済・人口統計学的変数による

MHPB 評価尺度の合計得点の差異につい

ては，効果を検討する要因を除く社会経

済・人口統計学的変数を共変量とした共分

散分析をおこなった。要因の主効果が認め

られた場合については，Bonferroni の方法 

n %
Gender 1800 50.00

Male 1800 50.00
Female

Age
20-29 600 16.67
30-39 600 16.67
40-49 600 16.67
50-59 600 16.67
60-69 600 16.67
70-79 600 16.67

Martial status
Yes 2114 58.72
No 1486 41.28

Parenting
Yes 1815 50.42
No 1785 49.58

Home nursing care
Yes 186 5.17
No 3414 94.83

Employment status
Non-regular employment 624 17.33
Permanent employment 1271 35.31
Self-employment 288 8.00
Not working or retirement 1155 32.08
Other 262 7.28

Working time
Within legal working hour (< 8 hour/day) 1758 48.83
Within Acceptable overtime working ( < 12 hour/day) 593 16.47
Over  the critical line for  death by overwork (>12 hour/day) 83 2.31
Not working or non response 1166 32.39

Satisfaction for working environment
Dissatisfied 486 13.50
Neither dissatisfied nor satisfied 1190 33.06
Satisfied 769 21.36
Not working or non response 1155 32.08

Company size
Small to medium 1571 43.64
Large 844 23.44
Not working or non response 1185 32.92

Table 1 Participants characteristics



	

 119 

 

による多重比較検定をおこなった。 

社会経済・人口統計学的変数による

MHPB を構成する各行動の実施状況（非実

施・実施）の差異については，ロジスティ

ック回帰分析により検討おこなった。ロジ

スティック回帰分析の実施に際しては，

MHPB 評価尺度への回答をもとに「全くお

こなっていない」，あるいは「あまり行っ

ていない」と回答した者を非実施者，およ

び「ときどき行っている」，「しばしば行っ

ている」，「よく行っている」を実施者とし

てダミー変数へと変換した。共分散分析と

同様に，効果を検討する要因を除くその他

の社会経済・人口統計学的変数については，

共変量とした。  

MHPB 実施状況予測における社会経済・

人口統計学的変数とセルフエフィカシー

の相対的な貢献度については，MHPB 評価

尺度合計得点を従属変数，社会経済・人口

統計学的変数，および SE（結果予期・効力 

n %
Income (Yen / year)

No income or no response 1357 37.69
~ ¥ 990,000 368 10.22
¥ 1,000,000 ~ 1,990,000 353 9.81
¥ 2,000,000 ~ 2,990,000 361 10.03
¥ 3,000,000 ~ 3,990,000 322 8.94
¥ 4,000,000 ~ 4,990,000 213 5.92
¥ 5,000,000 ~ 5,990,000 183 5.08
¥ 6,000,000 ~ 6,990,000 121 3.36
¥ 7,000,000 ~ 7,990,000 112 3.11
¥ 8,000,000 ~ 8,990,000 77 2.14
¥ 9,000,000 ~ 9,990,000 44 1.22
¥ 10,000,000 ~ 89 2.47

Business type
Agriculture, Forestry and Fisheries 14 0.39
Mining and quarrying 1 0.03
Manufacture 362 10.06
Essential utilities 27 0.75
Disposal of waste 2 0.06
Building industry 135 3.75
Wholesaling 239 6.64
Automobile business 14 0.39
Traffic business 98 2.72
Lodging and restaurant industry 67 1.86
Information communication technology 89 2.47
Finance and  insurance 81 2.25
Real estate industries 66 1.83
Science 101 2.81
Management support 28 0.78
Official affairs and national defense 96 2.67
Education 149 4.14
Health and hygiene 51 1.42
Art and entertainment 40 1.11
Other service 377 10.47
Employer 13 0.36
Exterritoriality 16 0.44
Other 349 9.69
No response 1185 32.92

Psychiatric consultation history
No 3354 93.17
Yes 246 6.83

Table 1 Participants characteristics (Continue)
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予期）を独立変数とするカテゴリカル回

帰分析により，相対的な影響力を推定した。

有意確率は，†p <.10，*p <.05，および**p 

< .01 として表記した。 

	 分析には，IBM SPSS 24，および R version 

3.4.3 をもちいた。  

（4）倫理的配慮 

	 本研究は，早稲田大学人を対象とする研

究に関する倫理審査委員会の承認を得て

おこなった（承認番号：2016-278）。 

 

Ｃ．研究結果 

1）回答者の属性 

	 回答者の属性を Table 1 に示す。本研究

では，回答が得られた 3,600 名すべてのデ

ータをもちいて分析をおこなった。 

2）回答者の属性による MHPB 評価尺度得点

の差異 

M SE 95%CI F df f Post-hoc analysis 
Gender 18.83 0.15 [18.53, 19.13] 4.43* 1 0.03 a-b*

Male a 19.30 0.15 [19.00, 19.60]
Female b

Age
20-29 a 18.68 0.28 [18.13, 19.22] 23.20** 5 0.18 a-e*, f**

30-39 b 17.90 0.26 [17.38, 18.42] b-f**

40-49 c 17.75 0.26 [17.23, 18.26] c-e**, f**

50-59 d 18.46 0.26 [17.94, 18.98] d-e**, f**

60-69 e 20.01 0.27 [19.48, 20.53] e-f**

70-79 f 21.61 0.29 [21.04, 22.17]
Martial status

Yes 19.04 0.16 [18.73, 19.34] 0.06 1 0.00
No 19.11 0.19 [18.73, 19.48]

Parenting
Yes 19.00 0.17 [18.66, 19.33] 0.26 1 0.01
No 19.14 0.17 [18.80, 19.47]

Home nursing care
Yes 19.00 0.47 [18.08, 19.93] 0.02 1 0.00
No 19.07 0.11 [18.86, 19.28]

Employment status
Non-regular employment 18.89 0.28 [18.34, 19.43] 1.26 2 0.03
Permanent employment 18.94 0.19 [18.56, 19.31]
Self-employment 19.56 0.38 [18.82, 20.31]

Working time
Within legal working hour 19.02 0.15 [18.72, 19.31] 2.30 2 0.04
Within Acceptable overtime working 19.07 0.26 [18.55, 19.59]
Over  the critical line for  death by overwork 17.48 0.71 [16.08, 18.88]

Satisfaction for working environment
Dissatisfied a 17.85 0.29 [17.28, 18.41] 23.74** 2 0.14 a-b*, c**

Neither� dissatisfied nor satisfied b 18.67 0.18 [18.31, 19.02] b-c**

Satisfied c 20.22 0.23 [19.78, 20.67]
Company size

Small to medium 18.69 0.16 [18.38, 19.01] 9.20** 1 0.06
Large 19.57 0.23 [19.12, 20.01]

Income (year)
~ ¥ 990,000 a 18.39 0.35 [17.71, 19.07] 2.57** 10 0.11 b-k*

¥ 1,000,000 ~ 1,990,000 b 18.02 0.34 [17.35, 18.69]
¥ 2,000,000 ~ 2,990,000 c 18.85 0.33 [18.19, 19.50]
¥ 3,000,000 ~ 3,990,000 d 19.51 0.35 [18.83, 20.20]
¥ 4,000,000 ~ 4,990,000 e 19.58 0.43 [18.74. 20.41]
¥ 5,000,000 ~ 5,990,000 f 19.26 0.47 [18.35, 20.18]
¥ 6,000,000 ~ 6,990,000 g 19.57 0.58 [18.44, 20.70]
¥ 7,000,000 ~ 7,990,000 h 20.20 0.60 [19.01, 21.38]
¥ 8,000,000 ~ 8,990,000 i 20.23 0.72 [18.82, 21.65]
¥ 9,000,000 ~ 9,990,000 j 19.99 0.95 [18.12, 21.85]
¥ 10,000,000 ~ k 20.86 0.67 [19.54, 22.18]

Table 2 Deference of the MHPB score between demographic characteristics  
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	 社会経済・人口統計学的変数による

MHPB 評価尺度の合計得点の差異につい

て検討した共分散分析の結果を Table 2 に

示す。分析の結果，人口統計学的変数につ

いては，性別，および年代，有意な主効果

が認められた。多重比較検定の結果，女性，

および年齢の高い回答者の実施率が有意

に高かった。また，社会経済変数において

は，就労満足度，会社規模，収入において

有意な主効果が認められた。多重比較検定

の結果，就労に満足している回答者，大企

業就労者，および高収入者（年収 1000 万

円以上）の対象者において得点が高かった。 

3）回答者の属性による MHPB 評価尺度を構

成する行動の実施状況の差異 

ダミー変数に変換した MHPB 評価尺度を

構成する行動の実施状況を Table 3，ロジ

スティック回帰分析の結果を Table 4 に示

す。MHPB1：身体活動については，男性，

高年齢，非育児，法定時間内労働，就労満

足，大企業就労，年収 700 万円以上の回答

者が多く実施していた。MHPB2：平日文化

的活動については，女性，未婚者の実施率

が高かった。MHPB3：休日文化的活動につ

いては，30-50 代の実施率が低く，女性，

未婚，就労満足，大企業就労，年収が 200

万円以上の回答者が多く実施していた。さ

らに，年収 300 万以上になると，100 万円

以下の回答者と比較して実施率は 2－3 倍

となった。MHPB4：対人コミュニケーショ

ンについては，30-50 代，過労死ライン以

上労働者で低く，女性，70 代，就労満足，

大企業就労，年収 300 万円以上の回答者の

実施率が高かった。MHPB5：積極的リラク

セーション行動については，過労死ライン

以上労働で低く，60-70 代，就労満足，大

企業就労者の実施率が高かった。年収につ

いては，一貫した結果は得られなかったも

のの，高所得者が有意に実施していた。

MHPB6：ボランティア活動については，30-

50 代の実施率が低く，70 代，自営業，過

労死ライン以下残業，就労満足，年収 1000

万円以上の回答者の実施率が高かった。

MHPB7：新規活動への興味と参加につい

ては，40-70 代の実施率が低く，就労満足，

大企業就労者の実施率が高かった。

MHPB8：集団への所属については，30-50

代，過労死ライン以上労働者の実施率が低

く，70 代，および就労満足者の実施率が高

かった。年収については，一貫した結果が

得られなかったものの，400-500 万円の回

答者の実施率が高かった。 

4）MHPB実施状況の予測における社会経済・

人口統計学的変数と SE の相対的な貢献度 

カテゴリカル回帰分析の結果を Table 5 

n %

MHPB1: Physical activity

No 1739 48

Yes 1861 52

MHPB2: Weekday cultural activities

No 1392 39

Yes 2208 61

MHPB3: Enriching activities during holidays

No 2039 57

Yes 1561 43

MHPB4: Interpersonal communication

No 1716 48

Yes 1884 52

MHPB5: Relaxation activities

No 1383 38

Yes 2217 62

MHPB6: Volunteer activities

No 2553 71

Yes 1047 29

MHPB7: Interest and participation in new activities

No 2654 74

Yes 946 26

MHPB8: Group affiliation

No 2660 74

Yes 940 26

Table 3 Practice of the MHPBs
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β SE df F R2

Gender 0.07** 0.02 1 14.17 0.443**

Age 0.07** 0.02 5 15.15
Martial status 0.01 0.01 1 1.07
Parenting 0.00 0.01 1 0.04
Home nursing care 0.01 0.01 1 0.47
Employment status 0.04** 0.02 4 4.49
Working time 0.02 0.05 3 0.15
Satisfaction for working environment 0.04 0.04 3 0.98
Company size 0.19** 0.02 2 148.29
Income (year) 0.09** 0.03 4 9.25
Type of job 0.17** 0.04 23 20.90
Psychiatric consultation history 0.01 0.01 1 0.61
SE: Outcome expectation 0.23** 0.03 12 61.63
SE: Efficacy expectation 0.53** 0.04 16 227.24

Table 5 The relative contribution to predict engage MHPB by bio-psycho-social variables
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に示す。分析の結果，性別，年代，就労状

況，企業規模，収入，職種，結果予期，お

よび効力予期に有意な影響力が確認され

た。最も高い影響力を有していたのは，効

力予期であり，ついで結果予期，企業規模，

および職種からの影響が高かった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では，（a）社会経済・人口統計学

的変数による MHPB 実施状況の差異につ

いて検討すること，および（b）MHPB 実

施状況の予測における社会経済・人口統計

学的変数と SE の相対的な貢献度について

検討することを目的とした。分析の結果，

社会経済・人口統計学的変数によるMHPB評

価尺度の総合得点，および行動の実施状況に

差異が確認された。 

人口統計学的な変数による差異について

は，MHPB 評価尺度の得点，および行動の実

施状況ともに，高年齢者の実施可能性が高く，

近年メンタルヘルス問題においてハイリス

ク層とされている若年層や中年者は，MHPB

評価尺度に示されているような行動を満足

に実施できていない可能性が示唆された。し

たがって，このような若年層における心の健

康増進の実施の困難さが，我が国の抱える深

刻な健康問題である自殺や過労死の一要因

である可能性が高いと言える。 

社会経済変数については，身体活動，休日

文化的活動，対人コミュニケーション，積極

的リラクセーション行動において多くの関

連性が認められ，MHPB の実施が，就労環境

が整い，収入の良い大手企業に勤めている社

会経済的に優位な者中心になってしまって

いる可能性が高いと考えられる。本研究の結

果から，社会経済状況は，心の健康増進に貢

献する活動の実施において大きな決定因子

となっており，社会経済的弱者に向けた支援

の充実は，社会的な課題であるといえる。 

一方，読書や音楽鑑賞のような平日文化的

活動については，社会経済・人口統計学的な

変数による差異がほとんど確認されず，広く

普及可能な心の健康増進の方略であると推

察される。 

社会経済・人口統計学的変数とセルフエ

フィカシーの MHPB 実施状況予測におけ
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る相対的な貢献度について検討をおこな

った結果，最も影響力が高かったのは，SE

の 2 項目であった。本研究は横断的な研究

であるため，因果関係については十分に言

及することができないものの，MHPB の実

施に対する SE を高めることは，変容が困

難な社会経済・人口統計学的変数を操作す

るよりも行動変容に対して影響を有する

可能性が確認された。一方で，性別，年代，

就労状況，企業規模，収入，職種について

は，MHPB 実施の決定因子の一つである可

能性が高いことから，セグメント化

（Kreuter & Wray, 2003）の手法を用いて，
各水準に合わせて実行可能性の高い行動

や伝達の方法を考慮した上で，MHPB の普

及を図る必要がある。	  

 

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，心の健康格差が生じる前

段階においては，活力を高め，心の健康増

進に貢献する行動である MHPB の実施に

格差が生じている可能性が明らかになっ

た。さらに，MHPB の実施において，結果

予期，および効力予期という SE の影響力

が高いことが明らかになった。今後は，特

に社会経済的弱者においても，実行可能性

が高く，有益だと認知され，心の健康増進

をおこなう意思決定を支援するために，対

象者の属性にセグメント化した心の健康

増進に関する情報提供が必要である。 
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分担研究報告書 

メンタルヘルス・プロモーションを目的とした 

eラーニング・プログラムの開発および評価 

—予備的研究— 

研究分担者 

竹中 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

研究協力者 

島崎 崇史（早稲田大学人間科学学術院・助手） 

上地 広昭（山口大学教育学部・准教授）  

 

研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション，すなわちメンタルヘルス

問題の予防，およびポジティブ・メンタルヘルスの強化を目的にした e ラーニング・プロ

グラムを開発し，その内容および運用面で評価をおこなうことであった。本研究で開発す

る e ラーニング・プログラムは，先に紙面として開発した「こころの ABC 活動実践ワー

クブック」（竹中・上地・島崎 , 2014）の内容を援用し，職域での介入を想定している。

本研究は，学生を対象に，内容および運用面を確認するための予備的研究と位置付けた。

受講の対象者は， e ラーニング・プログラム受講に関連して，以下のような結果を示し

た。それらは，（ a）メンタルヘルスへの認識や考え方が変化させたこと，（b）メンタルヘ

ルス・プロモーション行動を実施してみての変化が生じたこと，および（ c）メンタルヘ

ルス問題の予防のためにおこなう活動が具体化できたこと，であった。以上の研究をもと

に，今後は，メンタルヘルス問題の予防を目的として，開発した e ラーニング・プログラ

ムを様々な職域で普及啓発させていくつもりである。  

 

Ａ．研究目的 

	 労働政策研究・研修機構（2016）が実施し

た「第 2 回日本人の就業実態に関する総合調

査」によれば，過去 3 年間に「落ち込んだり，

やる気が起きないなどのメンタルヘルス上

の不調」を感じたことがあると回答した者が

25.7%にのぼっている。また，そのうちの

76.5%は「通院治療なしでも日常生活を送る

ことができる状態」と回答している。この結

果は，  職場においてストレスの暴露が日常

化し，生活や労働に影響を与えていることを

示唆している。これらの回答者は，いわゆる

「こころの病気」を抱えているとは言えない

ものの，その予備群とみなすことができ，現

在の状態が継続すればメンタルヘルス問題

に発展する可能性が高い。しかも，これら予

備群は，自分たちで何らかの対処が必要と考

えているものの，何を行ってよいのかがわか
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らない状態にある。多く場合，飲酒や喫煙な

どの不健康な対処によって事態は一層悪く

なっていく。  

	 メンタルヘルス問題を予防するためには，

メンタルヘルス問題が生起する前に生じる

些細な初期症状，たとえば「何となく落ち込

む」，「やる気が起きない」，「からだがだるい」

などの症状を問題発症前のサインととらえ，

早い段階で対処する必要がある。一方で，メ

ンタルヘルスをよい状態に保つ術を身につ

けさせることも些細な初期症状を表出させ

にくくするために重要である。メンタルヘル

ス・プロモーション（Mental Health Promotion : 

以下  MHP と略す）は，後者に着目し，ネガ

ティブ要因の緩和・除去とは別に，日頃から

ポジティブ・メンタルヘルスを育てる行動を

とることを奨励している（Canadian Population 

Health Institute, 2009; Friedli, Oliver, Tidyman, 

& Ward; Donovan, James, Jalleh, & Sidebottom, 

2006; Donovan, James, & Jalleh, 2007; Laws, 

James, & Donovan, 2008）。早稲田大学応用健

康科学研究室では，2014 年以来，メンタルヘ

ルス問題の一次予防に着目し，「こころの

ABC 活動」と名付けたキャンペーン型の介

入を実施してきた（竹中 , 2012; 2015）。  

 「こころの ABC 活動」は，西オーストラリ

アにおいて積極的に展開されているメンタ

ルヘルス・プロモーション，Mentally Healthy  

WA-Act-Belong-Commit  Campaign（Donovan, 

Henley, Jalleh, Silburn, Zubrick, & Williams, 

2006; 2007; Donovan & McHenry, 2014; 

Donovan & Anwar-McHenry, 2015）の内容を援

用し，新たに我が国の環境や状況に合わせて

開発したキャンペーン活動である。「こころ

の ABC 活動」は，Act（アクト），Belong（ビ

ロング），および Challenge（チャレンジ）の 

3 要素で構成されている。アクトは，散歩す

る，好きな音楽を聴く，友達と話すなど，か

らだ，こころ，そして人とも活動的に過ごす

ことである。ビロングは，行事に積極的に参

加する，趣味のサークルに参加するなど，社

会的集団に属すことで集団への帰属意識を

高め，同時に他者からのサポートを得やすく

することである。最後に，チャレンジは，新

しいことにチャレンジする，ボランティア活

動をする，困っている人を助けるなど，新規

な活動や社会奉仕活動を促すことである。

ABC のいずれの要素も，それぞれの行動を行

うことで満足感や達成感を味わうことがで

きる行動の実践を推奨している。すなわち，

「こころの ABC 活動」は，肯定的な態度変容

を目的として，対象者が積極的に望ましい活

動に取り組み，よいメンタルヘルスを保持す

ることを目的に開発された。これらの活動で

は，対象者が推奨されている行動をどの程度

達成が可能かという見込み（自己効力感）に

よって，行動を分類し，些細な行動から実践

を促すことで対象者の負担感を低下させて

いる。  

	 本研究では，「こころの ABC 活動」を e ラ

ーニングによって配信する。e ラーニングは， 

コンピューターやインターネットなどの情

報通信技術を活用した教育システムである。

近年，教育手法の一環として， e ラーニング

が注目され，その利点としては，いつでもど

こでも受講できる，受講状況が把握できる，

などが挙げられる。いまや，職域における e

ラーニングは，従業員への業務の教育という

側面においても，また管理者が従業員の学習

状況を把握できるという側面においても効

果が認められており，今後さらに活用が進む

ことが予想できる。  

	 本 e ラーニング・プログラム（以下，eLP と

略す）は，仕事や課題に追われる状況下で，

特別に時間を割いてメンタルヘルス対策に

取り組めない職域の従業員への介入を想定

している。本研究は，メンタルヘルス・プロ

モーションの普及方略として eLPの開発を行
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い，対象を学生とした予備研究である。 

Ｂ．研究方法 

1) 対象者 

	 対象者は，  早稲田大学人間科学部の健康

関連の講義を受講する 106 名であった。対象

者は，本プログラムへの受講課題が講義の成

績・評価とは関連がない旨を伝え，参加同意

が得られた 80 名とした。   

2）介入の手続き 

（1）調査協力 

	 対象者には，まず講義内において，調査質

問紙および eLP の概要を説明した。eLP 受講

への参加同意が得られた者には，事前調査と

して質問紙への回答協力，eLP の受講，およ

び事後調査として質問紙への回答協力 ,を依

頼した。  

(2) 調査期間 

	 調査および eLP の受講期間は，2016 年 11

月 11日から 11 月 25日までの 15日間であっ

た。事前調査の質問紙の記入は，2016年 11 月

11 日におこない，11 月 12 日から 11 月 24 日

までの 13 日間を eLP の受講期間とした。そ

の後，参加者は，eLP 内で作成した自身の行

動計画表に基づいて，活動例の中から選択し

た行動，また自身で計画した行動をセルフモ

ニタリングしながら 7 日間実施した。最後に，

事後調査における質問紙の記入は，11 月 25

日におこなった。  

3) eLP  

	 本 eLP では，（a）自己分析・評価：eLP 内

の前後に位値する MHP クイズ，（b）知識学

習：eLP の受講，および（c）行動計画の立案：

eLP 内における行動計画表の作成，および（d）

行動のセルフモニタリング：任意の日から開

始する 7 日間の行動実践，の 4 要素で構成さ

れている。eLP の内容は，「こころの ABC 活

動実践ワークブック」（竹中・上地・島崎（早

稲田大学応用健康科学研究室），2014：図 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. こころの ABC 活動実践ワークブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. eLP の画面 

に基づいて作成された（図 2）。以下，MHP ク

イズ，学習内容，および行動計画の立案およ

びセルフモニタリング，のそれぞれについて

説明をおこなう。  

①MHP クイズ  

	 eLP の受講によって MHP に関する知識が

向上したか否かを評価するために，2 択によ

る 5 項目の質問をおこなった。  
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②学習内容  

	 eLP の学習内容としては，（a）メンタルヘ

ルス問題の理解，（b）「こころの ABC 活動」

に関する知識の獲得，および（c）対象者の自

主的な行動計画の立案，の 3 部から構成され

ていた。  

③行動計画の立案およびセルフモニタリン

グ  

	 eLP 内の行動計画のプログラムにおいては，

対象者の自発的な行動の実践を促すために， 

行動計画表を作成させ，紙面に印刷させた。

行動計画表には，アクト，ビロング，チャレ

ンジそれぞれに対する行動計画欄，達成度の

セルフモニタリング欄，および自由記述欄を

設けた。アクト，ビロング，チャレンジそれ

ぞれ 3 要素に対応する行動計画欄では，対象

者に対して，eLP 内に示した 30 項目の実践項

目の中から選択，また自身が決めた行動を自

由に記入させ，アクト，ビロング，チャレン

ジそれぞれに割りあてる形式とした。セルフ

モニタリングによる達成度の記録は，対象者

自身が印刷した紙媒体に，毎日の達成度を

「達成できた（○）」，「どちらともいえない

（△）」，「達成できなかった（×）」，の 3 択で

評価する形式であった。また，自由記述欄に

は 7 日間の取り組みにおいて感じたことを自

由に記入させた。  

3）事前・事後の調査内容 

（1）回答者の属性 

	 事前・事後調査ともに，氏名，学籍番号，

性別，年齢，アルバイトの有無，サークル活

動の有無，および居住形態（自宅，一人暮ら

し，その他）について調査をおこなった。 

（2）こころの健康状況 

	 こころの健康状態については， Jalleh, 

Donovan, & Lin（2015）の調査内容に倣い，「私

は，精神的に問題がなく，もっと人生を楽し

みたいと考えている」，「私は，自分の人生を

もっと価値あるものにしたいと考えている」，

「私は， 不幸せだと感じる時はあるが，精神

的にはいたって健康である」，および「私は，

不幸せと感じる時が多く，時々精神的に不安

定になることがある」という質問に対して，

「はい」，「いいえ」の  2 択により回答を求め

た。  

（3）「メンタルヘルス」という用語に対する

イメージ 

	 「メンタルヘルス」という用語に対するイ

メージについても Jalleh et al.（2015）のの調

査内容を参考に，「この用語は，うつ病や統合

失調症のように，  精神疾患を患っている状

態を意味している」，「この用語に  

関わる問題は，誰にでも起こりうると思う」，

「この用語に関わる問題は，自分には縁がな

いと思う」，「この用語に関わる問題は， 予防

することはできないと思う」，および「この用

語に関わる問題は，症状が悪化してからでも，

症状を緩和することが可能だと思う」という

質問項目に対して， 「はい」， 「いいえ」の

2 択によって回答を求めた。  

（4）ストレス対処行動の実施状況 

	 ストレス対処行動の実施状況については，

以下のように，トランスセオレティカル・モ

デルに基づいたストレスマネジメント・ステ

ージ尺度により評価をおこなった。行動変容

のステージは，（a）ストレスなし：現在スト

レスを感じていない，（b）前熟考ステージ：

現在，ストレスマネジメント行動を行ってい

ないし，これから先もおこなう意思がない，

（c）熟考ステージ：現在ストレスマネジメン

ト行動を行っていないが，この先 6 ヵ月以内

に実施する意思がある，（d）準備ステージ：

現在，定期的にストレスマネジメント行動を

おこなっていないが，すぐにおこなう意思が

ある，（e）実行ステージ：効果的なストレス
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マネジメント行動を実施しているものの，開

始してから 6 ヵ月以内である，および（f）維

持ステージ：効果的なストレスマネジメント

行動を実施し， 6 ヵ月以上が経過している，

の 6 段階であった。  

（5）eLP の内容に関する評価 

	 eLP の内容に関する調査としては，「eLP の

学習内容を思い出すことができますか（知

識・記憶）」，「eLP の学習内容を理解できまし

たか（理解）」，「eLP で示していた内容に同意

できましたか（受諾）」，「eLP で示された内容

を「やってみよう」と思いましたか（意図）」，

「eLP を通して， メンタルヘルスに対する考

え方は変わりましたか（態度）」，「今後，前も

ってこころの問題に備えて何かをおこなう

つもりですか（行動の意図）」という質問に対

して，「はい」，「いいえ」の 2 択により回答を

求めた。  

（6）行動をおこなったことによる変化 

	 行動をおこなったことによる変化につい

ては，「行動計画表に沿って行動をとった結

果，変わったことはありましたか」という質

問に対して自由記述の回答を求めた。 

（7）今後おこなおうと考えているこころの

健康づくりの内容 

	 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容は，「今後おこなおうと思っ

ている具体的な取り組みについてご記入く

ださい」という設問に自由記述で回答を求め

ている。  

 

C. 結果 

	 本研究の結果については，以下の順序で示

す。1）対象者の属性，2）eLP 受講によるこ

ころの健康状態の変化，3）MHP クイズの正

答率の変化，4）「メンタルヘルス」という用

語に対するイメージの変化，5）メンタルヘル

スに対する考え方の変化，6）eLP 受講による

ストレスマネジメント・ステージの変化，7）

行動をおこなったことによる変化，8）今後お

こなおうと考えているこころの健康づくり

の内容，および 9）eLP 内容についての評価，

である。  

1）回答者の属性 

	 本研究の対象者は，研究の参加承諾に同意

した者のうち，事前調査，eLP 受講，行動計

画とセルフモニタリングシートの提出，およ

び事後調査の 4 課題を完遂した 52 名（男性

17 名，女性 34 名，無記入 1 名）で，年齢は

平均 20.4 歳±1.4 歳であった。アルバイトの有

無は，アルバイト有が 44 名，およびアルバイ

ト無が 8 名であった。サークル加入の可否は，

サークル加入が 43 名，未加入が 8 名，および

無記入が 1 名であった。居住形態は，自宅が

27 名，一人暮らしが 22 名，その他が 2 名，

および無記入が 1 名であった。  

2）eLP 受講によるこころの健康状態の変化 

	 eLP の受講によるこころの健康状態の変化

については，各項目への回答（はい・いいえ）

と時期（事前・事後）によるクロス集計，お

よび Fisher の直接法による検討をおこなっ

た。分析の結果，介入の前後でこころの健康

状態に有意な変化は見られず，ほとんどの対

象者が介入前から良好なこころの健康状態

を保持していた。  

3）MHP クイズの正答率の変化 

	 MHP クイズは，eLP の受講による知識の向

上について評価をおこなった。このクイズは，

eLP 内で，受講の前後で回答を求めた。MHP

クイズへの正答数を介入前後で比較するた

めに対応のある t 検定をおこなった．分析の

結果，事前調査の正答数は，M=7.2，SD=0.9，

事後調査の正答率は，M=8.2，SD=1.1であり，

eLP 受講によって正答率が有意に向上した

（p<.05）。  

4）「メンタルヘルス」という用語に対するイ

メージの変化  

	 「メンタルヘルス」という用語のイメージ 
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については，各項目への回答（はい・ いいえ）

と時期（事前・事後）によるクロス集計，お

よび  Fisher の直接法による検討をおこなっ

た。分析の結果，介入の前後で，「メンタルヘ

ルス」という用語についてイメージの変化は

認められず，ほとんどの対象者が介入以前よ

り「メンタルヘルス」という用語のイメージ

として，「誰にでも起こりうる問題である」と

いう認識を持っていた。  

5）メンタルヘルスに対する考え方の変化 

	 eLP を通してメンタルヘルスに対する考え

方が変わったと回答した者を対象に，考え方

の変化の内容を分析した（Vaughn, Schumm, & 

Schumm, 1999）。その結果，表 1 に示すよう

に，（a）予防行動に関する認識の変化，およ

び（b）メンタルヘルス問題の危険性の理解，

の 2 カテゴリに分類された。予防行動に関す

る認識の変化は，スモールチェンジの重要性

の理解，行動実践の重要性の理解，および行

動実践の意図向上，の 3 コードで構成された。

一方，メンタルヘルス問題の危険性の理解は，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

罹患可能性の認識，および自身との関連性の

認識，の 2 コードが得られた。  

	 全体の回答内容としては，罹患可能性の認

識コードに関連する記述が最も多く，  つい

でスモールチェンジの重要性の理解に関連

する記述が多かった。   

6）eLP 受講によるストレスマネジメント・ス

テージの変化 

	 ストレスマネジメント・ステージは，事前

調査，および事後調査の結果について比較を

おこなった。ストレスマネジメント・ステー

ジの変化に関しては，  各ステージにおける

人数，および割合が事前に比べて事後で若干

の好転が見られた（事前：ストレスなし 5 名，

前熟考ステージ 1 名，熟考ステージ 3 名，準

備ステージ 13 名，実行ステージ 11 名，およ

び維持ステージ 19 名；事後：ストレスなし 8

名，前熟考ステージ 1 名，熟考ステージ 2 名，

準備ステージ 7 名，実行ステージ 14 名，維持

ステージ 17 名）。  

7）行動をおこなったことによる変化 
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を調べるために，質的データ解析の方法

（Vaughn et al., 1999）。に基づき，分析をおこ

なった。自由記述で得られた回答内容をもと

に分析をおこなった結果，表 2 に示すように，

回答の内容は「心理・社会的変化」，「予防行

動の実践」，および「日常生活の改善」，の 3

カテゴリに分類された。  

	 「心理・社会的変化」は，気分の改善，他

者との関わりの増加，および行動意義の再認

識の 3 つのコードが確認された。つぎに，「予

防行動の実践」は，自身で計画した行動の実

践，新規活動の実践，およびセルフモニタリ

ングの実践，の 3 コードが抽出された。最後

に，「日常生活の改善」は，時間管理の変化の

みのコードで構成された。  

	 全体の回答としては，気分の改善のコード

に関連する記述が多く見られ，ついで時間管

理の変化が多かった。一方で， 新規活動の実

践機会についての記述は，eLP を通して「増

えた」と回答した者の数は少なかった。少な

いなかでも，新規活動の例としては，新たに

ジムに通う，ジョギングを始める，および筋

肉トレーニングをおこなう，といった回答が

得られた。   

8）選択された ABC 活動の内容 

	 行動計画表を作成する際に選択された，こ

ころの ABC 活動のそれぞれの内容を表 3 に

示す。本研究においては「友人とおしゃべり

する」が最も多く選択されていた。ついで「絵

を描く」および「家族と今日のできごとを話

す」が多かった。  

9）今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容 

	 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容については，自由記述によっ

て回答を求めた。質的データの解析方法

（Vaughn et al., 1999）に基づいて分析をおこ

なった分析の結果，表 4 に示すように，   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）アクティベーション，（b）リラクセーシ

ョン，および（c）ストレスマネジメント，の

3 つのカテゴリに分類された。（a）アクティ

ベーションは，身体活動，芸術活動，購買行

動，および相談・コミュニケーション，の 3

コードに分けられた。（b）リラクセーション

は，リラクセーション・休養のみで構成され，

最後に（c）ストレスマネジメントは，「スト

レスを感じた時は，早めに対処することが大  
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切である」といった回答が寄せられた。 

10）eLP の評価 

	 eLP の内容評価に関しては，アルバイトの

有無および居住形態で差異を検討した。

Fisher の直接法， および  χ2 検定で分析をお

こなった。その結果，アルバイトをおこなっ

ている者において，「eLP で示していた内容に

同意できましたか」(p<.05)，および「eLP を

通して，メンタルヘルスに対する考え方は変

わりましたか」（p<.05）という設問に対して

「はい」と解答した者が有意に多かった。ま

た，自宅暮らしの者において，「eLP を通じて

メンタルヘルスに対する考え方は変わりま

したか」（p.<05）の設問に対して有意な肯定

的評価を得た。  

 

D. 考察 

	 本研究では，学生を対象に，eLP の受講に

よって，対象者の  MHP に関する知識が向上

するのか，また行動の実践に肯定的な影響を

及ぼすのかを評価した。  

	 eLP 受講の前後におこなった調査では， ス

トレスマネジメント・ステージ，こころの健

康状況，およびメンタルヘルスという用語に

対するイメージは，いずれも eLP 受講の前後

で有意な変化は見られなかった。その理由と

して考えられることは，対象者のストレスマ

ネジメント・ステージが受講前からすでに高

かったことである。調査をおこなった学生は，

すでになんらかのスポーツや活動に従事し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ており，  ストレスの解消手段としてストレ

スマネジメント行動をおこなっていた。調査

前のストレスマネジメント・ステージにおけ

る割合を見ると，維持ステージにある者の数

が多く，  調査後においても調査者全体に占

める割合が高かった。また，受講前に低次ス

テージに位置していた対象でさえも，ストレ

スマネジメント・ステージの変化には，数ヵ

月の介入期間を要することから，本研究の実

践期間が短かったことも原因と考えられる。

同様に，メンタルヘルスという用語の理解度

やイメージについても介入前において，すで

に理論を学んでいたために，有意な変化が認

められなかったと考えられる。  

	 eLP を通してメンタルヘルスに対する考え

方に変化があったと回答した者を対象に， 

考え方の変化を尋ねたところ，いくつかの意

見が見られた。それらは，eLP を通して，「メ

ンタルヘルス問題が自身にとって身近な問

題であること」，および「身の周りの小さなこ

とから変化させていくスモールチェンジ活

動が重要であること」などの認識であった。

eLP の受講によってメンタルヘルス問題に対

する認識が変化し，「予防行動に関する認識

が変化した」，および「メンタヘルス問題の危

険性を理解することができた」といった回答

が得られた。最も多かった回答は， 「スモー

ルチェンジの重要性を理解した」ということ

であり，eLP を通して， 対象者が行動を実践

する重要性の意識が高まった。   
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	 MHP 行動の実施による変化としては，心

理・社会的変化，予防行動の実践，日常生活

の改善であった。最も多く寄せられた回答は，

「リフレッシュすることができた」という気

分の改善であり， つぎに多かった回答は「空

いた時間を有効に活用するようになった」と

いう時間管理の変化であった。これらの結果

は，対象者が eLP 内の行動計画表を通して時

間管理をおこなえるようになったために，自

身の生活リズムや生活習慣に目を向ける機

会が持てるようになったこと，また時間管理

することに意識が変化したことによって自

身で決めた行動を適切に実施でき，その結果，

気分が改善したと考えられる。  

	 事後調査において，eLP に関する評価をお

こなった結果，居住形態，およびアルバイト

の有無によって有意な差異が認められた。ア

ルバイトをおこなっている調査対象者は，

eLP の受講内容に同意し， メンタルヘルスに

対する考え方が変化させた。また，実家暮ら

しの者は，eLP の受講を通じて，メンタルヘ

ルスに対する考え方を変化させた。アルバイ

トの有無によって調査対象者の eLPに対する

評価が異なってあらわれたことは，  アルバ

イトの性質が関連していると考えられる。ア

ルバイトをおこなっている者は，  職務に従

事することを通して，日常的に上司，顧客と

いった社会人と接点を持つ機会が多く，働く

ことの困難さを意識している。そのために，

本 eLPの内容とした職場におけるメンタルヘ

ルス，および自身のメンタルヘルスへの意識

が高まりやすかったと考えられる。また，こ

の eLP は，対象として社会人を想定して開発

しているために，プログラム内容とアルバイ

ト体験を結びつけて考えることができたと

考えられる。同様に，居住形態によって eLP

の評価が分かれたことについては，家族との

関与が関連していると考えられる。実家暮ら

しの者は，両親をはじめとする家族と関わる

時間が多い。そのため，家族間で仕事に関し

て話し合う機会が多く，仕事に対する意識づ

けがおこなわれていることから，eLP の受講

内容に対する理解の基盤ができていた。 

	 最後に，メンタルヘルス問題の予防に対し

て，今後おこなう具体的な取り組みについて

は，趣味・余暇活動，友人・家族間における

相談というコードが抽出された。具体的な取

り組みの内容としては， 美術館に行く，ショ

ッピングに出かける，温泉に入る，というよ

うに，対象者の興味や習慣に基づいた回答が

多数見られた。eLP への参加によるメンタル

ヘルス問題に対する認識において，スモール

チェンジの重要性を理解したという回答が

多く得られた。そのため，回答者は，普段お

こなっている行動に目を向け，小さな行動を

積み重ねることが重要である，という認識が

できたことが伺えた。  

 

Ｅ．結論 

	 本研究では，「こころの ABC 活動実践ワー

クブック」の内容をもとに，社会人を対象と

して職域で実施できる eLP を開発した。しか

し，本研究で対象としていた者は学生であり，

社会人を対象とする本 eLPの内容と矛盾して

いるかもしれない。にもかかわらず，本研究

の結果には，いくつか有益な知見が得られた。

それらは，（a）eLP 受講によって対象者の認

識や考え方が変化したこと，（b）MHP 行動を

実施してみての変化が生じたこと，および（c）

メンタルヘルス問題の予防のためにおこな

う活動が具体化できたこと，である。（a）に

関しては，多くの受講者がメンタルヘルス問

題は誰にでも生じることであり，身近な話題

であり，意識して予防することが重要である

ことを学んだ。（b）に関しては，自身の行動

計画を行い，セルフモニタリングをおこなう

過程で気分の変化や時間管理が進むことを

実感していた。最後の（c）は，趣味・余暇活
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動，友人・家族間における相談など，まさに

具体的な ABC 活動が具体化されたことであ

る。今後は，社会人を対象にして，さらに職

域に適合できるように修正を行いたい。 

 

F. 健康危険情報 

	 該当せず。  
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研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション（mental health promotion：MHP）

において，1）ポジティブな感情・考え方・活動（ポジティブ要素：PosiMH）がメンタルヘル

スのネガティブ側面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及啓発を目的とした MHP ブランド

「こころの ABC 活動」を開発し，3）「こころの ABC 活動」のリーフレット配布による普及啓

発の効果を検証することであった。1）では，Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）の文献

を基に，PosiMH が果たす防衛的役割を整理した。2）では，Act，Belong，Challenge の 3 要素

からなる MHP ブランド「こころの ABC 活動」を開発した。3）では，自治体職員を対象に，

MHP ブランド「こころの ABC 活動」に関わるリーフレットを開発し，普及啓発の効果として

配布 1 カ月後に認識，理解，受容，および行動意図についての調査を行った。その結果，リー

フレットそのものが閲覧されておれば，認識→理解→受容→行動意図と影響が連鎖することが

わかった。  

 

Ａ．研究目的 

	 従来，メンタルヘルス問題への対応は，

そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞っ

たアプローチが行われてきた。しかし，近

年では，たとえネガティブな出来事を経験

していたとしても，同時にポジティブな出

来事を経験しておれば，ネガティブな影響

を緩和できることが知られている（例えば，

Haeffel	&	Vargas,	2011）。このように，

ポジティブな感情・考え方・活動（以後，

ポジティブ要素と称する）は，メンタルヘ

ルス問題の予防策としての有効性が期待

されているものの，そのメカニズムは必ず

しも明確になっていない。本研究では，そ

のメカメカニズムの一端を文献に基づき，

ポジティブ要素が果たすネガティブ側面

への防衛的役割を整理する。 

	 一方，メンタルヘルス・プロモーション

（Mental Health Promotion：MHP）は，住民

のポジティブ・メンタルヘルス（Positive 

Mental Health：PosiMH）を増強させことを

目標として，特定のメンタルヘルス問題が

確認される前に，PosiMH の決定因に働き

かけを行い，PosiMH を最適化することを

目的とする介入である（O'Connell, Boat, & 

Warner, 2009）。諸外国では，近年，メンタ

ルヘルス問題に関わるネガティブ側面へ

の対処とは別に，PosiMH の強化に焦点を

絞った積極的な MHP 活動が盛んに行われ

ている（例えば，Donovan & Anwar-McHenry, 
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2014; Friedli, Pliver, Tidyman, et al., 2007）。

本研究においては，「こころの ABC 活動」

と名付けた MHP ブランドを開発し，リー

フレットを用いた普及啓発の効果を検証

する。  

	 本研究の目的は，MHP において，1）

PosiMH がメンタルヘルスのネガティブ側

面に果たす防衛的役割を整理し，2）普及

啓発を目的とした MHP ブランド「こころ

の ABC 活動」を開発し，3）「こころの ABC

活動」のリーフレット配布による普及啓発

の効果を検証することである。 

 

Ｂ．研究方法 

1）ポジティブな感情・考え方・活動が果た

すネガティブ側面への防衛的役割 

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky（2014）

の文献を基にポジティブな感情・考え方・

活動が果たすネガティブ側面への防衛的

役割を整理した。  

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の開

発  

	 MHPブランド「こころのABC活動」の  

A，B，C，それぞれの活動は，PosiMHを

得るための活動，すなわちメンタルヘル

スの良好な人が行っている活動に基づい

ている。著者は，全国健康保険協会に所

属し，中小企業の従業員に対して保健指

導を行っている保健師と管理栄養士  768 

名を対象に，（1）メンタルヘルスのよい

人の特徴や彼らが日頃行っている行動，

および（2）メンタルヘルスの悪い人の特

徴や彼らが日頃行っている行動，につい

て自由記述による調査を行った。また，

彼らを通じて，事業所の上司にあたる者

（94名）に対して，部下に関して同様の

問いかけを行い，集計を行った。その

後，修正不可能な内容を除き，メンタル 

 

 

 

 

 

 

図1. メンタルヘルス・プロモーション活動「こころ

のABC活動」A: Act; B: Belong; C: Challenge  

ヘルスのよい人が日常生活で実施してい

る行動として，Act（身体的，精神的，社

会的な活動），Belong（集団への所属や

社会的活動），およびChallenge（ボラン

ティア活動や新規な活動の実施），の3要

素に集約した（図1）。これらの結果は，

Donovan et al.（2006）の調査結果とほぼ

一致し，なによりも普及啓発を目的とし

て，人々が理解しやすい「語呂合わせ」

としてA，B，Cという形で示している。

本研究では，MHPブランド「こころの

ABC活動」について普及啓発を目的とし

たリーフレット（図2）を開発して使用し

た。  

②MHPブランド「こころのABC活動」の

普及啓発  

	 本研究では，地方自治体職員対象にし

たリーフレット配布による効果を検証し

た。通常，健康行動実践に関する情報提

供では，一方で，押し付け的な指示型提

供により，受け手側の抵抗感や警戒感を

高め，そのためポスターの掲示や資料の 
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����ときがわ町健康づくり運動

詳しくは、町のホームページかリーフレットで！

ときがわ町健康づくり開発委員会 with 早稲田大学応用健康科学研究室

ときがわ町健康づくり開発活動
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スモールチェンジ活動とは、ときがわ町と早稲田大学が共同で取り組んでいる

「ときがわ町民のための健康づくり運動」です。

最近では、町のホームページにスモールチェンジコーナーが掲載され、

町民に広く知られるようになってきました。

「こころのABC活動」は、こころの問題を予防するために行うスモールチェンジ活動です。

特別なことではなく、あなたができるスモ～ルな予防活動を行ってみましょう。
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配布では無関心を招きやすい。本情報提

供では，S県T市の職員1,055名対象に，事

前の説明を行うことなしに「こころの

ABC活動」普及啓発リーフレット（図2）

を配布し，配布後1カ月後にイントラネッ

トを通じて，PosiMHを強化する行動の実

践程度，リーフレット内容についての認

識，理解，受容，および行動意図の調査

を依頼した。  

（倫理面への配慮） 

	 MHP ブランド「こころの ABC 活動」に

関わる普及啓発効果の調査については，S

県 T 市の保健センターを通じて調査実施

の了承を得るとともに，配布後 1 カ月の回

答に関しては，強制でないこと，また質問

の内容の一部に答えたくない内容が含ま

れている場合は答えなくてもよいこと，お

よび個人情報の防衛には十分な配慮を行

うことを事前に通知し，回答者は質問内容

を確認し，回答に了解が得られた対象者の

データだけを分析した。 

 

Ｃ．研究結果 

1）ポジティブな感情・考え方・活動がメン

タルヘルスのネガティブ側面に果たす防

衛的役割 

	  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PosiMH は，高水準の生活満足度と肯定的

感情（感情的なウェルビーイング），およ

び高水準の心理社会的機能（心理的，社会

的ウェルビーイング）である（Miles, 

Espiritu, Horen, et al., 2010）。幸福感，快感

情，充実感，またそれらを生じさせるポジ

ティブ要素は，メンタルヘルス不調への防

衛要因の役割を果たすことが知られてい

る。  

	 Layous, Chacellor, & Lyubomirsky, 2014）

は，これらポジティブ要素が果たす精神疾

患への防衛的役割を，（A）近位の危険因子

への直接的抑制効果，（B）遠位の危険因子

から近位の危険因子への影響力の緩和，お

よび（C）近位の危険因子から精神症状を

導く調整変数，の 3 点で説明している。 

	 （A）に関しては，精神障害の発症に最

も影響を与える近位の危険因子，例えばネ

ガティブな反すう（問題解決を行うことな

く，繰り返し問題に集中すること）や孤独

感への抑制効果である。ポジティブ要素は，

近位の危険因子に伴うネガティブな感情・

考え方・行動を抑制して障害の発症を阻止

する。  

	 つぎに，（B）では，遠位の危険因子（た

とえば，過去のトラウマ体験）が近位の危

険因子へと導く影響力を和らげることで 
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図 3.「メンタルヘルスをよくするために意識して何

かを行っている」行動変容ステージの分布 

 

ある。遠位の危険因子は，障害の発症に対

する誘引要件になっているものの，ポジテ

ィブ要素を強化することによって遠位の

危険因子から近位の危険因子への影響力

を抑制することができる。 

	 最後に，（C）では，ポジティブ要素が，

近位の危険因子が精神症状に導く軌道を

分ける調整変数となりうることを説明し

ている。すなわち，過去に重大なトラウマ

を経験したとしても，そのことが必ずしも

精神疾患の原因とはならない。ポジティブ

要素には，その軌道を肯定的な方向に導く

効果がある。  

	 以上のように，ポジティブ要素がメンタ

ルヘルスのネガティブ側面に果たす防衛

的役割についてのメカニズムが整理でき

た。  

2）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の開

発 

	 本研究で紹介する MHP ブランド「ここ

ろの ABC 活動」の  A，B，C，それぞれの

活動は，PosiM を得るための活動，すなわ

ちメンタルヘルスの良好な人が行ってい

る活動に基づいている。著者は，PosiM を

強化するための行動を調査した。その調査

内容は，西オーストラリアで実施されてい

る MHPに先立って行われた調査（Donovan 

et al., 2006）に倣っている。調査対象者は，

全国健康保険協会に所属し，中小企業の従

業員に対して保健指導を行っている保健

師と管理栄養士  768 名であり，保健指導

の対象となっている従業員について，（1）

メンタルヘルスのよい人の特徴や彼らが

日頃行っている行動，および（2）メンタル

ヘルスの悪い人の特徴や彼らが日頃行っ

ている行動，について自由記述による回答

を求めた。また，彼らを通じて，事業所の

上司にあたる者（94 名）に対して，部下に

関して同様の問いかけを行い，集計を行っ

た。その後，修正不可能な内容を除き，メ

ンタルヘルスのよい人が日常生活で実施

している行動として，Act（身体的，精神的，

社会的な活動），Belong（集団への所属や

社会的活動），および  Challenge（ボラン

ティア活動や新規な活動の実施），の 3 要

素に集約した（図 1）。これらの結果は，

Donovan et al.の調査結果とほぼ一致し，な

によりも普及啓発を目的として，人々が理

解しやすい「語呂合わせ」として A，B，

C という形で示した。また，地域において

健康診査受診者  265 名を対象に行った質

問紙調査においても同様の結果を得てお

り， PosiM を強化する推奨行動  Act-

Belong-Challenge に集約し，それぞれの要

素の中で具体的な行動を奨励している。 

3）MHP ブランド「こころの ABC 活動」の普

及啓発活動の効果検証 

	 S 県 T 市職員 1,055 名に MHP ブランド

「こころの ABC 活動」普及啓発のための

リーフレットを配布し，その 1 カ月後に調

査を依頼したところ，554 名から回答が得

られた（解答率 52.5%）。 

	 図 3 は，「メンタルヘルスをよくするた

めに意識して何かを行っている」行動変容

ステージの分布を示している。性およびス
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�92.9%	�

テ ー ジ 間 に 有 意 な 偏 り が 見 ら れ た

（χ2(4)=13.94, p<.01）。調整済み残差の結果

から，前熟考ステージでは，男性が女性と

比べて，また実行ステージでは女性が男性

と比べて有意に度数が大きかった。全体の

27%が維持ステージに属しており既に 6カ

月以上メンタルヘルスをよくするために

何かの活動を行っている者がいる一方で，

前熟考（現在もこれからも行うつもりはな

い）および熟考ステージ（行っていないが

近い将来行いたい）に属する，現在何も行

っていない者が 64%を占めた。 

	 図 4 は，今回配布した資料について，「認

識（だいたいの内容を思い出すことができ

るか？）」→「理解（内容はおおむね理解で

きるか？）」→「受容（推奨内容は受け入れ

られるか？）」→「行動意図（やってみよう

と思ったか？）」の 4 段階の流れについて

「はい」と回答した者の割合を示している。 

	 「認識」の段階では，全体の 34.7%が内

容を思い出すことができた。閲覧できてい

れば，その後閲覧した人たちの 92.9%が

「理解」ができ，さらに「理解」できた人

たちの 96.3%が内容を「受容」できた。最

後に，「受容」できた人たちの 79.9%が，や

ってみようという「行動意図」を示した。 

 

Ｄ．考察 

	 「こころのABC活動」を開発するにあ

たり，事前に従来から知られているいく

つかの根拠を参考にした。ひとつは，ポ

ジティブ心理学の流れである。人々が持

つ「強み」に注目し，それらを活用する

とともに，人生のポジティブ要因に注目

し，幸福感を得ようとする試みである。

２つ目は，近年，欧米で推奨されている

「meaningful activity」，すなわち自分にと

って役立つ活動，重要と認めている活動 

 

 

 

 

 

 

図4. 配布リーフレットによる普及啓発効果 

創造力を発揮できる活動，達成感が持て

る活動，有能であるという感覚をもてる

活動，他者を援助する活動，喜びや楽し

みを感じる活動，コントロール感を持て

る活動，満足感を味わえる活動，適切な

量の挑戦活動を実践することでメンタル

ヘルスをよい状態に保とうとする考え方

である。３つ目は，近年，うつ病の治療

に効果があるとされている行動活性化療

法の考え方である。行動活性化療法で

は，その人が行う自発的な行動が「正の

強化」をもたらし，その人と環境との相

互作用を改善する働きを行う。「正の強

化」とは，その人が行動することでよい

ことが起こる，つまり行動すると報酬が

あるという「行動と報酬の組み合わせ」

の数を増やしていくことである。「ここ

ろのABC活動」は，自分の好きなことを

行うと「よいことがある」という報酬を

導きやすい。  

	 従来，MHPの普及啓発の効果を検証す

る方法として，単にストレス度の改善だ

けに注目されてきた。しかし，PosiMHを

強化する行動を奨励しているMHPに限っ

ては，その情報内容がどれだけ人々の認

識・理解させたのか，そして内容を受容
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させて行動意図を高め，最終的にどの程

度行動実践に至ったかを検証することが

普及啓発活動の目的に合致する。本研究

で示したMHPブランド「こころのABC活

動」の普及啓発活動では，T市職員を対象

にリーフレットを配布し，1カ月後に調査

を行った。その結果，リーフレットその

ものが閲覧されておれば，認識→理解→

受容→行動意図と影響が連鎖することが

わかった。この連鎖は，第一段階の「認

識」，すなわち閲覧してもらえれば，大半

が「行動意図」まで進むことを示してお

り，事前のバイアスなしの普及啓発には

効果があることがわかった。今後は，情

報提供の内容とは別に，単なるメンタル

ヘルス教育ではなく，また予防の「押し

付け」でもない，効果が上がる普及啓発

活動を模索し，その効果を検証していき

たい。  

Ｅ．結論 

	 メンタルヘルス問題に含まれる煩瑣な

ことは，当人が気分の重さを訴え，周りの

人も気がつき，専門家に委ねられる段階で

は，すでに深刻な状態に陥っており，そこ

からの回復が思うように進まないことで

ある。近年，職域ではストレスチェック制

度の導入と合わせて，相談サービスや具体

的対策も充実してきたものの，メンタルヘ

ルスに関する対策は，依然として二次・三

次予防が中心である。そのため，具体的で

効果が期待できる一次予防対策が求めら

れていることは言うまでもない。「こころ

の ABC 活動」をはじめとする MHP は，

PosiM を強化し，まさにメンタルヘルス問

題の一次予防として期待されている。 
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研究要旨：人々のメンタルヘルス不調は，現在広く蔓延しており，社会において重大な

機能障害の原因となっている。メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候群が存在する

というよりも，むしろ連続体とみなすことができ，深度によって疾患へと発展する。そ

のため，亜臨床の段階で対処することが重篤な症状を予防することにつながる。これら

の亜臨床段階の症状は，自助方略によって対処できることが証明されており，しかしど

の自助方略が役立ち，また実践できる可能性が高いのかは十分に明らかになっていない。

本研究では，メンタルヘルス問題の予防に果たす自助方略の効果を検討するために，ま

ずは自助方略に関わる従来の研究を概観し，その後，パイロット研究として，勤労者を

対象とした自助方略介入の効果を調べる。 

	 本研究では，まず「Ⅰ .文献研究」として，欧米を中心とする従来の研究からメンタル

ヘルス問題に関わる自助方略の役割を解説する。その内容としては，（1） 予防が必要な

ターゲット，（2）メンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略の役割，およ

び（3）自助方略の内容（役立ち度と実践可能性，予防と管理を目的とした自助方略），

である。つづいて，勤労者が実施している自助方略の調査・介入として「Ⅱ .調査・介入

研究」をおこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調査，そしてその後に（2）自助方略介

入の効果，についての結果を示す。最後に，メンタルヘルス不調における予防措置とし

ての自助方略の役割について，そして効果的な自助方略がリストとして示された場合の

利用方法について述べる。 
 

Ａ．研究目的 

	 近年，精神障害などに起因する労災請求

件数や認定件数は大きく増加しており，自

殺を含め，心の病による休職・離職の増加

は大きな社会問題となっている（厚生労働

省 , 2018）。特に，若年層の労災請求件数，

また自殺数は増加の一途をたどっている。 
	 わが国に限らず先進諸国においては，メ

ンタルヘルス不調に陥った人たちに対し

て，専門家による治療・再発防止がおこな

われている。しかし，現在，専門家やサー

ビス施設の数も限られ，増え続けるメンタ
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ルヘルス不調者に十分対応できていると

は言えない。また，精神疾患として診断さ

れるような重篤な症状を抱えている人た

ちの間でも，専門家や専門施設に受診して

いる人の数は限られており，まして診断基

準に満たない亜臨床症状を呈する人は他

者に援助を求める傾向はきわめて低い。そ

のため，専門家や専門施設の数を増加させ，

援助を求めやすくするアクセス支援に加

えて，効果的なポピュレーション・アプロ

ーチなど，一歩先をいく予防の対策を充実

させる必要がある。 

	 本研究では，メンタルヘルス不調の予防

を目的に，人々が自身で実施できる自助方

略（self-help strategy: Jorm, 2012）に焦点を

絞って研究をおこなう。本研究は，（1）文

献研究「メンタルヘルス問題の予防に果た

す自助方略に関する従来の研究」と（2）調

査・介入研究（メンタルヘルス問題の予防

を目的とした自助方略介入）の 2 部から構

成されている。文献研究の目的は，亜臨床

段階のメンタルヘルス不調者を対象とし

た自助方略の内容を解説することであり，

一方，調査・介入研究の目的は，亜臨床，

または一般的な勤労者を対象に自助方略

を用いたパイロット介入の効果を検証す

ることである。  

 

Ⅰ. 文献研究：自助方略に関する 

従来の研究 

Ⅰ-B. 研究方法  

	 文献研究では，欧米におけるメンタルヘ

ルス問題の予防に果たす自助方略につい

ての研究を概観し，（1）予防が必要なター

ゲット，（２）メンタルヘルス問題の予防

に果たす自助方略の役割，（3）自助方略の

内容（専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証，「予防」お

よび「管理」を目的とした自助方略の検証，

自助方略を用いた介入，心理的ディストレ

スの程度に応じた自助方略），に分けて解

説をおこなった。  

 

Ⅰ-C. 結果 

1. 予防が必要なターゲット 

	 Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, Zubrick, 

& Williams（2006）は，メンタルヘルスの

不調を人々の生活や生産性を妨害する認

知的，情動的，行動的な精神疾患の連続体

とし，程度によってメンタルヘルス問題

（ mental health problems） と 精 神 疾 患

（mental disorders）に分けている。特に，

抑うつ障害は，それぞれ診断された病名が

別々の症候群を呈しているというよりは

むしろ，全体として流動的な連続体として

成り立っている（Cuijpers, de Graaf, & van 

Dorsselaer, 2004; Morgan & Jorm, 2009）。

Donovan et al.が述べているメンタルヘル

ス問題とは，症状が深刻でなく，期間も短

い状態で精神疾患とは区別される。同様に，

診断基準（例えば，DSM）を満たすには不

十分であるものの，診断基準で記述される

症状の前段階は閾値下（sub-threshold），あ

るいは亜臨床的（sub-clinical）と表現され

ている（Sadek & Bona, 2000）。「何となく

落ち込む」，「やる気が起きない」などメン

タルヘルス問題，あるいは閾値下・亜臨床

的な心身症状はいまや誰もが抱えており，

この段階では誰もメンタルヘルスの専門

施設や専門家に援助を求めることはない。 
	 閾値下・亜臨床的な症状を呈するメンタ

ルヘルス不調が蔓延していることは，我が

国でも報告されている。例えば，労働政策

研究・研修機構（労働政策研究・研修機構 , 

2016）が実施した「第 2 回日本人の就業実

態に関する総合調査」によれば，過去 3 年

間に「落ち込んだり，やる気が起きないな

どのメンタルヘルス上の不調」を感じたこ
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とがあると回答した人は 25.7%にのぼっ

ている。また，そのうちの 76.5%は「通院

治療なしでも日常生活を送ることができ

る状態」と回答している。これらの回答者

は，重篤なメンタルヘルス不調（精神疾患）

であるとは言えないものの，それらの予備

群とみなすことができ，現在の状態が継続

すれば重篤なメンタルヘルス不調に発展

する可能性がきわめて高い（Cuijpers et al., 

2004; Cuijpers & Smit, 2004）。この層の人

たちは，専門機関や専門家の援助を求めよ

うとはせず，しかし仕事や社会活動におい

て機能的な障害を抱え続けている。 

	 Jorm & Griffiths （2005）は，抑うつと不

安による社会経済的な負担の緩和は，全人

口規模で見れば，これら閾値下・亜臨床的

な症状を抱える人たちの症状の改善によ

るところがきわめて大きいと主張してい

る。その理由として，うつ病や不安障害の

患者に対して治療や療法を提供できる専

門機関や専門家の数は限られており，今後

も患者が増え続けていくことを想定すれ

ば，閾値下・亜臨床的症状の段階で早期に

介入し，改善を求めることが重要である。

そのため，メンタルヘルス不調など些細な

初期症状を精神疾患への前駆症状ととら

え，早い段階で自ら対処できる方略を学び，

日常生活でそれらの方略実施を習慣化，す

なわち行動変容をおこなうことが予防に

役立つと考えられる。 

	 本稿では，抑うつと不安の両者を区別し

ないでメンタルヘルス不調の症状改善に

焦点を絞って議論をおこなう。その理由と

して，精神医学，また診断基準によれば，

種々のタイプのうつ病や不安障害を区別

しているが，多くの場合，両者の症状は重

複している（Jorm & Griffiths, 2005）ため

である。  

2. メンタルヘルス問題の予防に果たす自

助方略の役割 

	 本稿で話題とする自助方略とは，人が精

神疾患，またメンタルヘルス問題に対処，

または症状を緩和するためにおこなう，自

身による活動のことである（Jorm, 2012）。

個人が自分の意思で実践する自助方略と

は，例えば信頼できる友人や家族に気持ち

を伝える，週末に外出する，音楽を聴く，

散歩する，というように，自身で実施でき

る方略である。  

	 Jorm & Griffiths（2005）は，メンタルヘ

ルス問題を抱える多くの人々が存在し，し

かし彼らが専門的な治療を受けていない

現状において，段階的なケア・モデル

（Stepped-Care Model）の原則に従った方

策を提唱している。例えば，精神疾患とい

う診断を受けていない閾値下・亜臨床的な

メンタルヘルスの不調を抱える対象者に

は，初期介入として，非公式で単純な自助

方略の実施を推奨し，必要になれば，さら

にカウンセリングなど専門的な介入につ

なげていくことを提唱している。Morgan & 

Jorm（2009）もまた，不安障害における自

助方略の研究を対象に，それらの効果をレ

ビューし，自助方略が段階的なケア・モデ

ルにおける最小限の治療の役割を果たし，

完全な障害に発展することを防ぐのに有

効であると述べている。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，閾値下・亜

臨床的なメンタルヘルスの不調を抱える

人たちに対して，非公式の自助方略を勧め

る理由を以下の 6 点で説明している。それ

らは，（1）彼らがメンタルヘルス問題を抱

えていても専門的処置を受けようとしな

いのは，自分自身で問題を解決できると信

じているためであり，そのために自助方略

の実施は彼らのニーズに合致する，（2）メ
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ンタルヘルス問題の中心的症状である不

安や抑うつ気分は，様々な行動実践に対す

るセルフエフィカシーを低下させ，自助方

略の遂行は不安や抑うつを抱える人たち

のセルフエフィカシーを増加させること

ができる，（3）メンタルヘルス問題は，他

の身体疾患と比べて，スティグマがきわめ

て大きく，そのことが専門家に援助を求め

る妨害要因となっているために，自身で実

践できる自助方略は他者の目を意識する

必要がない，（4）不安と抑うつに関係する

症状，例えば内向的になったり，社会不安

を抱えるために，それら自体が専門的援助

を受けることへの障壁となる。その場合，

自助方略の実施は専門的援助に頼る必要

がない，（5）うつ病など精神疾患に課され

る定型の治療として，例えば認知行動療法

などには利便性やコスト面で課題があり，

自助方略の実践にはそれらの制限がない，

および（6）従来のメンタルヘルス・サービ

スの中に自助方略を組み込むことで効果

をさらに強化できる，からである。 

	 これら自助方略には，専門家から指示さ

れておこなう誘導的な自助方略（ guided 

self-help strategies）と専門家の指示によら

ない非公式の自助方略（ informal self-help 

strategies）がある。時には，心理療法（例

えば認知行動療法で提供される指導書や

ウェブサイト）の一部として，専門家のガ

イダンスのもとでおこなわれる自助方略

もあるが，非公式でも専門的なガイダンス

なしに実施されている。	  

	 これら非公式の自助方略は，人々にとっ

て，専門的な治療やガイダンスよりも肯定

的に捉えられており，一般にはビタミン摂

取，身体活動の実施，外出頻度の増加，特

定の食事摂取，各種リラクセーション，ヨ

ガなど，精神医療の代替療法として多岐に

渡っている。しかし，自助方略には，実際

に役立つものもあれば，例えば過度な飲酒

や人との接触を避けるというように，かえ

って有害となる内容も含まれており，症状

を悪化させることにもつながるためにエ

ビデンスに基づいた自助方略の推奨が必

要とされている。  

3. 自助方略の内容 

	 Jorm, Christensen, Griffiths, & Rodgers

（2002）は，抑うつにおける補完的・自助

的治療のシステマティック・レビューをお

こ な っ た 。 そ の 後 ， Jorm, Griffiths, 

Christensen, Parslow, & Rogers（2004）は，

心理的ディストレスの水準によって，実施

される自助方略が異なるか否かを 6,618名

のオーストラリア人を対象に郵送調査で

調べた。Jorm et al. （2002）は，彼らが先

におこなったシステマティック・レビュー

の結果を基に抽出された自助方略につい

て主成分分析を用いて内容を分類し，その

結果を質問調査として使用した。それら自

助方略のカテゴリーとしては， (1)毎日お

こなっている活動（ペットとの交流，楽し

める活動，チョコレート摂取，運動，家族

や友人との交流，音楽），（2）補完療法（芳

香療法，マッサージ，瞑想，リラクセーシ

ョン，ヨガ），（3）非処方せん薬（鎮痛剤，

健康食品，魚オイル，アルコール，ビタミ

ン），（4）食事変容（カフィエインの除去，

糖分やアルコールの制限），および（5）専

門的援助（抗うつ剤，カウンセリング，カ

ウンセラーまたは臨床心理士，一般開業

医），であった。  

	 抑うつ症状の程度に応じて自助方略の

内容が異なるか否かを調べた研究も見ら

れる。Morgan & Jorm（2008）は，従来の抑

うつ障害，または抑うつ症状にかかわる自

助介入について調べた従来の無作為化統
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制試行研究をレビューした。それらの研究

対象は，抑うつ障害の患者，高レベルの抑

うつ症状を抱える人たち，およびうつ病の

診断を受けることはないものの抑うつ気

分を抱える人たちがそれぞれおこなって

いる内容に分けられた。その結果，抑うつ

障害者を対象に症状緩和のために最も効

果が見られた方略は，S-アデノシルメチオ

ニン摂取，オトギリソウ摂取，読書療法，

コンピュータによる介入，気晴らし，リラ

クセーション訓練，運動，楽しみの活動，

日光暴露療法であった。一方，亜臨床サン

プルの研究では，気晴らし，運動，ユーモ

ア，音楽，空気イオン化，歌唱によって抑

うつ気分にすぐさまの改善効果をもたら

した。  

	 自助方略の内容を意図的に分類して，そ

れらの実施頻度を調べた研究も見られる。

Shepardson, Tapio, Funderburk（2017）は，

不安症状を抱える退役軍人を対象に，彼ら

が実施している自助方略を電話によって

調べた。その際，彼らは，自助方略をあら

かじめ行動形態にそって分類した。それら

は，（１）セルフケア（運動，リラクセーシ

ョン，睡眠，食事など），（２）認知的方略

（考えの修正，宗教 /スピリチャリティな

ど），（３）回避（孤立化，薬物摂取，わざ

と忙しくするなど），（４）接触（友人 /家族，

地域，ペット，社会化），（５）楽しい活動

（アウトドア・インドア活動，メディア，

音楽など），（６）達成（家事，活動的など），

および（７）その他，の 7 タイプであり，

これらのカテゴリーに応じて実践の割合

を算出している。  

	 以上のように，様々な内容の自助方略が

見られるものの，どの方略が症状緩和に有

効であるかを厳密に調べた研究は必ずし

も多くない。そのため，さらにエビデンス

を積み上げる必要がある。以下では，限ら

れた研究の中でも，自助方略の効果を調べ

た研究として，①専門家のコンセンサスに

よる「役立ち度」と「実践可能性」の検証，

②「予防」および「管理」を目的とした自

助方略の検証，③自助方略を用いた介入，

および④心理的ディストレスの程度に応

じた自助方略，に分けて研究内容を紹介す

る。  

（1）専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証 

	 Morgan & Jorm（2009）は，あらかじめ

効果を判断することなしに，様々な文献や

資料から抑うつ症状の緩和に効果がある

とされる自助方略を収集し，過去にうつ病

を経験した人たちと研究・治療の専門家の

2 つのパネル（審議会）参加者に対して，

デルファイ法を用いて自助方略の「役立ち

度 （ helpfulness ）」 と 「 実 行 可 能 性

（feasibility）」について調査した。デルフ

ァイ法とは，主に専門家の持つ予測能力を

客観化して活用する方法論で，  複数のパ

ネルに対して，同様の質問について反復調

査することによって意見の集約をおこな

う調査方法である（大滝・瀬畠・藤崎 , 2001）。

この過程を通じて，参加メンバーは他のメ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



						

 148 

	
����	 �%.2���0��-,��1'+2Proudfoot et al., ����6�$*3�
�%1-������� *)�!#�&/�23!5"()�.0��

ンバーの意見を参考にしつつ，意見の収れ

んをおこない，パネルそれぞれの，また全

体のコンセンサスを得ようとする（Jone & 

Hunter, 1995）。Morgan & Jorm（2009）は，

彼らの調査の結果，過去にうつ病を経験し

た人たちのパネルと専門家のパネルが，症

状の緩和のために「役立つ」と是認した 48

の方略を示した。Table 1 は，両パネルにお

いて少なくとも 80%まで症状の緩和に役

立つと是認された方略であり，その中でも

特に実行可能性が高いと判断された内容

を示している。  

	 Morgan, Chittleborough, & Jorm（2016）

は，先におこなった抑うつについての調査

と同様に，不安障害についてもデルファイ

法を用いて調査をおこなった。彼らは，不

安障害について，その症状を緩和すること

に役立ち，しかも実行可能性が高い自助方

略として，（1）分析方略（不安にさせる状

況，きっかけ，パターン，および反応を明

らかにするなど），（2）行動的方略（運動や

身体活動をおこなうなど），（3）認知的変

容（心配事が現実的に解決することができ

る問題かどうか自答するなど），（4）補完

的方略（ヨガ），対処方略（不安になった時

の解消法など）， （5）食習慣の改善（規則

的な食事摂取），（6）対人方略（友人，家

族，他者へのサポート希求など），（7）ライ

フスタイル（自然と接するなど）， および

（8）身体の緊張緩和（趣味の追求など），

（9）薬物制限（アルコール，違法薬物の使

用制限など），などを挙げた。 

	 青年期に焦点を絞った自助方略の検討

も見られる。Cairns, Yap, Reavley, & Jorm 

（2015）は，青少年期がうつ病発症の好発

年齢であることから，自身で危険レベルを

低減するために何ができるか，すなわち青

少年期のうつ病における自助予防方略に

ついてデルファイ法を用いて，専門家から

コンセンサスを得た。彼らは，まず青少年

対象の文献探索をおこない，194 の推奨内

容を収集した。その後，国際的な研究・実

践をおこなってきた専門家のパネルとう

つ病予防の運動活動家のパネルが，合計 3

回の質問調査ラウンドを実施し，それぞれ

の推奨内容について予防的重要度（役立ち

度に相当）と青少年による実践可能性につ

いて評価をおこなった。その結果，両パネ

ルで 80%以上，うつ病に移行するリスクを

低減すると是認された方略が 145 項目見

つかった。是認された方略には，（1）メン

タルフィットネス（レジリエンスの強化），

（2）個人のアイデンティティ強化，（3）ラ

イフスキル，（4）健康的な人間関係の構築，

（5）健康的なライフスタイル，および（6）

レクリェーション・レジャー，についての

メッセージが含まれていた。それらの中で

も，青少年にとって実践が困難と評価され

た方略は，認知行動療法やポジティブ心理

学の要素である高度な対人関係スキル，ま 
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た規範的な行動から逸脱することを要求

する方略（薬物使用，セックス活動など）

であった。逆に，青少年にとって実践が容

易と評価された方略は，楽しい活動をおこ

なう時間を作る，身体的健康に気をつける，

社会的な繋がりを持つ，など，内容が単純

で，しかも青年期のライフスタイルに関係

する実践であり，それらは青少年にとって

努力することなしに毎日の生活に組み込

める内容であった。 

（2）「予防」および「管理」を目的とした

自助方略の検証 

	 男性に限定して，抑うつの「予防」と「管

理」に目的を分けた自助方略に着目した研

究も見られる。一般に，女性は，男性と比

べて，抑うつ経験が多いことが知られてい

る。しかし一方で，オーストラリアにおい

ては，男性の方が女性よりも薬物使用や自

殺リスクが高いことが報告されている。

Fogarty, Proudfoot, Whittle, Player, 

Christensen, Hadzi-Pavlovicac, & Wilhelm

（2015）は，男性の抑うつが「男らしさ」

によって援助希求を阻む障壁となってお 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り，男性に限って，抑うつ対処に影響する

自助方略の内容を調べる必要性を訴えた。

彼らは，168 名の男性を対象に，21 のフォ

ーカスグループ・インタビューと詳細なイ

ンタビューを 24 名に実施し，男性がおこ

なっているポジティブな自助方略として

26 の方略を明らかにした。	 	 	  

	 Proudfoot, Fogarty, McTigue, Nathan, 

Whittle, Christensen, Player, Hadzi- 

Pavlovic, & Whihelm（2015）は，その

後，Fogarty et al.が抽出した 26 のポジテ

ィブ自助方略について，18 歳から 74 歳

の男性 465 名を対象にして，抑うつの

「予防」と「管理」に分けて使用頻度を

調べ，抑うつリスク，抑うつ症状，およ

び人口統計学的要因との関係を検討して

いる。この研究において，「予防方略」と

は，「自分自身で OK である（大丈夫）と

感じ続けることができる，あるいは日々

精神状態を安定させるために使用する方

略」と定義され，一方，「管理方略」と

は，「気分がフラット，あるいはそれ以下

で，冷静でいる時間にとどまるための方

略」と定義された。Table 2 は，抑うつに

対する「予防方略」について使用頻度の

順にランクづけされた内容であり，一

方，Table 3 は同様に「管理方略」につい

て示している。  

	 抑うつの「予防」に関して使用頻度の上

位にあがった方略は，自身を多忙な状態に

置いておくこと，健康的な食事，運動，ユ

ーモアなどの積極的な行動が，一方，「管

理方略」において使用頻度が多い方略は，

いくらかの休みをとること，自己報酬，自

身で多忙さを続けること，運動，およびペ

ットと時間を過ごすこと，であった。セル

フケアの定期的使用が多く，達成を基にし

た認知的方略（達成感）をおこなっている
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と抑うつリスク（Male Depression Risk 

Scale の得点）が低くなり，一方，認知的

方略を定期的におこなっていると抑うつ

症状(Patient Health Questionnaire の得点)の

得点が低くなることがわかった。 

	 以上のように，これらの研究では，男性

に限定はしているものの，抑うつ改善のた

めの自助方略について，「生じさせないよ

うにする」という予防目的と「制御し続け

る」という管理目的に分けて調べているこ

とが興味深い。  

（3）自助方略を用いた介入 

	 実際に自助方略の実践を推奨し，メンタ

ルヘルス不調の症状緩和に役立つか否か

を確かめた介入研究も見られる。まず閾値

下・亜臨床的なメンタルヘルス不調を抱え

ている人々ではなく，うつ病の治療の一部

として自助方略を推奨している研究があ

る。Garcia-Toro, Ibarra, Gili, Serrano, Olivan, 

Vicens, & Roca（2012）は，うつ病の通院患

者に対して，具体的な自助方略介入として

ライフスタイル変容（睡眠の促進，ウオー

キング，日光の暴露，健康的な食事）につ

いて詳しく内容を説明する手紙を提供し，

推奨文を受け取った患者では抑うつ症状

が有意に改善したことを報告している。 
	 Morgan, Jorm, & Mackinnon（2011），およ

び Morgan, Jorm, & Mackinnon（2012）は，

彼らが Mood Memo と名付けた e メール配

信の効果を検討した。彼女らは，インター

ネットを通じて参加者を募集し，9 項目の

Patient Health Questionnaire を用いて抑う

つ症状をスクリーニングし，2 週間以上ほ

とんど毎日 2〜4 症状を経験している者

1,326 名を閾値下・亜臨床的なメンタル不

調者と判定し，彼らを対象に，自助方略の

実践を促す自動化 e メールを送付した。こ

れらの e メールは，6 週間にわたって，週

2 回送信され，効果検証として，自助行動

の実践頻度を変化させるか，また抑うつの

程度を改善するのに役立つのかを評価し

た。彼女らは，提示する自助方略として，

専門家から「役立ち度」と「実践可能性」

が高いとコンセンサスが得られた内容（表

1：Morgan & Jorm, 2009）の中から上位 14

方略を選び，e メールによる自助方略介入

群と知識伝達の統制群に分けた無作為化

試験を実施した。その結果，自助方略の推

奨群は，開始時から介入終了時にかけて抑

うつ症状を低下させた。  

	 Morgan, Mackinnon, & Jorm（2013）は，

募集した人たちを，スクリーニング・テス

ト（9 項目の Patient Health Questionnaire）

によって閾値下の症状を持つ人たち，およ

び大うつ病と判定された人たちの 2 つの

下位群に分け，Mood Memo による同様の

研究をおこなっている。その結果，閾値下

の症状をもつと判定された群も大うつ病

と判定された群も自助方略を推奨する e

メールによって症状を改善させた。両研究

とも自助方略にかかわる e メールは，リー

フレット形式で構成されており，内容には

方略の説得度を高める技法と行動変容に

導く可能性を高める技法を含ませ，さらに

理論的根拠，実践のヒント，妨害要因の解

決法，方略を遂行するための目標設定方法，

前回の方略についてのリマインダーが掲

載されていた。ただ，Mood Memos研究は，

14 の自助方略が一つずつ順番に配信され

ているにすぎず，対象者の特徴や好みに合

致した内容やどの順番が効果的なのかを

検討する必要がある。 

	 最後に，Morgan et al.（2013）は，介入

内の論理的説明として，介入によって自

助方略の実践頻度が高まり，その実践に

よって症状改善に影響を与えたのか否か



						

 151 

という因果関係を調べている。Morgan et 

al.（2013）は，Mood Memo で推奨した自

助方略の実践頻度がうつ症状の緩和の媒

介変数となっているかを調べるために媒

介分析を実施した。その結果，自助方略

の実践頻度が高まれば抑うつ症状が緩和

しやすいことを確認し，14 の自助方略の

中でも特に「毎日少なくとも短時間自宅

から外出するのを確実にする」および

「達成したという感覚の持てる活動を実

践する」の効果が高いことを示した。 

 

Ⅰ-C. 考察 

	 欧米において，亜臨床・閾値下症状の

緩和を目的にした自助方略の奨励は 20 世

紀初頭からおこなわれてきたものの，我

が国においてはあまり注目がなされてこ

なかった。その理由としては，我が国に

おいてメンタルヘルス不調に関する予防

やプロモーションの観点がやや希薄であ

ったことが考えられる。今後は，メンタ

ルヘルス不調者の数が増え続ける我が国

においても，自助方略を用いた積極的な

介入やプロモーション活動が必要とされ

ている。  

	 対象者に合致した自助方略の奨励も考

えられる。Jorm et al.（2002）は，メンタ

ルヘルス問題・疾患への対応として，活

動重複波（overlapping waves of action：以

後 OWA と略す）モデルを提唱してい

る。このモデルによれば，最初の活動の

波は，すぐに利用でき，すでに実践中で

あるかもしれない自助方略の使用であっ

た。この活動の波は，マイルドな心理的

ディストレスの状態で増加し，その重篤

度が増せば実施頻度が減少していく。2

番目の活動の波は，いままで実施がな

く，心理的ディストレスに対処するため

に新しく始める自助方略を含んでいる。

この活動の波は，中程度の心理的ディス

トレスでピークを迎え，その後に下降す

る。3 番目の活動の波は，専門的な援助

希求を含み，心理的ディストレスの重篤

度に伴って増加し続ける。これらは，

個々人の傾向ではなく，全体の一般的傾

向を示している。  

	 OWA モデルの適用は，予防の 3 形態

（Gordon, 1983），すなわち全体的予防介

入（universal prevention intervention：全人

口をターゲットにした戦略），選択的予防

介入（selective prevention intervention：リ

スクに暴露されていると考えられる下位

集団をターゲットとした戦略），および指

示的予防介入（ indicated prevention 

intervention：症状を呈する人びとをター

ゲットとした戦略）への介入と一致する

かもしれない。全体的予防介入では，リ

スクの有無，また高低にかかわらず介入

をおこなうために，リスクがない，また

低いレベルの対象者に対しては第一の波

に相当する自助方略を推奨できる。その

内容は，特別に始める新規な方略よりも

むしろ，すでに日常生活でおこなってき

た方略に焦点を絞って推奨することであ

り，意識的に従来のライフスタイルや活

動を維持するように務めさせることであ

る。選択的予防介入では，リスクが高い

人たちを対象にしているために，第 2 の

波を推奨することに相当し，新しい自助

方略として，わずかな挑戦や人との接触

を推奨できる。最後に，指示的予防介入

では，主に専門家や専門施設への接触を

容易にするように情報を提供することで

ある。今後は，効果が確認された自助方

略の推奨と合わせ，ターゲットに合わせ

た推奨内容を決めていく必要がある。 



						

 152 

Ⅱ. 調査・介入研究：メンタルヘルス問

題の予防を目的とした自助方略介入 

（パイロット研究） 

	 本調査・介入研究では，上記の文献を参

考にして，自助方略を用いたパイロット研

究をおこなった。それらは，（１）調査研究

（メンタルヘルスの状況および自助方略

の調査），につづいて，（2）介入研究，であ

る。以下，2 つの研究について解説をおこ

なう。  

1.調査研究：メンタルヘルス予防に関する

就労者の自助方略調査 

1）対象者 

本研究における調査対象者は，男女就労

者（パート・アルバイトを含む）87 名であ

った。  

2）手続き 

	 本調査は，平成 30 年 10 月下旬から 11

月上旬にかけて実施した。調査用紙は，就

労者の知人や友人，親戚を介して質問紙を

手渡し，仕事場において配布を依頼した。

調査方法としては，知人や友人，親戚が質

問紙を回収し，その後，著者が回収すると

いう留置法を採用した。また，倫理的配慮

としては，調査用紙の冒頭に調査の概要お

よび個人情報の取り扱いに関する説明を

記載し，対象者の同意のもと調査を実施し

た。  

3）調査内容 

①基本情報 

基本情報としては，氏名，年齢，性別，

職業，職種，メールアドレスについての記

入を求めた。なお，氏名とメールアドレス

を尋ねたのは，本調査につづいておこなう

介入研究のデータを対応させるためであ

った。  

②ストレス自覚症状 

調査対象者には，仕事で感じるストレス

によって生じる自覚症状について回答を

求めた。本調査に先立って，従来から確認

されているストレスの自覚症状を専門家

（教員 2 名および大学院生 3 名）と協議

し，以下の３症状カテゴリーに分類した。

それらは，１）心理的症状（イライラ，し

んどさ，落ち込み，腹立ち，無気力），２）

身体的症状（動悸，だるさ，冷汗，腹痛，

頭痛，めまい，息切れ），および３）社会的

症状（喧嘩，言い争い，怒鳴り，無視，暴

力，あたり散らし）であった。調査にあた

っては，該当する内容を複数回答させ，特

に頻度や強度が大きな内容については◎

印をつけさせた。選択肢以外の症状がある

場合は，「その他」の欄に具体的な症状を

記述させた。また，自覚症状がない場合に

は，「自覚症状がない」という選択肢で回

答させた。  

③自由記述「仕事上のストレスを軽減させ

る目的でおこなっている活動」 

調査対象者には，現在，  仕事上のスト

レスを軽減させるためにおこなっている

何らかの活動があるか否かを「はい」，お

よび「いいえ」の２件法で回答を求めた。 

「はい」と回答した者には，具体的に，

その活動の内容，活動頻度，１回あたりの

活動時間を自由記述によって回答させた。

また，その活動をおこなうことによって，

仕事上のストレスが軽減できていると自

覚が存在するのか否かについて，「ある」，

「少しある」，「あまりない」，および「な

い」までの４件法で回答を求めた。 

	 「いいえ」と回答した者には，その活動

をおこなっていない理由を自由記述で回

答させた。また，今後ストレスを解消する

ために，自らおこなおうと考えている活動

についても自由に記述させた。 
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Ⅱ-1-C. 結果 

1. 回答者の基本情報 

	 回答者の性別は，男性が 45名（51.7％），

女性が 42 名（48.3％）で，年齢は 22-66 歳，

平均年齢は 40.0 歳（SD=11.48）であった。 

  回答者の職業および職種を，Table 4 に

まとめた。回答者の職業は，会社員・役員

が最も多く，46 名（52.9％）であった。つ

いでパート・アルバイトが 18名（20.7％），

そして大学職員が 16 名（18.4％）であっ

た。回答者の職種は，事務職が最も多く，

36 名（41.4％）であった。ついで倉庫軽作

業が 18 名（20.7％），そして営業が 15 名

（17.2％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. ストレス自覚症状 

回答者 87 名の中で，１つでも自覚症状

があると答えた者は 73 名（83.9％）で，8

割以上の者が何かしら仕事上のストレス

を抱えていると回答した。また，その自覚

症状の頻度や強度が「強い」と回答した者

は 15 名（17.2％）だった。 

心理的症状を抱えている者は，全対象者

87 名のうち 68 名（78.2％）で，身体的症

状を抱えている者は 43 名（49.4％），さら

に社会的症状を抱えている者は 11 名

（12.6％）であった。 

	 回答者の具体的なストレス自覚症状の

内訳を Table 5 にまとめた。心理的症状に

おいて最も人数が多かったのは「イライラ」

で 44 名（50.6％）であった。ついで，「し

んどさ」が 30 名（34.5％），そして「落ち

込み」が 25 名（28.7％）であった。身体的

症状において最も人数が多かったのは「だ

るさ」で 23 名（26.4％）であった。ついで

「頭痛」が 20 名（23.0％），そして「腹痛」

が 11 名（12.6％）であった。社会的症状を

抱えている人数は他の２症状と比べて少

なかった。しかし，「言い争い」が 8 名

（9.2％），「無視」が 5 名（5.7％）のよう

に，複数の者が選択した項目が含まれてい

た。  

 

3. 回答者が仕事上のストレスを軽減させ

る目的でおこなっている自助方略 

「現在，仕事上のストレスを軽減させる

ためにおこなっている自助方略」の有無に

ついて，75 名（86.2%）が「はい」と回答

し，一方「いいえ」と回答した者は 12 名

（13.8％）であった。9 割弱の者が，すで

にストレスを軽減させることを目的に自

助方略を実施していた。 

「いいえ」と答えた者が，仕事上のスト
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�����レスを軽減させるために活動をおこなっ

ていない理由は，「ストレスを感じていな

いから」（10 名），「何をおこなえばよいの

かがわからないから」（1 名），「時間が取れ

ないから」（1 名）であった。 

仕事上のストレスを軽減できていると

いう自覚については，1名が「あまりない」

と回答した。しかし，それ以外の者はすべ

て「ある」，もしくは「少しある」と回答し

ていた。  

４.自助方略の内容 

	 仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている自助方略の内容を Table 6

と Table 7 にまとめた。Table 6 は，実施す

る活動を継続期間によって分類した自助

方略，すなわち長期，中期，および短期と

いう期間で分けた自助方略の内容である。

また，Table 7 は，実施する活動内容を種類

によってカテゴリー分けした自助方略の

内容である。以下，継続期間および種別に

分けた結果について解説をおこなう。 

（1）継続期間 

	 自助方略を継続期間で分類する上で以

下のような基準を設けた。「短期的方略」

とは，１週間以内でおこなえる活動であり，

一方，「中期的方略」は１週間から２週間

でおこなえる活動とした。さらに，「長期

的方略」は，長期に継続を要し，本研究の

期間内でおこなえない活動であった。 

	 回答者から収集した活動が「短期的方

略」，「中期的方略」，「長期的方略」のどれ

に該当するかは，回答者の活動頻度によっ

て判断した。例えば，「旅行」は１年に数回

しか行く機会がないために「長期的方略」

とし，「家族と外出」は家族の都合が合わ

なければ１週間以内におこなうことが難

しいために「中期的方略」に含めた。また，

「テレビ鑑賞」は１週間以内でおこなえる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ために「短期的方略」とした。 

（2）種別内容 

	 種別については，回答者がおこなって

いる自助方略の内容を専門家（教員 2 名

および大学院生 3 名）と協議し，すべて

の活動を以下の 6 種類に分類した。それ 
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らは，「娯楽」，「コミュニケーション」，「ラ

イフスタイル」，「積極的活動」，「リラクセ

ーション」，および「回避」であった。 

	 「娯楽」とは，仕事の余暇におこなう自

分自身が楽しむ活動，「コミュニケーショ

ン」とは人との関わりでおこなう活動，「ラ

イフスタイル」は食事のように日常生活の

流れの中で自然におこなう活動で 

ある。つぎに，「積極的活動」は外出や身体

活動など自ら積極的に実施する活動であ

り，「リラクセーション」は身体を休める

活動とし，さらに「回避」はストレスを受

けないために回避する活動とみなした。 

 

Ⅱ-1-D. 考察 

	 調査研究の目的は，つづくパイロット

介入研究をおこなうための調査であっ

た。就労者を対象に，１）メンタルヘル

スの状況，および２）メンタルヘルス予

防を目的としておこなっている自助方略

の内容，を調査した。以下，本研究によ

り得られた知見をもとに考察をおこな

う。  

１. 就労者のメンタルヘルス状況 

	 本研究の回答者のうち，何かしらの自

覚症状があると回答した者は，全調査対

象者の 8 割を超え，多くの就労者が仕事

上でストレスを抱え，心身の症状を自覚

していることが明らかになった。この結

果は，近年，就労者が受けるストレスが

蔓延しているわが国の現状を表してい

る。  

	 具体的なストレスから生じる自覚症状

の内容を見ると，「イライラ」が最も多

く，つぎに「しんどさ」，「落ち込み」と

続いた。実際，症状をみると，心理的症

状を抱えている者が 68 名，身体的症状を

抱えている者が 43 名，そして社会的症状

を抱えている者が 11 名となり，心理的症

状が他の２症状と比べて多く回答してい

た。  
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	 ストレス反応は，一次的反応から二次

的反応に移行して改善されずにいると，

最終的にストレス関連疾患に移行するこ

とが知られている（嶋田・鈴木 , 2004）。

本研究では，この一次的反応に含まれる

「イライラ」，「腹立ち」，「落ち込み」を

回答した者が多く含まれていた。また一

方で，二次的反応に含まれる「無気力」

に関しても 17 名（19.5%）存在してお

り，数としては少なくない状況であっ

た。一次的反応が二次的反応に，二次的

反応が重篤な反応に移行してしまう前

に，メンタルヘルスの対策が必要とされ

る。  

	 身体的反応に関しても心理的反応と同

様に，「冷汗」，「動悸」，「息切れ」といっ

た一次的反応よりも，「頭痛」，「めま

い」，「腹痛」といった二次的反応の方に

回答者が多かった。身体的反応が重篤に

なると，消化性潰瘍や過敏性腸症候群な

ど日常生活に支障が出る症状に発展す

る。その点では，心理的反応よりも身体

的反応への対策が急務かもしれない。 

	 社会的反応に関しては，他の２症状に

比べると数は少なかったものの，「言い争

い」および，「無視」を複数名が回答して

いた。「言い争い」や「無視」といった項

目は，それ自体がストレス発散の活動と

考えられるが，相手との関係を崩してし

まう結果になり，新たなストレスを生じ

させる。放置することは，さらにメンタ

ルヘルスに悪影響を与える。 

２. 仕事上のストレスを軽減させる目的

でおこなっている活動 

	 本研究では，  9 割弱の者がすでに仕事

上のストレスを軽減させる目的で自助方

略をおこなっていることがわかった。ス

トレス低減への効果の自覚については，1

人を除き，「ある」，もしくは「少しあ

る」と回答していた。このように，自助

方略をおこなっている者は，その実践に

よってストレスを軽減できていると回答

していた。しかしながら，回答者の約 8

割がいまもストレスを抱えていると回答

していることとは矛盾している。そのた

め，ストレスを抱えているながらも，自

助方略を行うことで，それらを適切に管

理できていると考える方が解釈として妥

当かもしれない。  

	 しかし，これらの調査結果からは，実

施している自助方略の中でどの活動がメ

ンタルヘルス問題の予防や管理に効果が

あるのかについては明らかではない。そ

こで，つづく研究では，自助方略を実際

に選択させ，その活動を１週間実施させ

ることでストレス低減効果を調べる。 

	 「長期的方略」に分類された活動は，1

週間という短期間では実践することが難

しいため，つづく介入研究では，「短期的

方略」に絞って実施の選択肢とした。た

だ，「中期的方略」については，条件が合

えばおこなえる可能性があるために，対

象者が実践可能と判断すれば選択させ

た。また，介入研究において提示する自

助方略の数が多すぎると，回答者の選択

が困難になる可能性があるため，調査研

究において度数が少ない活動を除外し，

複数名が選んだ活動を対象とした。 

 

Ⅱ-2. 介入研究：メンタルヘルス予防を

目的とした自助方略介入 

Ⅱ-2-B. 方法 

１. 対象者 

	 介入研究においては，先の調査研究に参

加した 87 名のうち，除外対象者として，

ストレスによる自覚症状が「ない」と回答
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.����し，かつストレスを軽減させる自助方略を

おこなっていない 7 名とし，残りの 80 名

を介入の対象とした。 

２. 手続き 

	 pre-test および post-test における質問調

査は，平成 30 年 12 月上旬から下旬にかけ

て実施した。両調査とも，グーグルフォー

ムの回答を使用し，対象者にメールにて回

答フォームのリンクを送付し，同様の調査

は pre-test から１週間後に，再度 post-test

に回答させた。  

3. 調査内容 

	 対象者の前後の比較のために，pre-test

および post-test をおこなった。調査内容は

以下の通りである。 

（1）pre-test 調査内容 

①基本情報 

	 基本情報の収集は先の自助方略調査と

同様であった。pre-test と post-test のデー

タを対応させるために，名前とメールアド

レスを尋ねた。  

②ストレス調査 

	 最近１カ月のストレスの評価について

は，職業性ストレス簡易調査票（下光，2000）

を用いた。本研究では，職業性ストレス簡

易調査票の中から心理的項目および身体

的項目に関する 11 項目を抜粋し，さらに

著者が作成した社会的項目 6 項目を加え

た計 17 項目について，「ほとんどなかった

(1)」， 「ときどきあった(2)」，「しばしばあ

った(3)」，および「ほとんどいつもあった

(4)」の 4 件法で回答を求めた。 

③仕事上のストレスを軽減させる活動（短

期的方略） 

	 対象とする短期的方略の活動を Table 8

に示した。選択肢は，19 項目であり，内容

は「娯楽」，「コミュニケーション」，「ライ

フスタイル」，「積極的活動」，および「リラ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クセーション」の 5 種類であった。対象者

には，まず Table 8 の上部で示す短期的方

略の活動を提示し，この１週間自身でおこ

なえると思える方略，または効果が期待で

きると思う方略を１つ選択させた。以前か

ら仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている活動があり，「ストレスが

軽減できている」という自覚がある者には，

その活動が選択肢に存在すれば選択する

ことを認めた。  

④仕事上のストレスを軽減させる活動（中

期的方略） 

	 本研究において，中期的方略は「１週間

から２週間でおこなえる活動」であり， 

Table 8 の下部に示している。選択肢は，8
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項目で，内容は「娯楽」，「コミュニケーシ

ョン」，および「積極的活動」の 3 種類で

あった。対象者には，Table 8 下部で示す中

期的方略の活動を提示し，１週間でおこな

えると思う活動，または効果が期待できる

と思う活動を１つ選択させた。中期的方略

は，短期的方略とは異なり，必ず１週間で

おこなえるとは限らないために選択は任

意とした。  

（２）post-test 調査内容 

①基本情報 

	 pre-test のデータと対応させるために，

名前とメールアドレスについて記入を求

めた。  

②仕事上のストレスを軽減させる活動（短

期的方略） 

	 19 項目の短期的方略から選択された活

動については，post-test において，１週間

でおこなってきた回数，および１回の活動

に費やした時間を回答させた。頻度に関し

ては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，「4，5 回

(3)」，「それ以上(4)」，および「おこなって

いない(5)」の５件法で回答を求めた。 

１回の活動に費やした時間は，「1 分以上

30分未満(1)」，「30分以上 1時間未満(2)」，

「1 時間以上 2 時間未満(3)」，「それ以上

(4)」，および「おこなっていない(5)」の５

件法で回答を求めた。「おこなっていない」

と回答した者には，活動をおこなわなかっ

た，もしくはおこなえなかった理由を記述

させた。  

③仕事上のストレスを軽減させる活動（中

期的方略） 

	 8項目の中期的方略から選択された活動

については，post-test において，「おこなっ

た」，または「おこなっていない」の２件法

で回答を求めた。「おこなった」と回答し

た者には，１週間で実施した頻度と１回に

費やした時間を回答させた。頻度に関して

は，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，「4，5 回(3)」，

および「それ以上(4)」の４件法で回答を求

めた。１回に費やした時間については，「1

分以上 30 分未満(1)」，「30 分以上 1 時間未

満(2)」，「1 時間以上 2 時間未満(3)」，およ

び「それ以上(4)」の４件法で回答を求めた。 

④ストレス調査 

	 pre-test と同様の質問紙に回答させた。 

 

Ⅱ-2-B. 結果 

	 介入研究の結果を以下に示す。 

１）対象者の基本情報 

	 本研究では，１週間の介入期間前後でス

トレス得点がどの程度改善されるか，また

どの活動がメンタルヘルスの予防に役立

つのかを検証した。そのため，pre-test と

post-testに対応のない者は分析対象から除

外した。除外された回答者は 29 名で，最

終的に，pre-test と post-test の全てに回答

した者 51 名を分析の対象とした。 

	 対象者の性別は，男性が 25 名(49.0％)，

女性が 26 名(51.0％)，年齢は 22-61 歳，平

均年齢は 40.0 歳(SD=11．61)であった。 

対象者の職業は，会社員・役員が最も多

く，28 名(54.9％)であった。ついでパート・

アルバイトが 15 名(29.4％)であった。 

	 対象者の職種は，事務職が最も多く，20

名 (39.2％)であった。ついで倉庫軽作業が

14 名(27.5％)，編集が 8 名(15.7％)であっ

た。  

２）仕事上のストレスを軽減させる自助方

略（短期的方略） 

	 短期的方略の活動を１週間おこなった

者は 51 名中 50 名であった。そのため，1

名を除く 50 名を分析の対象とした。 

	 対象者が選択した短期的方略の活動を

Table 9 に示した。本研究で提示した短期 
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的方略 19 項目のうち，対象者が選択した

方略は 16 項目であった。 

対象者が選択した活動のカテゴリーの内

訳は，「ライフスタイル」が 8 名，「コミュ

ニケーション」が 12 名，「娯楽」が 10 名，

「リラクセーション」が 9 名，そして「積

極的活動」が 11 名であった。具体的な活

動内容の内訳は，「友人と会話」が最も多

く 9 名(18.0％)，ついで「昼寝・睡眠」が 8

名(16.0％)であった。 

３）仕事上のストレスを軽減させる自助方

略（中期的方略） 

中期的方略の活動を本調査での１週間で

おこなった者は 34 名で，全対象者のうち

の 66.7％を占めた。  

	 対象者が選択した中期的方略の活動を

Table 10 に示した。対象者が選択した中期

的方略は，本研究で提示した 8 項目のうち

7 項目であった。  

	 対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「コミュニケーション」が 16 名，

「娯楽」が 5 名，「積極的活動」が 13 名で

あった。  

  具体的な活動内容の内訳は，「友人と食

事」が最も多く（11 名：32.4％)で，ついで

「家族と外出」（7 名：20.6％)，「家族に相

談」および「友人と外出」（それぞれ 5 名：

14.7％）であった。  

4）ストレス得点の改善 

（1）介入前から介入後に至るストレス得

点の変化 

	 介入前から介入後への各ストレス得点

の変化を見るために，職業性ストレス簡易

調査票から抜粋した心理的反応および身

体的反応，そして著者が新たにつけ加えた

社会的反応のそれぞれについて対応のあ

る t 検定を行った。  

①  心理的反応 

	 心理的反応の結果を Figure 1 に示す。対

応のある t 検定をおこなった結果，心理的

反応では介入前から介入後にかけて有意

にストレス得点が減少した (t(50)=7.14, 

p<.01)。 

②  身体的反応 

	 Figure 2 は，身体的反応の結果を示して

いる。身体的反応においても，介入前から

介入後にかけて有意にストレス得点が減

少した(t(50)=4.48, p<.01)。 

③  社会的反応 

	 社会的反応では，介入前から介入後にか

けて有意な改善が認められなかった

(t(50)=0.92, n.s.)。 
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Figure 3. 活動カテゴリー別に示した身体的反応の変化量

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）活動の種別内容による介入前後のス

トレス得点の変化量 

①短期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各スト

レス得点の変化量（介入後−介入前）を従

属変数とする一元配置分散分析を行 

った。その結果，身体的反応において主効

果が認められた (F(4, 45)=3.28， p<.05)。

Tukey HSD 法による多重比較をおこなっ

たところ，「リラクセーション」が「娯楽」

と比べて有意に変化量が大きかった

(p<.05)。それぞれ選択された短期的方略の

効果については，Figure 3 に介入前後の変

化量（介入後−介入前）を示している。図

に示したように，「リラクセーション」の

変化量が最も大きく，ついで「ライフスタ

イル」，そして「コミュニケーション」の順

で身体的反応得点が低下した。心理的反応

と社会的反応では，有意な結果が認められ

なかった。  

②中期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各スト

レス得点の変化量を従属変数とした一元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置分散分析をおこなったものの，どの反

応においても主効果は認められなかった。 

（3）活動の頻度による介入前後のストレ

ス得点の変化 

①短期的方略 

	 短期的方略の活動頻度による効果を検

証するために，活動の頻度の選択肢 1，2（1，

2・3 回 /週）を低頻度群，選択肢 3，4（4・

5 回，それ以上 /週）を高頻度群として，介

入前後の各ストレス得点を比較するため

に群×介入前後の 2 要因分散分析をおこな

った。その結果，心理的反応では，介入前

後 の 主 効 果 が 認 め ら れ (F(1,48)=10.63, 

p<.01)，介入前と比べて介入後にストレス

得点が有意に低下した。 

	 また，身体的反応においても同様の分析

をおこなった結果，介入前後の主効果が認

められ(F(1,48)=4.84, p<.05)，介入前と比べ

て介入後に身体的なストレス得点が有意

に低くなった。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は認

められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

活動頻度の主効果および交互作用は有意

でなく，この結果は，心理的反応および身

体的反応は短期的方略の回数にかかわら

ず，おこなうこと自体が効果をもたらすこ

とがわかった。  
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②中期的方略 

中期的方略の活動の頻度に関しては全て

低頻度であったため，分析をおこなわなか

った。  

（4）活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

①短期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群とし

て介入前後の各ストレス得点を比較する

ために群×介入前後の 2 要因分散分析をお

こなった。その結果，心理的反応では，介

入前後の主効果が認められ(F(1,48)=10.99, 

p<.01)，介入後には介入前と比べてストレ

ス得点が有意に低下した。 

同様に，身体的反応でも，介入前後の主効

果が認められ(F(1,48)=4.20, p<.05)，介入前

と比べて介入後にストレス得点が有意に

減少した。  

	 社会的反応では，介入前後での主効果は

認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

以上，活動時間群の主効果および交互作

用は，どの反応においても有意な結果が得

られなかった。これらの結果から，心理的

反応および身体的反応は，短期的方略の時

間にかかわらず，おこなうこと自体の効果

が見られたことになる。 

②中期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 4. 身体的反応得点の変化  

 

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群とし

て活動に費やす時間についての２群を独

立変数とし，介入前後（pre，post）の各ス

トレス得点を従属変数とする 2 要因分散

分析をおこなった。 

Table 11 は，全体の結果を示している。心

理的反応では，介入前後の主効果が有意で

(F(1,32)=29.08, p<.01)，介入後には介入前

と比べてストレス得点が有意に低下した。 

身体的反応では，介入前後の主効果およ

び 交 互 作 用 効 果 が 認 め ら れ た

(F(1,32)=8.47, p<.01)。そのため，単純主効

果を求めたところ，高時間群において  有

意な身体的反応得点の減少が認められた

(F(1,32)=26.17, p<.01)。この結果を Figure 4

に示す。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は 

認められなかった(F(1,32)=0.02, n.s.)。心理

的反応，社会的反応では活動時間の主効果

および交互作用効果は認められなかった。 
 

Ⅱ-2-D. 考察 

	 本介入研究の目的は，就労者を対象
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に，1）調査研究で収集した自助方略の中

から短期的および中期的に実践可能と考

えられる内容を選択させ，どの活動がメ

ンタルヘルスの予防に役立つのかを検証

すること，および 2）活動をおこなう頻

度や１回に費やす活動時間によってスト

レス得点に差異が生じるか否かを調べる

ことであった。以下，本研究によって得

られた知見をもとに考察をおこなう。 

1. 介入前後におけるストレス得点の 

変化 

	 心理的，心理的，社会的反応の３種類

のストレス得点について介入効果を見た

ところ，心理的反応と身体的反応におい

てストレス得点が有意に低下した。一方

で，社会的反応においては，介入前後で

得点に有意な変化が見られなかった。こ

れらの結果から，本研究で提示した自助

方略は，心理的反応と身体的反応の低減

に効果があることがわかった。社会的反

応に対して効果が見られない理由とし

て，社会的反応が間接的な反応であるこ

とが考えられる。すなわち，心理的反応

と身体的反応が仕事上の問題がストレッ

サーとなり，直接的にストレス反応とし

て生起するのに対して，「怒鳴り」や「当

たり散らし」のように他者への否定的な

関与は心理的反応や身体的反応による影

響と言える。そのため，1 週間という短

期な介入では影響を与えることができな

かったかもしれない。 

2. 活動の種別内容による介入前後の 

ストレス得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした分

散分析をおこなった。その結果，短期的

方略の「リラクセーション」カテゴリー

が「娯楽」カテゴリーよりも身体的反応

得点が有意に低下した。リラクセーショ

ンには，筋肉のリラクセーション，内臓

のリラクセーション，心理的リラクセー

ション，意識レベルの低下の４つの側面

がある（鈴木・佐々木 , 1987）。これらの

側面は互いに関係しあい，心身相互作用

によって，最終的には心身全体のリラッ

クスが得られる。本介入研究において

「リラクセーション」をおこなった者は

心身相関の効果を得て，身体的反応得点

が大幅に低下した。 

「娯楽」のカテゴリーは，身体的反応得

点の低下に有効ではなかった。対象者が

選択した短期的方略の「娯楽」に含まれ

る活動は，「音楽鑑賞」，「テレビ鑑賞」，

および「読書」であった。これらの活動

は活動それ自体が楽しみをもたらすが，

身体的反応よりはむしろ心理的反応に直

接作用したと考えられる。 

	 中期的方略の活動カテゴリーでは，ど

の反応においても有意差は認められなか

った。その原因として，サンプルバイア

スが考えられる。本研究では，中期的方

略において「コミュニケーション」のカ

テゴリーを 16 名，「積極的活動」を 13 名

がそれぞれ選択していた。しかし，残り

の「娯楽」カテゴリーは 5 名しか選択し

ておらず，他の２カテゴリーに比べると

人数が少なかった。 

3. 活動頻度による介入前後のストレス得

点の変化 

	 本研究では，短期的方略の活動頻度２

群（高頻度群，低頻度群）を独立変数と

し，介入前後の各ストレス得点を従属変

数とした 2 要因分散分析をおこなった。

その結果，心理的反応と身体的反応にお

いては介入前後の主効果が認められた。
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しかし，活動頻度の主効果および交互作

用はどの反応においても有意ではなかっ

た。この結果から，短期的方略の頻度は

各ストレス反応得点の減少に影響を与え

ず，むしろ，おこなうことそれ自体に効

果があることがわかった。 

	 中期的方略の活動の頻度に関しては，

全てが低頻度群に回答が集まったため，

分析をおこなうことができなかった。し

かし，先の調査研究において，中期的方

略は「１週間から２週間でおこなえる活

動」と位置付けていた。中期的方略の回

数が全て低頻度群であったという結果

は，調査研究において中期的方略の位置

付けが妥当であったことを示している。 

4. 活動時間による介入前後のストレス得

点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動時間（高活動時間群，低活動時間

群）を独立変数とし，介入前後の各スト

レス得点を従属変数とした 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，中期的方略

の活動時間の上位群が下位群よりも身体

的反応得点が有意に減少していた。この

ことから，中期的方略においては，時間

を多く費やすことが身体的反応に有効で

あることがわかった。中期的方略は「１

週間から２週間でおこなえる活動」であ

りながらも毎日継続しておこなえる活動

ではない。滅多におこなえる活動ではな

いからこそ，多くの時間を費やすことで

短期的方略よりも身体的反応得点を低下

させることが可能かもしれない。 

	 短期的方略では，どのストレス反応に

対しても活動時間の主効果および交互作

用は有意とならなかった。短期的方略に

関しては，活動頻度で述べたとおり，そ

の頻度や時間ではなく実施すること自体

が効果をもたらすと考えられる。 

5. 本研究の限界 

	 本介入研究は，統制群を設けていない

事前事後比較実験デザインの研究であ

る。そのため，当初からパイロット研究

としての位置付けとした。今後は，自助

方略の内容を精査する手続きと並行し

て，無作為化統制試験などさらに精度の

高い研究をおこなう必要がある。 

 

Ⅱ-2-Ｅ．結論 

以下，文献研究と調査・介入研究に分け

て結論を述べる。  

Ⅰ.文献研究 

	 メンタルヘルス不調の予防対策として

自助方略を用いるメリットを 3 点にまと

める。  

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘルス

問題・疾患の予防をメンタルヘルス不調の

症状改善に求めている。 

	 本稿では，メンタルヘルス問題の重篤化

を避ける「予防」の観点で，日々のメンタ

ルヘルス不調に伴う症状の緩和効果に注

目し，実践可能で受け入れが容易な自助方

略に関する研究を紹介した。今後増え続け

る精神疾患を考えると，多くの人々に対し

て，軽度・中程度のメンタルヘルス不調の

段階で早期に緩和できる方策を教授する

ことは予防の観点で重要である。 

②「気分の不調」の改善を他者からの支援

ではなく，自助に求め，その習慣化を目的

としている。 

	 メンタルヘルスを扱う専門機関の負担

は，対象者の数に伴って増え続ける一方で

ある。対症療法については，専門家の援助

によるところが大きいが，自助でおこなえ

るならば経済的にも人的支援においても

負担が少ない。また，閾値下・亜臨床的な
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メンタルヘルス不調を抱える人たちにと

っては，専門的な介入を受ける抵抗感が大

きく，むしろ自助方略の実践を推奨する法

が受け入れられやすい。 

③効果的な自助方略リストが完成できれ

ば，それらの普及啓発のために幅広い適用

が考えられる。 

	 信頼性および妥当性の高い自助方略の

選定が重要であるが，その後の活用として，

リーフレットやウェブサイトなどを利用

したポピュレーション・ワイド・キャンペ

ーン，スマートフォンの利用によるプロン

プト介入など普及啓発のために幅広い適

用が期待できる。また，専門施設での治療

と併用することで回復効果を促進できる。 

	 以上，本研究では，一次予防，さらに一

次予防を超えたメンタルヘルス・プロモー

ションとなる介入システムに組み込める

自助方略について解説した。今後，我国に

おいても，メンタルヘルス不調の改善を目

的とする自助方略について，役立ち度，実

践可能性，および受け入れ可能性が高い内

容を専門家グループやアドボカシー（過去

にメンタルヘルス不調を経験し，回復した

のちに支援者として活動する人たち）グル

ープで一致する内容を選定する必要があ

る。最終的には，効果が期待できる自助方

略が推奨されるべきであるが，例えば害を

伴う方略は避けねばならず，専門家グルー

プやアドボカシーグループから得られる

共通性を担保した自助方略の選定は，自助

方略適用の信頼性や妥当性を高める。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究 

	 本パイロット研究は，就労者に焦点を当

て，メンタルヘルスの予防に関して就労者

の自助方略の内容を明らかにすること，お

よびどの活動がメンタルヘルスの予防に

役立つか否かを検討する目的で実施した。 

	 調査研究では，就労者を対象として，仕

事上のストレスを軽減させる目的として

実施している自助方略について質問紙調

査をおこない，活動の収集をおこなった。

その結果，収集した自助方略を，１）継続

期間，および２）種別内容，に分け，それ

ぞれについてサブカテゴリーが形成され

た。  

	 介入研究では，調査研究で得られた活動

から短期的方略と中期的方略に絞り，１週

間おこなわせることで，どの活動がメンタ

ルヘルスの予防に役立つのかを検証した。

その結果，すべての方略で介入後において

心理的反応と身体的反応が軽減され，本研

究で提示した自助方略が心理的反応と身

体的反応に有効であることがわかった。 

	 活動の種別内容と各ストレス反応の関

連を検討した結果，短期的方略において

「リラクセーション」カテゴリーが「娯楽」

カテゴリーよりも身体的反応得点を有意

に減少させた。身体的反応の改善量が大き

かった自助方略カテゴリーは，「リラクセ

ーション」がもっとも大きく，ついで「ラ

イフスタイル」，そして「コミュニケーシ

ョン」の順であった。「娯楽」カテゴリーは

身体的反応の軽減には有効ではなかった。 

	 活動時間と各ストレス反応の関連を検

討した結果，中期的方略において活動時間

を多く費やした高活動時間群の方が低活

動時間群よりも身体的反応得点を有意に

低下させた。  
	 以上の結果を以下に要約する。 

①心理的反応は，活動の種別内容，頻度お

よび時間にかかわらず，自助方略をおこな

うこと，それ自体で低減する。 

②身体的反応は，短期的方略における「リ

ラクセーション」方略をおこなうことが最
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も有効であり，「ライフスタイル」および

「コミュニケーション」の方略も有効であ

った。  

③身体的反応の低減には，中期的方略に時

間を多く費やすと有効である。 
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ȀʮxbaÅ°¿ÌoɺǷ̖��©�»mɏƝz�ǍȆjxh̖×mÇÌ�Ë�È���
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ǰĖǊɚɦip̖Rodríguez-Carvajal 
et.al̔2010̕oÅ°¿Ìʼǜ�ĳȯxlm

� þ̖àłr¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�Á

ÈoʳøǍȆoȀʮ�ʝebaRodríguez-
Carvajal et.al̔ 2010̕ip̖Ŋ̎�ǐɵx

`oǖŋ�ɍǍzƣǳoŊ̎ʫȗřo�³

ÆÌ¤iplp̖Ɯ{jl�ˆȨ�ƜĬz

�tj�ɍɊjz�¸�§�²l�³ÆÌ

¤mțɍxlm�̖��©�»jl�ǍȆ

j`oċʝʥŎj�īǋɊmÅ°¿Ìxh

h�ȫmȳƧmg�a�

Rodríguez-Carvajal et.al̔2010̕ip̖

PsycINFO ¨Ì¢µÌ��ôȼxh̖

2005-2010 ƔmɈʠv�bêȁo¸�§�

²l�³ÆÌ¤j¸�§�²l��©�»

o˲˙�Ȁʲz�ʼǜ�Ȁɵxhh�a�

ÌÇÌªp ’̖positive psychology’, ‘positive 
organizational behavior’, ‘positive 
organizational scholarship’, ‘job 
satisfaction’, ‘happiness’, ‘well-being’, 
‘engagement’, ‘authentic leadership’, 
‘deviant leadership’, ‘transformational 
leadership’, ‘servant leadership’, ‘emotion’, 
‘flow’, ‘flourish’, ‘personal growth’lko�

ÌÇÌªm’job’, ‘work’, ‘organization’�ģ

MhȀɵ�ʝehh�aǰŝņǪip þ̖à

młrb¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈ

oʳøm˲˙z�jư���ȃƯ̔ ţǚ �̕

ķ�Ïs̖`oĒŶ�Ȁʮxba 
 
�ĘæÁ�

1. ��©�»mɏƝz�ȃƯ 
̔1̕�È���¼È© 

ÇÌ�Ë�È���¼È©päÚm˲˙

z�¸�§�²iĊŴxbƩȸȵƻig�̖

Ȟġ̖Ȱƹ̖Ș̋m�ehȳƧgr���

̔i.e., Bakker & Schaufeli, 2008; Bakker 
et al., 2008 a̕ÇÌ�Ë�È���¼È©p̖

ĤĆʌoſȁȞħoɹ̐mȮȫ�Ɲhhk

�̖`oɹ̐oʧųʥŎ���©�»�Ǎ

z�riplhaxbmeh Ĥ̖ĆʌmÇÌ

�Ë�È���¼È©�ƺy�ȵβuoȜ

Ÿ�Ȥ}�b}mp̖`oʧųʥŎ�ʦf

rĕzƪʥmg�aäÚoˆȨpÇÌ�Ë�

È���¼È©j˲˙z�tjmɘ��h

h�m̔i.e., Bakker & Demerouti, 2007, 
2008; de Lange et al., 2008; Schaufeli & 
Salanova, 2007; Schaufeli et al., 2009̖̕
ŀȅmþàoˆȨ~ÇÌ�Ë�È���¼

È©mƠ̈z�tjmŝņv�hh�̔ i.e., 
Avey et al., 2008; Bakker & Demerouti, 
2008; Garrosa et al., 2011 a̕ 
 
̔2̕±ÆÌ 
àp±ÆÌ�ñ̐z�j̖¤¾ÅÈ�ɱ

ɟ�Ɉǔx ʕ̖�oȳųo��Ä�ôh̖̀

oɗ˱�Ȃx{ ʕ̖Ėoʑġ�íqx ǧ̖˱

oƺʩ�Ũia±ÆÌȸʼmkhhp ä̖Ú

ǧmp±ÆÌ�ñ̐z�ȈìmƲz��t

jmg� z̖b ä̖Úp±ÆÌñ̐�ûz�

imʰʭv�hhlr�ql�lhaxl

xlm�̖äÚmkr�±ÆÌm˲z�Ŵ

ʲɚɦpxj�kŮŕxlhaNielsen & 
Cleal ̔2010̕ p̖ɭȸʌmkhhʭɀ̖

Ŋ̎ʫȗjʳøm±ÆÌ�ǭƹmÙȦxh

hbtj�ŝņxhh�aSalanova et al. 
̔2006  ̕ ip ¡̖Ì�¾Ä�¸Ì©̖̇ Ǟ

ɊlŴˎuo�¸Ì©̖äÚmkr�ǥɛ

lʧějʧɮmg�tj̖ǥɛlɍɊmg

�tjm±ÆÌj˲˙xhhbtjmɜv

�hh�à oåm~ �̖�ÄoťȅƱ ʡ̖

ˬƱ ±̖�Ìª®¥� ä̖Úoű˛ ä̖Úo
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˪ ʥ Ʊ p ± Æ Ì � Ù Ȧ x h h b 
̔Demerouti, 2006; Kuo & Ho, 2010 a̕ǩ

m̖ɖƸñ̐p±ÆÌñ̐jȌo˲˙�ǭ

xhhb̔Kuo & Ho, 2010 a̕ 
 
2. ��©�»�̑}�ȃƯ 
̔1̕ƩȸɊˆǰ 
ƩȸɊˆǰp 4 foþàɊlˆǰ̖zl

�d Ǝ̖ǮËÅ�Ã�È�ËȂʪƱËʕƌĥ

ġƺl�Ȅǀv��aƩȸɊˆǰp ʎ̖Ĩȧ

ˊƘ̔Larson & Luthans, 2006; Luthans 
et al., 2007; Luthans et al., 2008̖̕ ƩȸɊ

��Ä°Ì�È�̔Avey et al., 2010̖̕ ¸

�§�²lƺƶ̔Avey et al., 2008̕j˲˙

mg�tjmŝņv�hh�a 
 
̔2̕ƩȸɊǹːƱ 
ƩȸɊǹːƱp â̖ȷŕoɗ˱m̀Ôx̖

ȵβmƭyhʕ�mˡǉxbøÿmśgh

hʝħz�tj�Ǎza̞ Ɣ �̖� ³¢È

�j�º¥©¼È©ɇȚ̔ACT̕jo˲˙

mkhhɈƂxba¼¢ĖǶmkhh Ʃ̖ȸ

ɊǹːƱjĂƙjo˱mpȌo˲˙mg�

tjmɜv�hh�̔ Hayes et al., 2006 a̕

ǩm̖ƩȸɊǹːƱmʎŞo¼È¢Ä´Ä

�j˲˙xhh�tj�ɜzɚɦ~šģą

łmg�̔Bond et al., 2010 a̕bcx̖x

j�koɚɦp�§�²l��©�»m

Ȯȫ�Ɲhhk�̖�§�²l��©�

»oïÐ�~ehʎĨȧˊƘ�ďʖɊl�

�Ä°Ì�È�m˄ȶxhh�tj�ɜx

hh�aBond et al.̔2010̕ip̖ĤĆʌ

�ź˂jxb RCT mkhhƩȸɊǹːƱ

mɱɟɊÑʻ�ïȥxbtj�ŝņxhh

�à oå ¡̖Ì�¾ÄÇÌ�Ì�ʿŲoÛ

ȊɊ©Â�¹̔Berceli &Napoli, 2006̕�

ʀŇ��ɅǾmĪĨz�ĤĆʌo®ÌÈ�

�©̔Ruiz et al., 2008̕oÙ˴ĥǷmʷ}

��hh�a 
 
̔3̕ʕƌĚƥ³Æ � 
ǫ˕oÅ°¿Ì̔Lord et al., 2010̕iɜ

v�hhb�im̖ǦâoʎŞȹŠioǀ

ĢmpʕƌĚƥmÑĺȉig�aʕƌĚƥ

pþàoǀ˯�ûx̖��Ä°Ì�È��

łÏv_ ʕ̖ƌŴȷ�ûzaŊ̎mȮȫ�Ɲ

hb̖ʷɘoēȄǀmśghbźĔ�¢�

Ä�ēʳøǂɁp̖ʎĨȧˊƘ̔Amiot et 
al., 2006; Ayres & Malouff, 2007̖̕ ʏųɊ

lƺƶ̖ȺȞȧˊƘ���Ä°Ì�È�

̔Ayres & Malouff, 2007; Welbourne et al., 
2007; Rodríguez-Carvajal, 2007 m̕Ūzx

hĥǷmʷ}��hh�aåǟ ƺ̖ƶ�ǇŔ

z��ilʕƌĚƥ³Æ �pŪzxpl

hĥǷmʷ}��hh�̔Bono et al., , 
2007; Glasø & Einarsen, 2008; Rodríguez-
Carvajal, 2007; Seery & Corrigall, 2009; 
Yanchus e al., , 2010 .̕� zb̖ɍɊuo³

Æ �m̖`oɍɊo˞ǀ�̃xhjʷʾ

xbŞĿmƺƶɊl��Ä°Ì�È�̖ʎ

ĨȧˊƘ�×ʪɊlǀĢ̔ Wiese & Freund, 
2005̛Pomaki, Karoly & Maes, 2009̕�

łÏv_hhbtjmŝņv�hh�a 
 
̔4̕¸�§�²lƏƃ�¢�Ä 
¸�§�²lƏƃ�¢�Äp̖ʎĨȧˊ

ƘjȌo˲˙mʷ}��̔ Welbourne et al., 
2007̖̕ʷɘʝħɇȚm�ehłÏz�tj

mɜv�hh�̔Proudfoot et al., 2009 a̕

Wellbourne et al.̔2007̕ip̖äÚuo

¸�§�²lƏƃ�¢�Äp̖ʎŞio�

©Å�źĔm˲xhŊ̎ʫȗ̙ʷɘoēȄ
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ǀźĔ�¢�Ä�łÏv_̖ōˢɊlźĔ

�¢�Ä�ïȥv_�tjȋ̖hʎĨȧ

ˊƘj˲˙xhhbtjmŝņv�hh�a 
 
̔5̕ƺƶɊɘƱ 
ʎŞmkr�ƺƶɊɘƱoɚɦip̖ƺ

ƶɊɘƱmʎĨȧˊƘ�`oåo��Ä°

Ì�È�m˲˙z�ǍȆjȌo˲˙mge

btj�ɜxhh�̔e.g., Jain & Shina, 
2005; Sy et al., 2006; Kafetsios & 
Zampetakis, 2008 a̧̕ �§�²g�hp

�§�²lƺƶmt��o˲úmkr�Ŭ

ãʥŎig�ĺʑƱmg�̖ȳmȿƱip

ű ď l Ŭ ã ĥ Ƿ m ʷ } � � h h �

̔Kafetsios & Zampetakis 2̖008 a̕åǟ̖

ɭȸɋɕʌoƺƶɊɘƱp̖˥ÐoƺƶɊ

ɘƱmïhŞĿm˥ÐoʎĨȧˊƘ�̑}

�ĥǷmg�jɜxbɚɦ~g�̔ Sy et al., 
2006 a̕ 
 
̔6̕�� Ä±ʳø 
�� Ä±ʳøjp̖ʎĨȧˊƘoþà

ɊlȳƱśɌ�ȸʫz�b}oɻĿıěo

tj�Ǎza�� Ä±ʳøpʕŻƺƶ ɻ̖

Ěoǃŕ ƺ̖ƶɊlŰųlkoȃƯ�ń|a

�� Ä±ʳøpʎĨȧˊƘuoɎǑɊË

˱ǑɊlĥǷmʷ}��hh�̔ Best et al., 
2005; Piccolo et al., 2005; Judge et al., 
2008 a̕Piccolo et al.̔ 2005̕ip̖¸�§

�²Ë�§�²lƺƶjȒvh�� Ä

±ʳøoǟmʎĨȧˊƘjƜp˲˙xhh

btj�ɜxhh�aŀȅm �̖� Ä±ʳ

ø̖ƱǼȳƱ 5 Ŏŭk�rȳƱƺƶo 3 ʥ

ŎjʎĨȧˊƘjo˲˙mkhh̔ĖǶǧ

mŀǧmǈĎv�bŞĿ̖̕�� Ä±ʳø

o{mǭƹmʎĨȧˊƘj˲˙xbtj�

ɜxhh�a 
 
�Ęê��

� ǰĖǊɚɦip̖ʎŚmkr�þàłr

¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈm˲xh̖

Ù˴Ǚʐ³Æ�Â»oĥǷʳømˠėjʋ

M���ǍȆ�̖ǜȶÅ°¿Ì�~jmȀ

ʮz�tj�ɍɊjxbaǰĖǊɚɦiĳ

ȯxb Rodríguez-Carvajal et.al̔ 2010 i̕

p̖Å°¿Ìv�bɚɦoťpmʪŸɚɦ

ig�̖ãĎɚɦpǚm˷ųv�hhba 
� Å°¿ÌoɺǷ̖��©�»mɏƝz�

ǍȆjxh ×̖mÇÌ�Ë�È���¼È©

j±ÆÌmķ�Ïs��hh�tjmɜv

�bah^�oţǚ~ ʎ̖Śmkr�¼È¢

Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈoĥǷʳøǍȆ

jxhȃƯɊmpˠėjʋM���~oo̖

Ȧųm˲xhp̖ˈŊɳm��ʳøǟȚm

ɛɨxhh�ÇÌ�Ë�È���¼È©m̖

��ǮzxhjʋM���a 
� åǟ Ç̖Ì�Ë�È���¼È©�±ÆÌ

lko¸�§�²l��©�»�̑}�Ǎ

Ȇjxhp Ʃ̖ȸɊˆǰ Ʃ̖ȸɊǹːƱ ʕ̖

ƌĚƥ³Æ �̖¸�§�²lƏƃ�¢�

Ä ƺ̖ƶɊɘƱ �̖� Ä±ʳølkmķ�

Ïs��hhbat��oȃƯp h̖^�~

¸�§�²Ʃȸůiǅ��hh�þàˆȨ

̔ĒɊˆȨ Ʃ̖ȸɊˆȨ m̕˲z�ȃƯig

� t̖��oˆȨ�ĊŴv_�tjm Ĥ̖Ć

ʌoʗŪl��©�»mflm�tjmǯ

ơv��a 
� ˕Ɣ̖ĤĆʌoĂƙ� well-being �Ȁʮ

z�m˽xh̖ſȁǧoȞħcrilpſ

ȁŤoȞħm~țɍz�tjo˪ʥƱmǍ

Ǖv�hh�aſȁŤoȞħoidȳmĂ

ƙjʗŪl˲˙mǍǕv�hh�Ȟħm̖
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Ã�®ÃÌɹ̐̔ſȁÔo�©Å�±Äl

ñ̐m�ehȣ˅v�bƩȸɝìɊˆȨ�

ĉoȕȩmōƦv_�b}oȞħ m̕g�a

¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈoĥǷǍ

Ȇmfhh̖��ťȅlʥŎmțɍz�m

p̖¸�§�²Ʃȸůiǅ��hh�þà

ˆȨ̔ ĒɊˆȨ Ʃ̖ȸɊˆȨ m̕˲z�ȃƯ

oxlm Ã̖�®ÃÌɹ̐o�il ſ̖ȁŤ

oȞħm~țɍz�tj~ǭȼjʋM��

�a 
 
-Ęæú�

� ǰĖǊɚɦip̖ʎŚmkr�þàłr

¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈm˲xh̖

Ù˴Ǚʐ³Æ�Â»oĥǷʳømˠėjʋ

M���ǍȆ�̖ǜȶÅ°¿Ì�~jmȀ

ʮxbaÅ°¿ÌoɺǷ �̖�©�»mɏƝ

z�ǍȆjxh ×̖mÇÌ�Ë�È���¼

È©j±ÆÌmķ�Ïs��hh�tjm

ɜv�bah^�oţǚ~ ʎ̖Śmkr�¼
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�¬ �� ���Ò~wß�Üàýõ}ćĖ~w�xóÒè�ÜàeÃė�

�T\BvOv>�Ē2dčDN³í]¹�NZ9WS,ĊÖ�.øp��

Ė0���~w�_î����ė�

blěáa¸f�

�

{®Üà��º�

dč³íNZ9WS,øp�

�Èªg53>sÅÇ2Ô!E 465 P^>NZ9WS��

�

{®Üàë�

�Ê¶jĖ�ą��_î³íĄjċß�³í@\B^]³¯ė�

Üà�|ë�

Õ�ÌĖĉ���ĉ�����Ď³í�Üàß³ì�ÿ�²]y³¯ė 
 
ɚɦʥǢ̚ǰɚɦoɍɊp̖ʎŚmkr�þàmłrb¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈ

m˲xh̖Ù˴Ǚʐ³Æ�Â»o˰Ɉjʳø�ʝitjig�a3 Ɣɍmgb�Ɠǀ 30 Ɣ

Ƙip̖¸�§�²Ë¼È¢Ä´Ä�̔ÇÌ�Ë�È���¼È©̕�û˚z�ʥŎjx

hÃ�®ÃÌɹ̐̔äÚèŤoǧ˱oôhǟ̕mțɍx̖țƹ®���ýȌȚ̔Attention 
Bias Modification̚ABM̕�ȼhb Web µÌ�³Æ�Â»oĥǷ�̖ȭòȬĬȒ˒ʴ̐

m��Ȁʮz�tj�ɍɊjxba 
�È¢Ì¥©ʻǺìɝoɉˮ½¬¢Ìl�ĩ̀xbĳģʌ�ƱjƔ̓�¹¥¤v_b

²Æ¥�ÂÈ£»Ĭm��ãĎʈjźȯʈmĞ�ærb̔ľʈ 150 à a̕ãĎʈmp Web
µÌ�o ABM ³Æ�Â»�ŴǠz��im÷̍xC1 ÊǬƢmÓʈj~m�È¢Ì¥

©m��ÚƢʻǺ�ŴǠxC`�a� 119 à̔79.3% C̕107 à̔71.3%̕l�ōɪ�Ƥ

baÚĜʻǺk�rÚƢʻǺipCÇÌ�Ë�È���¼È©̖ȳƱÑŰ̖ȵƻÑŰ̖Ȕ

Ė̖Ã�®ÃÌɹ̖̐ÇÌ�·Ã�»�ʳøxba 
 ʫǶoɺǷ̖ÇÌ�Ë�È���¼È©̖ȳƱÑŰ̖ȔĖ̖Ã�®ÃÌɹ̖̐ÇÌ�·

Ã�»mpǭƹlãĎĥǷpʷ}��lleb~oo̖ȵƻÑŰoÑŰÑŕ̉ɍm˲xh

ãĎŴǠƢmǭƹmƤȫmïÐxbxl̔28.2?6.9 to 27.3?6.7, p<0.05̖̕ ȵƻÑŰɾƤ

ȫmfhh~̖ǭƹlïÐm{��b̔45.3?11.4 to 44.0?11.6, p<0.05 a̕ 
ÇÌ�Ë�È���¼È©˲˙ÇÌªoˡǉm�� ȵ̖ƻÑŰoǖŋmʦ��btjpŒ

ĒŤioǞxhǃʦig�aâƢ ȵ̖ƻÑŰoǖŋ�˘ybÇÌ�Ë�È���¼È©łÏ

oĺʑƱlk̖v�l�Ȁʮmƪʥjư���a 
 
� �-CMH�

� ǰɚɦoɍɊp̖ʎŚmkr�þàmł

rb¼È¢Ä´Ä�Ë³Æ½Ì�ÁÈm˲

xh̖Ù˴Ǚʐ³Æ�Â»oʳø�ʝit
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jig�a2Ɣɍmgb�Ɠǀ29ƔƘip̖

¸�§�²Ë¼È¢Ä´Ä�̔ ÇÌ�Ë�È

���¼È©̕�û˚z�ʥŎjxhÃ�

®ÃÌɹ̐̔ äÚèŤoǧ˱oôhǟ m̕ț

ɍx̖Ã�®ÃÌɹ̐oû˚ʥŎj˵ŵʥ

Ŏ� WEB ʻǺiȀʮz�jj~m̖Ã�

®ÃÌɹ̐�˵ŵz�ÇÌ�·Ã�»�ï

ȥz�b}o³Æ�Â»̔ �³Ã �̕˰Ɉx

¯�Æ¥©ɚɦ�ʝeba³Æ�Â»p Ã̖

�®ÃÌɹ̐o×ʥlʥɴig�ƩȸɊˋ

̂oû˚mțɍx̖țƹ®���ýȌȚ

̔attention Bias Modification̚ABM̕�

ȼhhÇÌ�·Ã�»oïȥ̖ƩȸɊˋ̂

oû˚�˘yh Ç̖Ì�Ë�È���¼È©

�łÏv_�tj�ɍɊjxhhbaâƔ

Ƙp A̖BM �ȼhhÇÌ�Ë�È���¼

È©�ɎǑɊmłÏv_�³Æ�Â»�˰

Ɉx t̖o³Æ�Â»� Web µÌ�iǓö

z�tjoĥǷ� ȭ̖òȬĬȒ˒ʴ̐̔ ʻǺ

˱˱˼ 1 ÊǬ̕iȀʮz�tj�ɍɊjx

ba 
 
 ��ûFµÇ�

�� ��û�

�È¢Ì¥©ʻǺìɝoɉˮ½¬¢Ì

l�ĩ̀xbĳģŀƹǪoid̖èÐoķ

˔śȩj˹Ťśȩm��ĳģʌ�ˡųxba

ķ˔śȩp̖20 ȏl� 59 ȏzioĤĆʌ

ig�tjCǡǰŒĒiĆpĤĆʌig�

tjjx̖˹ Ťśȩp ë̖ʎÔig�tj̖

ŒŤĤĆʌig�tjjxbaɚɦĳģo

ˠǼƱ�ǭz�ʌ 300 Ł�ź˂jxh̖ã

ĎʈjɻĚʈmĞ�ær�ʝib}̖Ʊj

Ɣ̓�¹¥¤v_b²Æ¥�ÂÈ£»Ĭ�

ʝeb̔ő 1 a̕1 ÊǬ˱oãĎŴǠǯ˱m

khh̖ʒʙxbʌp̖ãĎʈi 31 Ł̖ɻ

Ěʈi 43 ŁigebaǫɷɊlʫǶoź˂

jlebʌoǚp̖ãĎʈ 119 Ł̖ɻĚʈ

107 ŁigebaÓʈoƔ̓jƱęȒ�¹

¥¤v_hÃ�ÄÌ©�ʝebaľʈoƓ

ŘƔ̓±ȆȩāƋp ã̖Ďʈm40.1±9.8ȏ̖

ɻĚʈm̖39.9±10.1 ȏigeb̔n.s. a̕ 
�� �NZ9WS�.µÇú�

³Æ�Â»p̖�©Å�ˑȥiŴʃog

� ABM �ȼhb̔e.g. Tayama, Saigo, 
Ogawa, et al., 2018 a̕ǦƔƘo¯�Æ¥©

ɚɦip̖ABM ³Æ�Â»� ipad m�e

hŴǠxbm̖ĤĆʌoÀÌ�°Ã§��

ʋƿxh â̖ƔƘp Ǆ̖ǌdo�¹Ì©±�

ÈiŴǠin��im³Æ�Â»�ǖʗx

b��§»�ɚɦmȼhb̔ő 2 a̕lk̖

ŴǠǯ˱p 1 ÉǬ˱ig� A̖BM ŴǠōǚ

p 5 ō̔ďʴʝōǚ 600 ʴʝ̕igeba 
�� ��1 ,ùĒ�

ABM ʺ̎jxhp 8̖ foÇÌ�Ë�È

���¼È©˲˙ÇÌªj̖8 fo¬¿Ì

©ÂÄlƺƶø�ǭz�ĒŶoÇÌªoh

^�l�¶�mxhď 120 ʴʝÂÈ£»m

�¹Ì©±�Èɀ̆oÏÐɧ˱mǓɜx̖

ɴǣp�È���¼È©˲˙ÇÌªoǟł

�Ǎiˡǉz�ʺ̎igeb̔ő 3 a̕Ǔɜ

̊ƖĴrǓɜǧ˱mfhhp̖1 ʴʝgb

� ț̖ʨȫ500msec Ï̖Ð¶�ɴǲ500msec̖
³ÆÌ²̔ ̚ �̕ˡǉĵƭmg�ziǓɜx

ba 
�� ��1 HÔ!E[^F�

˲˙ȼʸjxh e̖Ȱƹ̖Ūʻ̖ĊŴ̖ƹ

ȋ̖˞ǀ̖Ȟġ̖ĉȔ̖̊ʻf�ȼhba¬

¿Ì©ÂÄËÇÌªoĒŶoÇÌªjxh̖

eǡǧ̖Ôŧ̖îʆ Ŗ̖Ś̖ðǃ̖ɮŐ̖̆

ɥ̖˾ ŭf�ȼhbà �a�oÇÌªmf

hh A̖BM ǫɷōƢmź˂ʌm 7 éȚiƺ
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ƶøʳø̔ 1. ̅Ɛm¸�§�² 2̖. Ğj¸

�§�² 3̖. �^lm¸�§�² 4̖. ¬¿

Ì©ÂÄ 5̖. �^lm�§�² 6̖. Ğj

�§�²̖7. ̅Ɛm�§�²̕�Ȗ}

ba 
�	 �øp�

� ʳømfhhp̖ãĎĜjãĎƢmkh

h̖èÐoƀƘ�ȼhhʳø�ʝeba 
UWES ̔ Utrecht Work Engagement 

Scale̗̕ÇÌ�Ë�È���¼È©�ʳø

z�ȞġCȰƹCȘ̋o 3 ʥɴl�l�ƀ

Ƙ̔Shimazu, Schaufeli, Kosugi, et al., 
2008̕i̖ǰɚɦipľʥɴ 3 ̉ɍCď 9
̉ɍ̔ľ̉ɍ 0-6 ȫiʕƌʳø̕oəʂȱ

�ȼhba 
STAI̔State-Trait Anxiety Inventory̕

̗ÑŰ�ʳøz�ƀƘi̖ȳƱÑŰ˲˙̉

ɍ 20 ̉ɍ̖ȵƻÑŰ˲˙̉ɍ 20 ̉ɍ̞ď

40 ̉ɍ̔ľ̉ɍ 1-4 ȫiʕƌʳø̕l�l

�ƀƘ̔ Spielberger, Gorsuch, Lushene, et 
al., 1983 i̕g�aǰɚɦip ȳ̖ƱÑŰÑ

ŰŮŕ̉ɍ ȳ̖ƱÑŰÑŕ̉ɍ ȳ̖ƱÑŰɾ

Ƥȫ ȵ̖ƻÑŰÑŰŮŕ̉ɍ ȵ̖ƻÑŰÑŕ

̉ɍ ȵ̖ƻÑŰɾƤȫ�`�a�ɬĕxba 
UMACL (The University of Wales 

Institute of Science and Technology Mood 
Adjective Checklist) ̗ȔĖ�ʳøz�ƀ

Ƙi �̖Ä�Ìʩ˨ ɽ̖ƛʩ˨ Ʈ̖ȵƻo

3 Ŏŭ 18 ̉ɍ̔ľ̉ɍ 1-4 ȫiʕƌʳø̕

l � l � ƀ Ƙ ̔ Matthews, Jones, 
Chamberlain., 1990 i̕g� ǰ̖ɚɦip̖

�Ä�Ìʩ˨̖ɽƛʩ˨�ʳøxba 
DUWAS (Dutch Workaholic Scale) ̗ÇÌ

�·Ã�»�ʳøz�ƀƘ̔Schaufeli, 
Shimazu, Taris, 2009 i̕g� Ć̖n˜oj̖

Ɯ˖ɊlĆnǟ�ʳøz�̔ľ 5 ̉ɍ 1-4

ȫiʕƌʳø a̕ 
�
 �{À�

ĖǶp̖pre, post o¨Ì¢�ȼhbÍʖ

Ĭǒųǟɤƚm��ĖǶ�ʝebazbCĥ

Ƿˬ̔Cohen’s d̕oɬĕ�ʝeba 
B-7. ĀȸɊ˧ƿ 
ĤĆʌ�ź˂jxb Ä±��Ë³Æ�

Â»m��ȭòȬĬȒ˒ʴ̐oŴǠmgb

ehpC˯ƉŦůŦů˸įȎʛůɾĿɚɦ

ɣůɾĿɚɦɣĀȸūňìmkhhɚɦɍ

Ɋk�rǄ̊mfhhŹǺ�ĸrCǆʷ�

Ƥb̔ ʱĺɂļ 18072701 2̖018 Ɣ 8 Ǭ 23
ǡ a̕ 
 
� �æÁ�

ÇÌªoƺƶøʳømfhh Ç̖Ì�Ë�

È���¼È©˲˙o 8 ÇÌªo���Ɠ

Ř±ȆȩāƋp̖2.2 ± 0.8 igebaÍǟ̖

¬¿Ì©ÂÄlĒŶoÇÌªo���ƓŘ

±ȆȩāƋp̖3.4 ± 1.2 igebaÇÌ�Ë

�È���¼È©j¬¿Ì©ÂÄlĒŶo

ÇÌªoʳų˱mpǭƹƋmʦ��b

̔p<0.05 a̕ 
�È���¼È©Ĵr`oÐîŎŭmf

hhp ã̖ĎƢoţĬpʦ��lleb̔ ʠ

1 a̕zb U̖MACL D̖UWAS Ĵr`��o

ÐîŎŭoÓʌmfhh~ãĎm��ţĬ

pʦ��lleba 
� ÑŰmfhhp̖ȳƱÑŰm˲z�̉ɍ

ĴrƀƘmpãĎm��ţĬpʦ��ll

ebaxlxlm� ȵ̖ƻÑŰoÑŰÑŕ̉

ɍm˲xhp̖ãĎŴǠƢmǭƹmïÐx

b̔ 28.2±6.9 to 27.3±6.7, p<0.05 a̕v�m̖

ȵƻÑŰɾƤȫmfhh~̖ǭƹlïÐm

{��b̔ 45.3±11.4 to 44.0±11.6, p<0.05 a̕ 
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� �ê��

ɺǷjxh ǰ̖³Æ�Â»m�eh ȵ̖ƻ

ÑŰm¸�§�²lţĬmʦ���tjm

ǥ�lmlebaÇÌ�Ë�È���¼È©

˲˙ÇÌªoˡǉm��̖ȵƻÑŰoǖŋ

mʦ��btjpŒĒŤioǞxhǃʦi

g�̖âƢʶɶlĥǷȀʲ�z�mÿz�

ȫig�a 
ǰɚɦpȭòȬĬȒ˒ʴ̐ig�̖ź˂

oƔ̓jƱęmfhhpʻǛv�hhbo

i̖žlpj~ɺǷmźz�Ɣ̓jƱęm

��Ơ̈plhjʋMhʗhafz� ɲ̖ɰ

mÇÌ�Ë�È���¼È©˲˙ÇÌª�

ȼhb ABM mȵƻÑŰoˑȥmŷÒxb

ĺʑƱm̑haċʝɚɦip A̖BM oÑŰ

ǖŋĥǷm˲z�¼¢�«Ã��ip̖

STAI �ǍȆjz�ȵƻÑŰoǖŋĥǷm

̑hjmɜv�hh�̔Hakamata, Y., 
Lissek, S., Bar-Haim, et al., 2010 a̕ÇÌ

�Ë�È���¼È©˲˙ÇÌªoˡǉm

�ehȵƻÑŰmˑȥxb¼�¬�»mf

hhpǥɛmʼy�tjpinlhm̖

ABM ip Ʃ̖ȸɊlȵƻuoţĬo{l�

^ ʓ̖oȈʑţĬmʷ}���̔ Tayama, J., 
Saigo, T., Ogawa, et al, 2017; Tayama, J., 
Saigo, T., Ogawa, et al, 2018 a̕ÇÌ�Ë�

È���¼È©˲˙ÇÌªoˡǉʯʁm�

eh Ç̖Ì�Ë�È���¼È©m˲˙z�

ʓĒoʷɘËƶħËʬʸĔȸo¼�¬�»m

ţĬz�tjm�eh̖ȵƻÑŰmţĬx

bĺʑƱmg�a 
Íǟ Ç̖Ì�Ë�È���¼È©ołÏm

ĥǷmʷ}��llebȸȾjxhp 3̖f

oȸȾmʋM���aÍfɍp̖̠ ˌǯ˱m

˲z�ȸȾig�aÇÌ�Ë�È���¼È

©pÑŰj˃oɏ˲�ǌftjmɘ��h

h � ̔ Innstrand, Langballe, Falkum, 
2012 a̠̕ ˌǯ˱�˯pʰųz�tjm�e

h Ñ̖ŰoïÐ�ŬãxhÇÌ�Ë�È��

�¼È©mƠ̈�ÒM�ȷ˂mʪŸv��

ĺʑƱpűďmpŃųinlhaÛfɍp̖

ÇÌªoˡǉm˲z�ȸȾig�aǰɚɦ
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� 1�  Generalized estimation equation model����	�� 

�� 	�� (n=107)   �� (n=119)  Group Period 
Group x 

period 

�  
�  

� � 
Effect size 

(d  
�  � � 

Effect size 

(d  �  
effect effect interaction 

UWES         
   

 �� 

2.5±1.1 

(2.3-2.7) 

2.4±1.2 

(2.2-2.6) 
0.02  2.5±1.1 

(2.3-2.7) 

2.4±1.2 

(2.2-2.6) 
-0.08  n.s. n.s. n.s. 

 �� 

6.9±3.2 

(6.3-7.5) 

6.9±3.6 

(6.2-7.6) 
0.01  7.2±3.3 

(6.6-7.8) 

6.7±3.5 

(6.0-7.3) 
-0.15  n.s. n.s. n.s. 

 �� 

8.3±3.4 

(7.6-8.9) 

8.2±3.6 

(7.5-8.9) 
-0.03  8.3±3.7 

(7.6-9.0) 

8.1±3.9 

(7.4-8.8) 
-0.06  n.s. n.s. n.s. 

 �� 

7.0±3.6 

(6.3-7.7) 

7.2±3.8 

(6.4-7.9) 
0.06  7.2±3.7 

(6.5-7.8) 

7.1±3.7 

(6.4-7.8) 
  n.s. n.s. n.s. 

STAI-
���  
          

 ������ 

20.3±6.7 

(19.1-21.6) 

20.8±6.5 

(19.6-22.0) 
0.08  20.3±6.5 

(19.1-21.4) 

20.1±6.7 

(18.9-21.3) 
-0.03  n.s. n.s. n.s. 

 ������ 

28.7±5.4 

(27.7-29.7) 

28.2±5.5 

(27.1-29.2) 
-0.09  28.2±5.6 

(27.2-29.2) 

28.3±5.4 

(27.3-29.3) 
0.02  n.s. n.s. n.s. 

 �� 

49.0±10.8 

(47.0-51.1) 

49.0±10.4 

(47.0-50.9) 
0.01  48.5±10.5 

(46.6-50.4) 

48.5±10.7 

(46.5-50.4) 
0.01  n.s. n.s. n.s. 

STAI-����  
          

 ������ 

17.4±6.8 

(16.1-18.7) 

17.1±6.0 

(15.9-18.3) 
-0.05  17.1±6.0 

(16.0-18.2) 

16.7±6.2 

(15.6-17.8) 
-0.07  n.s. n.s. n.s. 
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 ������ 

27.8±7.0 

(26.4-29.1) 

27.8±6.5 

(26.5-29.0) 
0.01  28.2±6.9 

(26.9-29.4) 

27.3±6.7 

(26.1-28.5)* 
-0.13  n.s. n.s. n.s. 

 �� 

45.2±12.3 

(42.8-47.5) 

44.9±11.0 

(42.8-47.0) 
-0.03  45.3±11.4 

(43.2-47.4) 

44.0±11.6 

(41.9-46.1)* 
-0.12  n.s. n.s. n.s. 

UMACL  
          

 $&'%(	� 

14.9±4.2 

(14.1-15.7) 

14.4±4.2 

(13.6-15.2) 
-0.12  14.9±4.2 

(14.1-15.6) 

14.7±3.8 

(14.1-15.4) 
-0.05  n.s. n.s. n.s. 

 �
�� 

12.5±4.4 

(11.6-13.3) 

12.4±4.3 

(11.6-13.2) 
-0.02  12.5±4.3 

(11.7-13.3) 

12.6±4.5 

(11.8-13.4) 
0.02  n.s. n.s. n.s. 

DUWAS  
          

 �!�" 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 
0.01  1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

1.9±0.7 

(1.8-2.0) 
0.01  n.s. n.s. n.s. 

 ���#�!� 

2.0±0.6 

(1.9-2.1) 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 
0.01  1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

2.0±0.6 

(1.8-2.1) 
0.17  n.s. n.s. n.s. 

Data are expressed as mean±S.D. (95%CI). *p<0.05 compared with baseline by the Wilcoxon’s signed rank tes
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